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この報告書は、当協会が公益財団法人日本財団の助成金を受けて、海難防止事

業の一環として 202５年度に実施した「海事の国際的動向に関する調査研究（海

上安全）」事業の内容をとりまとめたものである。 
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委員会等の名称、構成は次のとおりである。 

 

令和７年度 「海事の国際的動向に関する調査研究委員会(海上安全)」 

 

１．委員（順不同、敬称略）       

委員長 竹本 孝弘  東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門教授 

委  員 巣籠 大司  (独)海技教育機構教授企画調整部企画課長／研究国際課長 

〃   奥薗 淳二  海上保安大学校教授 

〃 吉野 高広  日本水先人会連合会常務理事 

〃   平尾 真二  (一社)日本船主協会常務理事 

〃   朝藤 健  (一社)日本船長協会常務理事 

〃 岩瀬 恵一郎 (一社)日本旅客船協会労海務部長 

〃 松本 冬樹  (一社)大日本水産会事業部長 

〃 藤田 真悟  全国漁業協同組合連合会漁政部部長代理 

〃   秋山 直之      (一財)日本船舶技術研究協会基準・規格グループ主任研究員 

〃   坂井田 凌汰               〃 

〃   一條 正浩  (公財)海上保安協会常務理事 

※ 秋山 委員は第１回、坂井田 委員は第２回に交代 

 

２．関係官庁等（順不同、敬称略）    

武田 行生  水産庁増殖推進部研究指導課海洋技術室長 

中尾 和也  国土交通省海事局総務課国際企画調整室長 

鈴木 長之  国土交通省海事局安全政策課長 

中川 哲宏  国土交通省海事局外航課長 

森井 智一  運輸安全委員会事務局総務課国際渉外室長 

荒川 直秀  海上保安庁総務部情報通信課長 

古井 拓郎  海上保安庁総務部国際戦略官 

野本 英伸  海上保安庁警備救難部国際刑事課長 

三盃 昇  海上保安庁警備救難部警備課長 

上野 春一郎 海上保安庁警備救難部救難課長 

中林 茂  海上保安庁海洋情報部技術・国際課長 

畑生 昭郎  海上保安庁海洋情報部情報利用推進課水路通報室長 

森高 龍平  海上保安庁交通部企画課長 

本位田 拓  海上保安庁交通部航行安全課長 

菊本 豊  海上保安庁交通部航行安全課航行指導室長 

 

３．上記委員等のほか、次の諸氏に格別のご協力をいただいた。(順不同、敬称略) 

三野 雅弘  水産庁増殖推進部研究指導課海洋技術室漁船検査官 

宇津 勝弘  水産庁増殖推進部研究指導課海洋技術室課長補佐 

吉原 大智  水産庁増殖推進部研究指導課海洋技術室生産技術班 
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委員長 竹本 孝弘  東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門教授 
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〃   奥薗 淳二  海上保安大学校教授 
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〃   平尾 真二  (一社)日本船主協会常務理事 

〃   朝藤 健  (一社)日本船長協会常務理事 

〃 岩瀬 恵一郎 (一社)日本旅客船協会労海務部長 

〃 松本 冬樹  (一社)大日本水産会事業部長 

〃 藤田 真悟  全国漁業協同組合連合会漁政部部長代理 

〃   秋山 直之      (一財)日本船舶技術研究協会基準・規格グループ主任研究員 

〃   坂井田 凌汰               〃 

〃   一條 正浩  (公財)海上保安協会常務理事 
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森井 智一  運輸安全委員会事務局総務課国際渉外室長 

荒川 直秀  海上保安庁総務部情報通信課長 
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野本 英伸  海上保安庁警備救難部国際刑事課長 

三盃 昇  海上保安庁警備救難部警備課長 

上野 春一郎 海上保安庁警備救難部救難課長 

中林 茂  海上保安庁海洋情報部技術・国際課長 

畑生 昭郎  海上保安庁海洋情報部情報利用推進課水路通報室長 

森高 龍平  海上保安庁交通部企画課長 

本位田 拓  海上保安庁交通部航行安全課長 

菊本 豊  海上保安庁交通部航行安全課航行指導室長 
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吉原 大智  水産庁増殖推進部研究指導課海洋技術室生産技術班 



４．事務局   

佐々木 幸男 (公社)日本海難防止協会専務理事 

  鏡 信春  (公社)日本海難防止協会企画国際部長 

柴田 祥孝       (公社)日本海難防止協会企画国際部主任研究員/国際室長 

高橋 昌吾  国土交通省海事局総務課国際企画調整室国際協力調整官 

太田 真理子  国土交通省海事局総務課国際企画調整室国際機関対策係長 

前田 崇徳  国土交通省海事局安全政策課船舶安全基準室長 

丸山  謙一郎 国土交通省海事局安全政策課船舶安全基準室課長補佐 

池田 亜柊  国土交通省海事局安全政策課安全基準室係長 

西大路 隆司 国土交通省海事局安全政策課船舶安全基準室主査 

太巻 孝規   〃 

山崎 貴浩  国土交通省海事局安全政策課船舶安全基準室自動運航戦略官 

内田 裕太  国土交通省海事局総務課係員 

日坂 仁   国土交通省海事局外航課海運渉外室長 

居石 彰  国土交通省海事局外航課海運渉外室外航海運事業調整官 

鈴木 優希  国土交通省海事局外航課海運渉外室輸送係 

栁沢 実希  運輸安全委員会事務局総務課国際渉外室国際基準係 

文字 勇一   海上保安庁総務部情報通信課専門官 

奥田 一彰  海上保安庁総務部情報通信課国際通信係長 

松下 龍也  海上保安庁総務部情報通信課国際通信係 

岡垣 夢真  海上保安庁総務部国際戦略官付企画係 

黒原 雅央  海上保安庁警備救難部国際刑事課専門官 

國松 健太  海上保安庁警備救難部国際刑事課海賊対策室対策係長 

畑生 昂俊  海上保安庁警備救難部国際刑事課調整係長 

姫野 晃大  海上保安庁警備救難部国際刑事課企画係 

仲田 信之介  海上保安庁警備救難部警備課第一係長 

田中 睦也  海上保安庁警備救難部警備課第一係 

柿沼 俊二  海上保安庁警備救難部救難課専門官 

前野 大樹  海上保安庁警備救難部救難課国際救難係長 

内田 篤  海上保安庁警備救難部救難課国際救難係専門員 

矢島 広樹  海上保安庁海洋情報部技術・国際課海洋情報国際総合分析官 

石原 健一郎  海上保安庁海洋情報部情報利用推進課水路通報室上席水路通報官 

齋藤 宏彰  海上保安庁海洋情報部情報利用推進課水路通報室ナバリア通報調整官 

竹内 謹治   海上保安庁交通部企画課国際・技術開発室専課長補佐 

有田 真由美  海上保安庁交通部企画課国際・技術開発室専門官 

小西 貴彦  海上保安庁交通部企画課国際・技術開発室国際企画係長 
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小川 祐樹  海上保安庁交通部航行安全課航行指導室海務第一係長 

野口 英毅  (一財)日本船舶技術研究協会 参与 
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１ 事業の目的 

海上安全の分野における国際的な動向を調査･研究し、もって官民一体となった我が国対応のあり方の

検討に資する事を目的とする。 

２ 方策 

（１）IMO 各委員会における審議結果の報告と対処方針の検討 

（２）調査結果の報告 

３ 事業の年間実施結果 

  令和７年 

〇4 月２３日 

第 1 回委員会（ハイブリット形式） 

・令和７年度委員会実施計画の承認 

・令和７年度調査テーマの承認 

・IMO 第 10９回海上安全委員会（MSC10９）審議結果の報告 
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第 2 回委員会（ハイブリット形式）〉 

・第 1 回委員会議事概要（案）の承認 

・IMO 第 1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR１２）審議結果の報告 

・IMO 第 110 回海上安全委員会（MSC110）対処方針の検討 

   ○５月１７日 

IMO MASS セミナー参加 

〇5 月 18 日～２7 日 

IMO 第 110 回海上安全委員会（MSC110） 

〇9 月 29 日～10 月３日 

IMO 第４回会期間中間作業部会（ISWG-MASS4）リモート参加 

〇１０月８日～９日 
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・IMO 第 1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR１２）対処方針の検討 

〇5 月 1３日～２２日 

IMO 第 1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR1２） 

〇６月４日 

第 2 回委員会（ハイブリット形式）〉 

・第 1 回委員会議事概要（案）の承認 

・IMO 第 1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR１２）審議結果の報告 

・IMO 第 110 回海上安全委員会（MSC110）対処方針の検討 

   ○５月１７日 

IMO MASS セミナー参加 

〇5 月 18 日～２7 日 

IMO 第 110 回海上安全委員会（MSC110） 

〇9 月 29 日～10 月３日 

IMO 第４回会期間中間作業部会（ISWG-MASS4）リモート参加 

〇１０月８日～９日 

研究調査：ICMASS－2025 

 

 

 

 

3



  

  

  

  

  

２ ＩＭＯ委員会 

 

IMO 第 1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR１２） 
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Radiocommunication Conference (2.1)

7 Development of global maritime SAR services, including harmonization of maritime
and aeronautical procedures and amendments to the IAMSAR Manual (1.34)

8 Development of procedures and requirements for the recognition of augmentation 
systems in the Worldwide Radionavigation System (2.[…])

9 Development of amendments to SOLAS chapters IV and V and performance
standards and guidelines to introduce VHF Data Exchange System (VDES) (2.28)

10 Development of guidelines for software maintenance of shipboard navigation and 
communication equipment and systems (2.[…])

11 Development of guidelines for EPIRB which implement the two-way communication 
service via the SAR/Galileo Return Link service as a complement to EPIRB 
performance standards (resolution MSC.471(101)) (2.[…])

12 Development of guidelines for the use of electronic nautical publications (ENP) (7.49)

7



令和７年５月２３日 

海事局安全政策課 

海上保安庁交通部 

国国際際海海事事機機関関（（IIMMOO））第第 1122 回回航航行行安安全全・・無無線線通通信信・・捜捜索索救救助助小小委委員員会会  

（（NNCCSSRR  1122））開開催催結結果果概概要要  

～～船船舶舶のの新新ししいい通通信信シシスステテムムのの導導入入にに向向けけたた国国際際規規則則のの改改正正案案ががととりりままととめめらられれままししたた～～  

令和 7 年 5 月 13 日から 22 日まで、国際海事機関（IMO）の第 12 回航行安全・無線通

信・捜索救助小委員会※１が開催されました。 

今次会合では、船舶の新しい通信システムである VHF データ交換システム（VDES）の

導入に向けた海上人命安全（SOLAS）条約の改正案等が取りまとめられた他、新しい規格

に基づいて作られた電子海図情報等の利用のための通信枠組みについて審議が行われま

した。 

※１ 船舶の航路指定、無線設備や航海機器の技術基準・搭載要件、捜索救助に関する国際的指針等に

ついて検討を行う MSC の下部小委員会。 

１１．．VVHHFF デデーータタ交交換換シシスステテムム（（VVDDEESS））のの導導入入  

VDES は、船舶自動識別装置（AIS）※2 の機能に加えて、船舶間で航路等情報の交換

ができる特性を活かした航行の安全性向上が期待できるシステムです。 

今次会合では、VDES を現在搭載が義務付けられている AIS との選択制とする SOLAS

条約附属書第Ｖ章の改正案や VDES の性能基準案等が合意されました。この改正案等

は、今後、上部委員会である海上安全委員会（MSC）による承認（本年 6 月予定）、採

択（来年春予定）を経て、2028 年 1 月 1 日から発効する見込みです。 

※２ 船舶の位置、針路、速力等、航行の安全に関する情報を自動的に送受信するシステム

２２．．新新ししいい規規格格にに基基づづいいてて作作らられれたた電電子子海海図図情情報報等等のの利利用用にに向向けけてて  

水路データの新しい国際規格である S-100 には、その規格に基づき作られた電子海

図情報（S-101）や潮汐情報（S-104）、航行警報（S-124）等があります。これらの情

報は、船舶に搭載される電子海図を表示する情報システム（ECDIS）にインターネッ

ト通信を通じて配信され、１つの画面上に重ねて表示することができ、利用者の利便

性向上が期待されています。

今次会合では、S-100 規格の活用にあたって必要となるインターネット通信の枠組

みやサイバーセキュリティの確保に向けたガイダンスについて議論が開始されました。

議論の中では特に、配信される様々な情報による ECDIS 画面上の表示情報の多さや既

存の海上安全情報※３との区別の観点から利用者に混乱をもたらすことがないようにす

べきことが合意されました。 

※３ 船舶が安全に航行するために必要な気象・海象情報や航行警報等

この他、電子航海刊行物（ENP）の利用に関するガイドラインが合意されました。

それぞれの詳細は別紙をご参照ください。 

【問い合わせ先】（全般、２．関係）海事局安全政策課 太巻

代表：03-5253-8111（内線 43-568）、 直通：03-5253-8631

（１．関係）   海上保安庁交通部企画課 竹内

代表：03-3591-6361（内線 6801）、  直通：03-3591-5650

NCSR 12/1
Page 2

I:\NCSR\12\NCSR 12-1.docx から抜粋

13 Revision of the Performance Standards for Shipborne BeiDou Satellite Navigation 
System (BDS) Receiver Equipment (resolution MSC.379(93)) (2.[…])

14 Development of guidance to establish a framework for data distribution and global 
IP-based connectivity between shore-based facilities and ships for ECDIS S-100 
products (new)

15 Validated model training courses (6.2)

16 Unified interpretation of provisions of IMO safety, security, environment, facilitation,
liability and compensation-related conventions (7.1)

17 Biennial status report and provisional agenda for NCSR 13

18 Election of Chair and Vice-Chair for 2026

19 Any other business

20 Report to the Maritime Safety Committee
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ト通信を通じて配信され、１つの画面上に重ねて表示することができ、利用者の利便
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３３．．電電子子航航海海刊刊行行物物（（EENNPP））のの利利用用にに関関すするるガガイイドドラライインンのの策策定定  

（１）背景 

 電子海図を表示する ECDIS と異なり、潮汐表や灯台表等の航海刊行物を電子化し

た電子航海刊行物（ENP）については表示機器の性能基準等が策定されていなかった

ことから、ENP の利用に関するガイドラインを策定するための作業が 2024 年 6 月の

NCSR 11 から開始され、会期間通信作業部会を通して審議を行って参りました。 

 

（２）今次会合での審議結果 

 今次会合では、会期間作業部会での審議結果を踏まえて議論が行われ、本ガイド

ライン案は最終化されました。今次会合では特に ENP を表示する機器の画面サイズ

が議論となり、持ち運びやすさを考慮して画面最小サイズを対角線で 10 インチと

し、タブレット機器や比較的小型のノートパソコン等で使用できることが合意され

ました。 

 このガイドライン案は、承認のために来年春の MSC 111 に上程される予定です。 

 

以上 

別紙 
 

国際海事機関（IMO）第 12 回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会 

（NCSR 12）の主な結果概要 

 

１１．．VVHHFF デデーータタ交交換換シシスステテムム（（VVDDEESS））のの導導入入  

（１）背景 

 VDES は、船舶自動識別装置（AIS）の機能に加えて、船舶間で航路等情報の交換が

できる特性を活かした航行の安全性向上が期待できるシステムです。2023 年より、

我が国の提案によりVDESを SOLAS条約に導入するためのVDESの性能基準案等の検討

が行われてきました。 

 

（２）今次会合での審議結果 

 VDES 導入に関する SOLAS 条約附属書第Ｖ章の改正案や性能基準案の作成等の作業

について、前回会合において VDES の搭載は現状搭載が義務付けられている AIS との

選択制とすることが合意されており、今次会合では以下の改正案等が最終化されま

した。 

・SOLAS 条約附属書第Ｖ章第 18、19 及び 19-1 規則等において「AIS」を「AIS 又は

VDES」とする改正案 

・VDES の性能基準案 

・関連 IMO 規則における「AIS」に「VDES の AIS コンポーネント」を含める新たな

MSC 決議案 

 

この改正案等は、今後、上部委員会である海上安全委員会（MSC）における承認

（本年 6 月予定）、採択（来年春予定）を経て、2028 年 1 月 1 日より発効する見込

みです。発効後は、AIS の代わりに VDES の搭載を選択できるようになります。 

  

２２．．新新ししいい規規格格にに基基づづいいてて作作らられれたた電電子子海海図図情情報報等等ののイインンタターーネネッットトにによよるる通通信信枠枠

組組みみのの作作成成  

（１）背景 

水路データの新しい国際規格である S-100 には、その規格に基づき作られた電子

海図情報（S-101）や潮汐情報（S-104）、航行警報（S-124）等があります。これら

の情報は、船舶に搭載される電子海図を表示する情報システム（ECDIS）にインター

ネット通信を通じて配信され、１つの画面上に重ねて表示することができ、利用者

の利便性向上が期待されています。 

 

（２）今次会合での審議結果 

 今次会合では、S-100 規格の活用にあたって必要となるインターネット通信の枠組

みやサイバーセキュリティの確保に向けたガイダンスについて議論が開始されまし

た。議論の中では特に、配信される様々な情報による ECDIS 画面上の表示情報の多

さや既存の海上安全情報との区別の観点から利用者に混乱をもたらすことがないよ

うにすべきことが合意されました。このガイダンス策定は、今年 10 月に開催予定の

IMO/ITU 合同専門家会合及び会期間通信作業部会※にて議論を続け、来年の NCSR 13

で最終化される見込みです。 

※会合が開催されていない間、メールベースで審議を行うグループ 
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※会合が開催されていない間、メールベースで審議を行うグループ 
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令和７年６月３０日 

海事局安全政策課 

国国際際海海事事機機関関（（IIMMOO））第第111100回回海海上上安安全全委委員員会会（（MMSSCC  111100））のの開開催催結結果果概概要要  
～水先人乗下船装置の安全性向上のための国際条約の改正が採択されました～ 

2025 年 6 月 18 日から 27 日にかけ、国際海事機関（IMO）の第 110 回海上安全委員会

（MSC 110）が開催されました。今次会合では、水先人乗下船装置の安全性を向上させる

ための条約改正案が採択されたほか、自動運航船（MASS）の国際ルールの策定作業等が

進められました。 

  

１１．．条条約約等等のの改改正正案案のの採採択択  

水先人乗下船装置の不具合に起因する事故を防ぐため、水先人乗下船装置に係る設置基

準の見直し、保守管理要件の追加等を内容とする海上人命安全条約（SOLAS 条約）附属書

第 V章第 23 規則の改正案が採択されました。 

併せて、水先人乗下船装置の性能基準が見直され、水先人用はしご及びマンロープ※の

交換期限や水先人用はしごをウィンチリールに収容する場合のドラム直径等の規定が新た

に追加されました。 

 

※水先人が乗下船する際に水先人用はしごと船舶との間で補助的に使用するロープ 

 

２２．．自自動動運運航航船船（（MMAASSSS））のの国国際際ルルーールル策策定定にに向向けけたた検検討討  

自動運航船の国際ルール（MASS コード）については、当面の間は非義務的に運用する

ものとして、昨年 12 月の前回会合（MSC 109）までに各章の具体的な要件が検討され、

航行安全、遠隔操船、通信の接続性等の一部の章が最終化されました。今次会合では、

残りの章について更なる検討が行われ、今後集中的に検討される人的要素に係る要件等

を除き、多くの章が最終化されました。MASS コード全体を 2026 年に最終化すべく、引き

続き検討が行われる予定です。 

 

 

上記事項の詳細やその他の審議事項は別紙をご参照ください。 

 

問い合わせ先  

海事局安全政策課 丸山、山﨑 

TEL：03-5253-8111（内線 43-562、43-556） 

 03-5253-8631（直通） 
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15 Navigation, communications and search and rescue (Urgent matters emanating from 
the twelfth session of the Sub-Committee)

16 Carriage of cargoes and containers (Report of the tenth session of the 
Sub-Committee)

17 Application of the Committee's method of work

18 Work programme

19 Election of Chair and Vice-Chair for 2026

20 Any other business

21 Consideration of the report of the Committee on its 110th session
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 保守点検以外に人が通常中に入ることのない区域（船倉区域等）の換気要件や、

浮体式液化ガスの貯蔵・再ガス化設備（FSRU）の配管に係る基準などを取り入れた

国際ガスキャリアコード（IGC コード）の改正案は、審議の結果、更なる検討のため

に今年 9月の第 11 回貨物運送小委員会（CCC 11）で議論し、2026 年春の MSC 111 で

承認、同年冬の MSC 112 で採択（2028 年 7 月発効）を目指すことになりました。 

 

 低引火点燃料だけでなくガス燃料も国際ガス燃料安全コード（IGF コード）の適用

対象であることを明確化するための SOLAS 条約附属書第 II-1 章の改正案について審

議し、IGC コード改正案と同様に 2026 年春の MSC 111 で承認、同年冬の MSC 112 で

採択（2028 年 7 月発効）を目指すことになりました。 

 

２２．．自自動動運運航航船船（（MMAASSSS））のの国国際際ルルーールル策策定定にに向向けけたた検検討討  

ヒューマンエラーに起因する海難事故の減少や船員労働環境の改善を目指して、

我が国を含め世界各国で自動運航船の開発が進められています。 

2022年5月のMSC 105において、自動運航船の国際ルール（MASSコード）策定に向

けて、将来的な義務化を見据えつつ、まず非義務的なMASSコードを策定していくこ

とが合意され、同年10月のMSC 106において非義務的コードの審議が開始されるとと

もに、メールベースで審議を行う会期間通信作業部会（CG）において具体的な要件

の起草作業が行われることとなりました。その後、2023年5月のMSC 107、同年10月

の第2回自動運航船会期間作業部会（ISWG-MASS 2）、2024年5月のMSC 108、同年9月

のISWG-MASS 3、同年12月のMSC 109において、非義務的コード案について具体的な

内容が審議され、これまでに自動運航船の主要機能であり日本が起草作業を主導し

てきた航行の安全に係る要件のほか、遠隔操船、通信の接続性（自動運航船-遠隔操

船所間）等に係る要件が最終化されていました。 

今次会合では、これまでの進捗を踏まえ、非義務的コードの具体的な要件案につ

いて審議し、コードの目標・適用、検査・証書、自動運航船の運用に係る基本概念、

システム設計要件等の原則的規定のほか、復原性、セキュリティ、捜索救助、貨物

輸送、機関・電気設備等の機能要件に合意するとともに、人的要素の問題について

は今後集中的に検討することに合意しました。審議の結果、非義務的コード案のう

ち、人的要素に係る要件及び用語の定義以外について最終化されました。 

さらに、現在の作業進捗等を踏まえ、コード策定に向けたロードマップが審議さ

れ、2026年に非義務的コード、2030年に義務的コードをそれぞれ採択するとの目標

を維持することに合意しました。また、さらに策定作業を進めるため、本年9月末に

ISWG-MASS 4を開催することに合意しました。 

  

３３．．ガガスス運運搬搬船船にに適適用用さされれるる代代替替燃燃料料にに係係るる規規定定 

ガス燃料や低引火点燃料を使用する場合であっても、IGC コード適用船舶（ガス運

別紙 
 

国際海事機関（IMO）第 110 回海上安全委員会（MSC 110）の 

主な結果概要 

 

１１．．主主なな条条約約等等のの改改正正案案のの採採択択  

前回会合までに承認された以下の条約等の改正案が採択されました。 

 

（１）水先人乗下船装置の安全基準関係【発効予定日：2028 年 1 月 1 日】 

水先人乗下船装置の不具合に起因する事故を防ぐため、水先人乗下船装置に係

る設置基準の見直し、保守管理要件の追加等を内容とする海上人命安全条約

（SOLAS条約）附属書第V章第23規則の改正案が採択されました。併せて、水先

人乗下船装置の性能基準が見直されました。 

 今回の条約改正及び性能基準の見直しの主な内容は以下のとおりです。 

①寸法、強度などの設計や構造 

サイドロープ直径の増大や、水先人用はしごを取り付けるストロングポイント、

シャックル及び固定ロープを 48kN 以上の破断強度とすること 

②水先人用はしごの固定 

乾舷の変化により水先人用はしごの全長を使用しない場合に、水先人用はしご

の途中の位置で甲板等に固定するための手段を設けること 

③水先人用はしごのウィンチリールへの収容 

水先人用はしごをウィンチリールに収容する場合、ウィンチリールのドラムは

直径を 0.16m 以上とし、水先人用はしごの先端部を固定するためのくぼんだ固

定点を設けること 

④点検・保守 

指示書に従って定期的な点検・保守を実施し、老朽化した水先人用はしご及び

マンロープ※1 は交換※2 すること。また、予備の水先人用はしご及びマンロープ

を搭載すること。 

※1 水先人が乗下船する際に水先人用はしごと船舶との間で補助的に使用するロープ 

※2 製造日から 36ヶ月又は使用開始日から 30 ヶ月のいずれかを超えるもの 

⑤乗組員に対する点検・保守等の習熟 

船舶管理会社は乗組員に対して上記②～④を習熟させること 

 

（２）高速船用国際安全（HSC）コード改正案 【発効予定日：2028 年 1 月 1 日】 

   幼児用救命胴衣及び救命胴衣の付属品の搭載を新たに義務付けるために 1994

年の HSC コード及び 2000 年の HSC コードの改正案が採択されました。 

 

（３）国際海上固体ばら積み貨物コード（IMSBC コード）改正案【発効予定日：2027

年 1 月 1 日】 

   固体ばら積み貨物の運送方法を規定する国際海上固体ばら積み貨物コード

（IMSBC コード）の改正案が採択されました。 
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（１）水先人乗下船装置の安全基準関係【発効予定日：2028 年 1 月 1 日】 

水先人乗下船装置の不具合に起因する事故を防ぐため、水先人乗下船装置に係

る設置基準の見直し、保守管理要件の追加等を内容とする海上人命安全条約

（SOLAS条約）附属書第V章第23規則の改正案が採択されました。併せて、水先

人乗下船装置の性能基準が見直されました。 

 今回の条約改正及び性能基準の見直しの主な内容は以下のとおりです。 
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サイドロープ直径の増大や、水先人用はしごを取り付けるストロングポイント、

シャックル及び固定ロープを 48kN 以上の破断強度とすること 
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乾舷の変化により水先人用はしごの全長を使用しない場合に、水先人用はしご

の途中の位置で甲板等に固定するための手段を設けること 

③水先人用はしごのウィンチリールへの収容 

水先人用はしごをウィンチリールに収容する場合、ウィンチリールのドラムは

直径を 0.16m 以上とし、水先人用はしごの先端部を固定するためのくぼんだ固

定点を設けること 

④点検・保守 

指示書に従って定期的な点検・保守を実施し、老朽化した水先人用はしご及び

マンロープ※1 は交換※2 すること。また、予備の水先人用はしご及びマンロープ

を搭載すること。 

※1 水先人が乗下船する際に水先人用はしごと船舶との間で補助的に使用するロープ 

※2 製造日から 36ヶ月又は使用開始日から 30 ヶ月のいずれかを超えるもの 

⑤乗組員に対する点検・保守等の習熟 

船舶管理会社は乗組員に対して上記②～④を習熟させること 

 

（２）高速船用国際安全（HSC）コード改正案 【発効予定日：2028 年 1 月 1 日】 

   幼児用救命胴衣及び救命胴衣の付属品の搭載を新たに義務付けるために 1994

年の HSC コード及び 2000 年の HSC コードの改正案が採択されました。 

 

（３）国際海上固体ばら積み貨物コード（IMSBC コード）改正案【発効予定日：2027

年 1 月 1 日】 

   固体ばら積み貨物の運送方法を規定する国際海上固体ばら積み貨物コード

（IMSBC コード）の改正案が採択されました。 
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ANNEX 3 

DRAFT REVISED PARTS OF CHAPTERS 5,8, 9 AND 10, ANNEX 2 
OF THE DRAFT MASS CODE WITH RESPECT TO HUMAN ELEMENT MATTERS 

 
 
CHAPTER 5 SURVEYS AND CERTIFICATES 

5.9 Minimum Safe Manning Documents 

5.9.1 A ship or ROC operating a ship, to which this Code applies, should be sufficiently, effectively 
and efficiently manned in accordance with the principles of minimum safe manning as set out in 
resolution A.1047(27), as amended, and as supplemented by this Code. 

5.9.2 A ship to which this Code applies should be furnished with a Minimum Safe Manning 
Document (MSMD) according to resolution A.1047(27), as amended, and to the satisfaction of the 
Administration. 

5.9.3 A ROC operating a ship to which this Code applies should be furnished with a Minimum 
Safe Manning Document (MSMD) for operation of that ship, based on the principles of resolution 
A.1047(27), as amended, and to the satisfaction of the Administration. 

5.9.4 A ROC operating several ships should be issued with one MSMD per ship. For such ROCs, 
a MASS ROC Master Plan (MRMP) for watchkeeping and other tasks should be developed and 
approved by all Administrations who have issued MSMDs covered by the MRMP. 

5.9.5 The Company should be able to demonstrate compliance with the Minimum Safe Manning 
Document(s), through issuing and maintaining appropriate records. 
 
5.9.6 The determination of safe manning should consider the specific personal qualifications (see 
chapter 15), operational policy and procedures (see chapter 11), and the infrastructure/technology 
necessary to perform operational functions including the effect of 'capability enabling technology' 
(see chapter 8). This determination should consider normal operation (including degraded states), 
fallback states and emergency situations. 

CHAPTER 8 OPERATIONAL CONTEXT 
 
8.7 Human Oversight and Control 
 
8.7.1 All onboard and remote crew responsible for managing MASS operations should be able 
to exercise human oversight and control for operation of the MASS, including the ability to: 

.1 understand and interpret system outputs; 
 

.2 supervise the system, and verify system-initiated decisions, as appropriate; and 
 

.3 intervene and/or override the system, if required. 

8.7.2 The allocation of ship functions as per 8.6 should be based on the understanding that 
operation of a ship without any human interaction has limitations. Therefore, any onboard and remote 
crew responsible for managing MASS operations should always be able and prepared to take over 
the responsibilities of autonomous functions without risk to the outcome of the task. 
 
8.7.3 There should be a human master responsible for a MASS, regardless of mode of operation 
and the master should have the means to intervene when necessary. 
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[10bis Advancing technology in the shipping industry leads to an ever-increasing use of 
automation to operate ships. More automation does not qualify a ship as a MASS. The main 
qualifier to distinguish a MASS from a conventional ship is that some or all functions of the 
ship, as performed by humans, both aboard and ashore, are augmented by advanced 
automation and remote operations.] 
 
11 [Enhanced automation does not qualify a ship as a MASS. The main qualifier to 
distinguish a MASS from a conventional ship is the introduction of autonomous or remote 
operation technology augmenting or replacing functions performed by seafarers on board 
involved in conducting or controlling these ship functions.] 

 
*** 
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ANNEX 2 

 
PRELIMINARY FRAMEWORK FOR CONCEPT OF OPERATIONS(CONOPS) 

 
7 HUMAN INVOLVEMENT 
 
7.1 This section describes how humans are involved in MASS functions, including onboard and 
at the ROC. This includes the expected role of the person, the broader context in which they will work 
and how they will interact with third parties. 

Minimum safe manning levels 
 
7.2 This section identifies the minimum safe manning levels for MASS operations, taking into 
account the principles as outlined in 5.9 (Minimum Safe Manning Documents). 
Task allocation 
 
7.3 This section describes which tasks are automated, and which tasks and responsibilities are 
allocated to onboard or remote crew. 

 
*** 
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8.7.4 The master, remote operator or onboard should be provided ample time and sufficient 
information to be able to establish situational awareness, assume responsibility and exercise direct 
or supervisory control of all functions according to the ConOps (see 10.6). 
 
CHAPTER 9 SYSTEM DESIGN 
 
9.2   Human Centred Design 
 
MASS systems should be designed, and further developed throughout their life-cycle, using a 
human-centred approach, which takes into account the characteristics and competence of expected 
users and their tasks, environment and performance requirements. 

CHAPTER 10 SOFTWARE PRINCIPLES 
 
10.6 Controllability 
 
10.6.1 Software should be designed and developed to ensure that any onboard and remote crew 
responsible for managing MASS operations can exercise human oversight and control, including the 
means to: 

.1 interpret appropriate context by delivering accurate, timely, sufficient and 
unambiguous information to operators and other systems; 

 
.2 verify system behaviour with respect to the accuracy of system output and 

effectiveness of system performance at any time during operations by providing 
timely indicators of task status; 

.3 take over control, and adjust or override system behaviour in a time frame that 
minimizes risk and disruption to ongoing operations; and 

 
.4 provide timely input and direction as required to prevent or minimize risks to the 

operation of MASS by enabling performance of all required operator actions, 
providing accurate, understandable and relevant feedback and confirmation 
where necessary. 
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３ 調査研究事項 

 

自動運航船（MASS）の研究・開発に係る動向について 

 

 

 

 

 

 

 

 
ANNEX 4 

 
DRAFT TERMS OF REFERENCE FOR A MASS WORKING GROUP 

 
The MASS Working Group, if established, taking into account comments and decisions made 
in plenary, is instructed to: 
 

.1 finalize the non-mandatory MASS Code and associated MSC resolution, 
considering, in particular: 

.1 the Preamble; 
 

.2 chapter 4 (Definitions), taking into account other chapters in the 
Code; 

.3 the outcome of the GBS review of part 3 of the Code; 
 

.4 the consistent use of terminology within the Code; 
 

.5 the form of certificates; and 
 

.6 paragraphs 15.1bis and 15.1ter related to application of 
the STCW Convention and Code to remote operators; 

.2 develop a framework for an experience building phase, taking into account 
document MSC 110/5/20; 

.3 identify the needs to be addressed by other IMO bodies following the 
adoption of the Code, as appropriate; 

 
.4 update the revised road map, based on annex 8 of document 

MSC 110/21/Add.1, if necessary; and 
 

.5 submit a written report. 
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自動運航船の国際的動向について（202５年度） 

 

（ 公 社 ） 日 本 海 難 防 止 協 会 

企画国際部 主任研究員/国際室長 

 柴田 祥孝 

 

１ はじめに 

近年、海事産業においてデジタル技術の進展が著しく、特に自動運航船（MASS: Maritime Autonomous 

Surface Ships）の開発と実用化への取り組みが世界的に加速している。海運業界が直面する船員不足や環

境負荷低減の課題に対する有効な解決策として、MASS への期待が高まっている。 

国際海事機関（IMO）では、2017 年の MSC98 から MASS の安全性に関する規制の検討を開始した。

2024 年 9 月の ISWG3 及び同年 12 月の MSC109 において、非義務的コードの一部の CHAPTER につ

いて原則合意に至るなど、具体的なコード策定が着実に進展している。 

MSC1０９においては MASS コードのさらなる作業が必要であることを踏まえ、2026 年５月の MSC111

での非義務的コードの採択、2028 年１２月には非義務的 MASS コード及び EBP（経験蓄積期間）の成果、関

連小委員会によるレビューを踏まえ、義務的 MASS コードの策定を開始と SOLAS 条約への新章追加の検討、

２０３０年７月には義務的 MASS コードの採択、2032 年１月１月からの義務的コード発効を目指して作業が進

められてきた。 

そして、2025 年６月に開催されたＭＳＣ１１０においては、それまでの会期間通信部会（CG）等で議論された

内容が確認されるとともに、引き続きコード作成作業が行われた。また、同年９月末から１０月に掛けて中間作

業部会ＩＳＷＧ-MASS4 を設置することとなった。 

中間作業部会ＩＳＷＧ-MASS4 では非義務的 MASS コード第 15 章（人的要素）及びその他の章のコード案

の策定が無事に完了し、２０２６年５月に開催予定のＭＳＣ１１１での採択が行われる見込みである。 

一方、技術開発の面では、各国で自動運航船に関する取り組みが活発化している。日本では日本財団の

「MEGURI2040」プロジェクトにおいて、世界で初めて大型船を用いた長距離かつ輻輳海域での自動運航実

証に成功した。その後、自動運航船として国土交通省の船舶検査に合格し、2025 年 12 月 11 日には新岡山港

―土庄港（小豆島）間で、自動運転レベル 4 相当の機能を活用した旅客船「おりんぴあどりーむせと」の商用運航

を世界で初めて開始した。さらに、2026 年 1 月 30 日には、神戸―大阪―名古屋―清水―横浜―東京間を結

ぶ定期コンテナ船「げんぶ」も、自動運転レベル 4 相当による商用運航を開始している。加えて、2026 年２月９

日には内航 RORO 船「第二ほくれん丸」も自動運転レベル 4 相当の船舶検査に合格し、商用運航が可能となる

など、日本における自動運航船の開発と社会実装は一層加速している。 

欧米やアジアの各国でも、様々な形態の MASS の開発、実証試験、商用運航に向けた取組が進められている。 

本稿では、202５年度における IMO での MASS に関する規則策定の進捗状況と、ＭＳＣ１１０の開催に先立

ち開催されたＭＡＳＳセミナーの様子及びドイツで開催された ICMASS-2025 における最新の技術動向を中

心に報告する。なお、ICMASS-2025 については当協会ロンドン事務所が作成した資料を添付する（同報告書

はロンドン事務所が定期的に公開している「欧州レポート」に掲載されたものと同様もの）。 
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はロンドン事務所が定期的に公開している「欧州レポート」に掲載されたものと同様もの）。 
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【MASS コード案 第３部 関係】 

〇 WG は、MASS コード案第２１章（救命設備、器具）を審議し、一部要件を他章に移設し、第８章を削除する  

こととした。委員会においてもこれに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8、文書 MSC 110/5/2（ノルウェー）及び文書 MSC 110/5/7（カナダ

等）を考慮し、MASS コード案第２２章（海事セキュリティ強化のための特別措置）を審議し、ROC（遠隔操

船所）におけるセキュリティ計画の策定等の要件は EBP（経験蓄積期間）において議論すべきであること

等に合意するとともに、第２２章を最終化した。委員会においてもこれに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8 を考慮し、MASS コード案第２３章（捜索救難）を審議し、ＳＯＬＡＳ条約

等で扱われている部分を削除すること等に合意するとともに、本章を最終化した。委員会においてもこれ

に合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8 及び文書 MSC 110/5/2 を考慮し、MASS コード案第２６章（機関設

備）及び第２７章（電気設備）を審議し、これらの要件を第２６章（機関及び電気設備）として統合すること

等に合意するとともに、第２６章を最終化した。委員会もこれに合意した。 

〇 WG は、上記の各章の他、MASS コード案第１９章（構造、区画、安定性及び水密性）、第２４章（貨物輸送）

及び第２５章（曳航、係留）を審議した結果、これらの章を最終化した。 

   【ＭＡＳＳコード案 各章の最終的な審議結果】 

   〇第 1–3 章、第 6 章、第 11 章、第 14 章、第 16 章、第 17 章 bis、第 19 章、および第 21–26 章を最終化

に合意した。第 4 章、第 5 章、第 8 章から第 10 章は検討が進められたが、残りの第 15 章(人的要素)と

ともにさらに見直される可能性があることを合意した。 

   【ロードマップの更新】 

   〇 委員会は、ＭＡＳＳコード策定に向けたロードマップを審議し、２０２６年に非義務的ＭＡＳＳコード、２０３０

年に義務的ＭＡＳＳコードをそれぞれ採択するとの目標を維持すること、ＭＳＣ１１２（２０２６年後半）に予定

されていたＥＢＰ（経験蓄積期間）の枠組み作りを次回会合から開始すること等に合意した。また、非義務的

ＭＡＳＳコード策定作業を進めるため、２０２５年９月末にＩＳＷＧ－ＭＡＳＳ４（第４回自動運航船会期間作業

部会）を開催し、人的要素に係る事項を中心に審議を行うことに合意した。 

 

（２）ＭＳＣ  ＩＳＷＧ－ＭＡＳＳ４（第４回自動運航船会期間作業部会）（202５年９月） 

     2025 年 9 月 27 日から 10 月 3 日までの間、マーシャル諸島の Mr. Charles McHardy を議長とし

て、非義務的 MASS コードのうち人的要素に関連する部分（第１５章（人的要素）及び関連する章）の最終化

のため審議が行われた。 

【作業部会の概要】 

    ①第１５章（人的要素）の最終化 

       作業部会では、MSC110 でフランス等が提案した第 15 章改正案をベーステキストとして審議を行う

ことに合意し、本作業部会に各国から提案された文書を踏まえて審議を行い、第 15 章を最終化した。 

ア 習熟要件の明確化に関する日本からの提案（MSC/ISWG/MASS 4/2/3）については一部の代表

団からは支持があったものの 

 
 

２ 202５年度 MASS に関する IMO（MSC）における主な審議結果概要 

( １ )第 1１０回海上安全委員会（MSC1１０）202５年６月  

委員会は、WG を設置し、非義務的 MASS コードに会期間通信部会（CG）から報告された文書 MSC１

10/5（事務局）等を基に審議が実施された（結果：MSC１１０/WP．1）。 

詳細な審議についてはプレナリー（全体会合）による批評、決定事項並びに文書 MSC110/5、

MSC110/5/1、MSC110/5/2、MSC110/5/4、MSC110/5/5、MSC110/5/6、MSC110/5/7、

MSC110/5/8 、 MSC110/5/9 、 MSC110/5/10 、 MSC110/5/13 、 MSC110/5/15 、

MSC110/5/16 、 MSC110/5/17 、 MSC110/5/18 、 MSC110/13/3 、 MSC110/INF.5 、

MSC110/INF.12、MSC110/INF.16、MSC110/INF.17、MSC110/INF.18、MSC110/INF.25 及

び MSC109/5/9 を考慮しつつ行われた（結果：MSC１１０/WP．８） 

【MASS コード案 第１部  関係】 

〇 WG は、会期間通信部会（CG）が策定を進めた MASS コード案第１部の第 1 章（目的、原則、目標）、第 2

章（適用）、第３章（コードの構成）について MSC１10/5（事務局）を考慮し審議を行い、何ら修正を加える

ことなく、最終化し委員会に報告、委員会はこれに合意した。 

〇 WGは、文書MSC 110/5、文書MSC 110/5/13（日本）、文書MSC 110/5/16（中国）及び文書MSC 

110/5/18（ノルウェー）を考慮し、MASS コード案第４章（用語と定義）を審議した結果、第４章を他の全

ての章が最終化するまで確定せずにおくこととし、委員会においてもこれに合意した。 

【MASS コード案 第２部 関係】 

〇 WG は、文書 MSC 110/5、文書 MSC 110/5/13（日本）及び文書 MSC 110/5/16（中国）を考慮し、   

MASS コード案第５章（検査と証書）を審議し、初回検査と更新検査の要件を分離すること等に合意すると

ともに、第５章のうち人的要素に関わる部分は今後検討することとし、それを以外の部分を最終化した。委

員会においても、これに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 110/5、文書 MSC 110/5/8（中国）及び文書 MSC 110/5/18（中国）を考慮し、

MASSコード案第８章（運用関連要素）を審議した結果、運用領域（ＯＥ）、運航設計領域（ＯＤＤ）等の関係性

を示す図を使用すること、運用コンセプトの枠組みを附属書に含めること等に合意するとともに、第５章と

同様に、第８章のうち人的要素に関わる部分を除き最終化した。委員会においてもこれに合意した。 

〇  WG は、前回 MSC109 の作業部会（ＷＧ）の報告文書 MSC 109/WP.8 等を考慮し、MASS コード案

第９章（システム設計）及び第１０章（ソフトウェア原則）を審議した結果、前述の第５章及び第８章と同様にこ

れらの人的要素に関わる部分を除き最終化した。委員会においても、これに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8 及び文書 MSC 110/5/6（カナダ）を考慮し、MASS コード案第１３章

（無線通信）を審議した結果、一部要件を他章に移設し、本章を削除することに合意した。また、本提案と関

連して第３部の第１７bis 章（接続性）及び第１８章の修正を検討し、これらの章を最終化した。委員会におい

ても、これに合意した。 

 〇 WG は、上記の他、MASS コード案第６章（認証手順）、第１１章（安全運航管理）、第１４章（警報管理）及

び第１６章（保守及び修繕）を審議した結果、これらの章を最終化した。委員会においても、これに合意した。 
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【MASS コード案 第３部 関係】 

〇 WG は、MASS コード案第２１章（救命設備、器具）を審議し、一部要件を他章に移設し、第８章を削除する  

こととした。委員会においてもこれに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8、文書 MSC 110/5/2（ノルウェー）及び文書 MSC 110/5/7（カナダ

等）を考慮し、MASS コード案第２２章（海事セキュリティ強化のための特別措置）を審議し、ROC（遠隔操

船所）におけるセキュリティ計画の策定等の要件は EBP（経験蓄積期間）において議論すべきであること

等に合意するとともに、第２２章を最終化した。委員会においてもこれに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8 を考慮し、MASS コード案第２３章（捜索救難）を審議し、ＳＯＬＡＳ条約

等で扱われている部分を削除すること等に合意するとともに、本章を最終化した。委員会においてもこれ

に合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8 及び文書 MSC 110/5/2 を考慮し、MASS コード案第２６章（機関設

備）及び第２７章（電気設備）を審議し、これらの要件を第２６章（機関及び電気設備）として統合すること

等に合意するとともに、第２６章を最終化した。委員会もこれに合意した。 

〇 WG は、上記の各章の他、MASS コード案第１９章（構造、区画、安定性及び水密性）、第２４章（貨物輸送）

及び第２５章（曳航、係留）を審議した結果、これらの章を最終化した。 

   【ＭＡＳＳコード案 各章の最終的な審議結果】 

   〇第 1–3 章、第 6 章、第 11 章、第 14 章、第 16 章、第 17 章 bis、第 19 章、および第 21–26 章を最終化

に合意した。第 4 章、第 5 章、第 8 章から第 10 章は検討が進められたが、残りの第 15 章(人的要素)と

ともにさらに見直される可能性があることを合意した。 

   【ロードマップの更新】 

   〇 委員会は、ＭＡＳＳコード策定に向けたロードマップを審議し、２０２６年に非義務的ＭＡＳＳコード、２０３０

年に義務的ＭＡＳＳコードをそれぞれ採択するとの目標を維持すること、ＭＳＣ１１２（２０２６年後半）に予定

されていたＥＢＰ（経験蓄積期間）の枠組み作りを次回会合から開始すること等に合意した。また、非義務的

ＭＡＳＳコード策定作業を進めるため、２０２５年９月末にＩＳＷＧ－ＭＡＳＳ４（第４回自動運航船会期間作業

部会）を開催し、人的要素に係る事項を中心に審議を行うことに合意した。 

 

（２）ＭＳＣ  ＩＳＷＧ－ＭＡＳＳ４（第４回自動運航船会期間作業部会）（202５年９月） 

     2025 年 9 月 27 日から 10 月 3 日までの間、マーシャル諸島の Mr. Charles McHardy を議長とし

て、非義務的 MASS コードのうち人的要素に関連する部分（第１５章（人的要素）及び関連する章）の最終化

のため審議が行われた。 

【作業部会の概要】 

    ①第１５章（人的要素）の最終化 

       作業部会では、MSC110 でフランス等が提案した第 15 章改正案をベーステキストとして審議を行う

ことに合意し、本作業部会に各国から提案された文書を踏まえて審議を行い、第 15 章を最終化した。 

ア 習熟要件の明確化に関する日本からの提案（MSC/ISWG/MASS 4/2/3）については一部の代表

団からは支持があったものの 

 
 

２ 202５年度 MASS に関する IMO（MSC）における主な審議結果概要 

( １ )第 1１０回海上安全委員会（MSC1１０）202５年６月  

委員会は、WG を設置し、非義務的 MASS コードに会期間通信部会（CG）から報告された文書 MSC１

10/5（事務局）等を基に審議が実施された（結果：MSC１１０/WP．1）。 

詳細な審議についてはプレナリー（全体会合）による批評、決定事項並びに文書 MSC110/5、

MSC110/5/1、MSC110/5/2、MSC110/5/4、MSC110/5/5、MSC110/5/6、MSC110/5/7、

MSC110/5/8 、 MSC110/5/9 、 MSC110/5/10 、 MSC110/5/13 、 MSC110/5/15 、

MSC110/5/16 、 MSC110/5/17 、 MSC110/5/18 、 MSC110/13/3 、 MSC110/INF.5 、

MSC110/INF.12、MSC110/INF.16、MSC110/INF.17、MSC110/INF.18、MSC110/INF.25 及

び MSC109/5/9 を考慮しつつ行われた（結果：MSC１１０/WP．８） 

【MASS コード案 第１部  関係】 

〇 WG は、会期間通信部会（CG）が策定を進めた MASS コード案第１部の第 1 章（目的、原則、目標）、第 2

章（適用）、第３章（コードの構成）について MSC１10/5（事務局）を考慮し審議を行い、何ら修正を加える

ことなく、最終化し委員会に報告、委員会はこれに合意した。 

〇 WGは、文書MSC 110/5、文書MSC 110/5/13（日本）、文書MSC 110/5/16（中国）及び文書MSC 

110/5/18（ノルウェー）を考慮し、MASS コード案第４章（用語と定義）を審議した結果、第４章を他の全

ての章が最終化するまで確定せずにおくこととし、委員会においてもこれに合意した。 

【MASS コード案 第２部 関係】 

〇 WG は、文書 MSC 110/5、文書 MSC 110/5/13（日本）及び文書 MSC 110/5/16（中国）を考慮し、   

MASS コード案第５章（検査と証書）を審議し、初回検査と更新検査の要件を分離すること等に合意すると

ともに、第５章のうち人的要素に関わる部分は今後検討することとし、それを以外の部分を最終化した。委

員会においても、これに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 110/5、文書 MSC 110/5/8（中国）及び文書 MSC 110/5/18（中国）を考慮し、

MASSコード案第８章（運用関連要素）を審議した結果、運用領域（ＯＥ）、運航設計領域（ＯＤＤ）等の関係性

を示す図を使用すること、運用コンセプトの枠組みを附属書に含めること等に合意するとともに、第５章と

同様に、第８章のうち人的要素に関わる部分を除き最終化した。委員会においてもこれに合意した。 

〇  WG は、前回 MSC109 の作業部会（ＷＧ）の報告文書 MSC 109/WP.8 等を考慮し、MASS コード案

第９章（システム設計）及び第１０章（ソフトウェア原則）を審議した結果、前述の第５章及び第８章と同様にこ

れらの人的要素に関わる部分を除き最終化した。委員会においても、これに合意した。 

〇 WG は、文書 MSC 109/WP.8 及び文書 MSC 110/5/6（カナダ）を考慮し、MASS コード案第１３章

（無線通信）を審議した結果、一部要件を他章に移設し、本章を削除することに合意した。また、本提案と関

連して第３部の第１７bis 章（接続性）及び第１８章の修正を検討し、これらの章を最終化した。委員会におい

ても、これに合意した。 

 〇 WG は、上記の他、MASS コード案第６章（認証手順）、第１１章（安全運航管理）、第１４章（警報管理）及

び第１６章（保守及び修繕）を審議した結果、これらの章を最終化した。委員会においても、これに合意した。 
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    １． 当面求められる対策として、第 15 章に高レベルの訓練条項を策定したうえで、非義務的

MASS コードを最終化すること 

      ２． 暫定的な対策として、非義務的 MASS コードの最終化の後に、MASS 運航に関与する要員の

ための訓練、認証資格及び当直についての指針を策定すること 

3.  最終的な措置として、MASS 運航に関与する要員の訓練、資格認定及び当直についての基準を

適切な規則を策定する 

④ 遠隔操船者への STCW 条約の適用について 

IMO 事務局より、STCW 条約の包括的直しにおいて条文の改正は行わないことで合意しているこ

とを踏まえると、遠隔操船者を STCW 条約の適用対象とするには、条約附属書の第 1-1 規則におい

て遠隔操船者を「海上航行船舶において業務を行う」とみなすことで同条約を適用できる可能性があ

る旨の見解が示された。 

グループは、IMO 事務局からの見解を踏まえて審議を行い、以下の事項について合意した。  

 1. STCW 条約及びコードで規定される訓練及び当直基準は、ROC において割り当てられた役割

における認証に際して、主管官庁により考慮される可能性がある。 

2. 1978 年の STCW 条約及びコードの当直条項を遠隔操船者にも適用するため、ROC は、主管  

官庁によって操舵室または機関室の一部と直接に関係する場所とみなされ得ること。 

３． この問題は複雑であること、STCW 条約の概念を遠隔操作者に正式に拡大することの管轄権

および法的影響を十分に評価するために適切な時間が必要であることを認識し、この問題は

MSC 111 で再検討(revisit)されるべきであること。 

 4.  委員会は、非義務 MASS コード採択後に、IMO が必要に応じて策定する本件に関連する指針

の中に組み込むべき、KUP 要件を策定することを念頭に、議論の継続について審議するよう

HTW 小委員会に付託すること。 

    また、グループは上記内容を踏まえて、第 15 章に上記議論を踏まえた内容を追記し、MSC 111 で再

審議をすることに合意した。追記の内容については、以下のとおり。 

[15.1bis For the purpose of this chapter, the training and watchkeeping 

standards as addressed by the STCW Convention and Code, 1978, as 

amended may be considered by the Administration for the assigned roles in 

the ROC.] 

    

15.1bis 本章の目的のため、1978 年の STCW 条約及びコード(改正を含む)に規定する訓練及び   

当直の基準は、ROC に割り当てられる役割のためのものと主管庁はみなすことができる。 

 

  [15.1ter A ROC may be considered by the Administration as a directly associ-

ated location to the navigational bridge or part of the machinery space, as 

applicable, to ensure that the watchkeeping provisions of the STCW Conven-

tion and Code, 1978, as amended may also apply to remote operators.]   

       

15.1ter 1978 年の STCW 条約及びコード(改正を含む)の当直に関する規定が遠隔操船者にも

適用されることを確保するため、ROC は、航海船橋又は機関室の一部（適用可能な場合）に直接

的に関係する場所であると主管庁はみなすことができる。 

 

 
 

・ STCW 条約附属書Ⅰ/１４（会社の責任）において含まれるべき内容であり、冗長性をうむこと 

になる。 

・ 非義務的 MASS コードはハイレベルな要件に留めるべき 

  との理由から第１５章には含ないこととした。他方、作業部会は EBP（経験蓄積期間）及びその後の

段階で再検討されるべきとの意見も表明し、段階になれば、遠隔オペレーター及び船員の双方に適

用される具体的な訓練又は習熟要件について、審議する余地が生まれるとした。 

②第１５章（人的要素）の最終化を踏まえた他の章の審議 

  ・第 15 章（人的要素）の最終化を踏まえて、第 5 章、第 8 章、第 9 章、第 10 章及び附属書 2（運用コ

ンセプト(CONOPS)に係る暫定フレームワーム）を審議し、最終化した。 

  ・上記作業に併せ、新たに用語を追加する必要がないか、あるいはその結果として人的因子に関連し

て第 5 章、第 8 章、第 9 章及び第 10 章に対する修正が生じないか特定することを目的に、第 4 章

（定義）の案を審議したが、議論の結果、人的因子に関連して新たな定義の追加や既存の定義に対す

る修正は行われなかった。 

他方、第４章（定義）に関連し、「船舶（ship）」という用語が「MASS」を定義するうえで、不必要かつ

紛らわしいことを踏まえ、「ship」の定義及びその活用に関して議論した。続いて、作業部会は「ship」

を定義する 4.37 項を削除することに合意し、4.28 項の定義から「ship」を削除する修正を以下の

とおり行った。 

 4.37 Ship means a ship to which the MASS Code is applied unless expressly 

provided otherwise. 

4.37 Ship（船舶）は他に記載がない限り、MASS コードが適用される船舶を示す。 

 

4.28 Onboard crew means a master, other officers or operational staff 

physically on board a ship." 

4.28  乗船中の乗組員とは、物理的に船舶に乗船中の船長、その他の上級船員または運航に従

事する要員を示す。 

  作業部会は「MASS」の定義を審議し、関連する ROC まで含むか否か、あるいは船舶そのものに限定

されるのか様々な理解があることに言及した。しかし、複数の提案の結果、作業部会は現段階でその

定義に対するいかなる変更にも合意しなかった。 

 ・第１５章の表題について 

  全規定を検討した後、作業部会は文書 MSC 110/5/1 に記載された本章の表題「Manning and 

Training（乗組員配置及び訓練）」を変更する提案を検討した。当部会は、当章に当直に関する原則が

追加されたことを認識した上で、本章の表題を「Manning, Training and Watchkeepin（乗組員

配置、訓練及び当直）」とすることに合意した。 

③ Three Step Approach に合意 

作業部会は、MSC/ISWG/MASS 4/2/2（フィンランド等からの提案）を踏まえ、本コードを最終的に

決定するための更なる議論及び準備を促進するため、以下の３段階のアプローチについて合意した。 

124



 
 

    １． 当面求められる対策として、第 15 章に高レベルの訓練条項を策定したうえで、非義務的
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とを踏まえると、遠隔操船者を STCW 条約の適用対象とするには、条約附属書の第 1-1 規則におい

て遠隔操船者を「海上航行船舶において業務を行う」とみなすことで同条約を適用できる可能性があ

る旨の見解が示された。 
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ated location to the navigational bridge or part of the machinery space, as 
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15.1ter 1978 年の STCW 条約及びコード(改正を含む)の当直に関する規定が遠隔操船者にも

適用されることを確保するため、ROC は、航海船橋又は機関室の一部（適用可能な場合）に直接
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配置、訓練及び当直）」とすることに合意した。 

③ Three Step Approach に合意 

作業部会は、MSC/ISWG/MASS 4/2/2（フィンランド等からの提案）を踏まえ、本コードを最終的に

決定するための更なる議論及び準備を促進するため、以下の３段階のアプローチについて合意した。 
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MASS コードの策定状況（IMO 事務局発表スライドより） 

非義務的 MASS コードの主なトピック（IMO 事務局発表スライドより） 

 

 （プレゼンター②「北海地域各国間による国際的なＭＡＳＳ開発ための北海ＭＡＳＳ覚書」MCA（Maritime and 

Coastguard Agency：英国海事沿岸警備庁）：Sam Hodde 氏） 

北海地域各国間による国際的なＭＡＳＳ開発ための北海ＭＡＳＳ覚書（North Sea MASS Memorandum 

of Understanding）についての説明。最初のＭＯＵは、2023 年 9 月 14 日にベルギーとデンマークと英国

 
 

３ IMO MASS セミナーについて 

前述した 1.（１）の第 1１０回海上安全委員会（MSC1１０）に先立ち IMO とノルウェー政府の共催により

2025 年 MASS シンポジウム「Maritime Autonomous Surface Ships as a reality: the need for 

the IMO MASS Code（現実としての自律型水上船舶：IMO MASS コードの必要性）」が開催された。 

本シンポジウムの目的は翌日から開催される MSC110 での MASS の議論に向けた基調を整えることを目

的としている旨、シンポジウムのモデレーターを務めるノルウェー海事局の Sifis Papageorgiou 氏（首席サ

ーベイヤー／国際業務テクニカル・コーディネーター）から説明があった。後半パートのモデレーターは、ノルウェ

ー海事局上級法律顧問の Lisbeth Toft 氏が担当した。 

シンポジウムは５つのセッションに分け構成され①イントロダクション（自律航行における規制（MASS コード）

の進展）、②現在のプロジェクト、③運用面の課題、④将来展望（日本によるプレゼン含む）、⑤その他のプロジェ

クトの順で進行した。 

①においては IMO 事務局による IMO における MASS の検討の最新状況や今後の見通しの説明、②及び③

においては欧州各国において定期旅客船を運航する企業による説明、④においては DNV（ノルウェー船級協

会）、韓国、日本から MASS の開発状況の発表があった。日本は海事局安全政策課 山崎自動運航船戦略官及び

MTI 中村氏から MEGRI2040 プロジェクトに関する説明が行われた。 

   閉会に際しては IMO（国際海事機関）の海事安全委員会（MSC）の議長 Mayte Medina 氏から MASS に

関しては 1964 年から IMO で議論されており、非強制 MASS コードの策定に向けこれまで多くの成果があっ

たことを評価するとともに、今回のシンポジウムの内容は MASS コードの策定作業を行う上で、非常に重要な

背景情報となり、明日以降の作業に役立つものであったと評価し、閉会した。 

 

【各発表者の発表内容】 

〈１ｓｔ セッション イントロダクション〉 

（開会挨拶） 

  シンポジウムの開会に際し、IMO 事務総長の Arsenio Dominguez 氏が非義務的 MASS コードの策定に

おいては実体験の重要性を指摘するとともに、IMO が加盟国や国際機関と協力し、効率的、安全・安心かつ環

境に優しく、バランスの取れた包括的な規制の枠組みを開発する上で、現状を共有し、関係者が見識を深めてい

くことは極めて重要であると述べた。 

また、ノルウェー海事局の Alf Tore Sørheim 局長からは MASS の様々な可能性を完全に実現するために

は、技術と規制は並行して進化させることが必要であること。技術革新のスピードは速く、進歩と安全の両方を

確保するためには、規制の枠組みも歩調を合わせなければならない旨の発言があった。 

 （プレゼンター① ＩＭＯ事務局：Ricardo Batista 氏） 

ＩＭＯ事務局からはＭＡＳＳコードについて、MSC109 において改訂された最新のロードマップとして 2026

年５月２６日から開催予定である MSC１１１において非義務的 MASS コードの最終化と採択を行い、遅くても

20３０年６月１日までに義務的 MASS コードを採択し、２０３２年１月１日に発効を予定している旨説明があった。 

また、各章の検討状況（決定状況）及び非義務的 MASS コードの主なトピックについて説明がなされた。 
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Yara Birkeland プロジェクトの説明資料（Claudi 氏の発表スライドより） 

  また、現在、ノルウェーの食料品卸売業者 ASCO とのコラボレーションプロジェクトも進行中である。長さ 67

メートル、幅 15 メートルで、最大 16 台のトラックトレーラーを運搬できる。 オスロフィールドを日々数回横断す

る 2 台のバッテリー電動自律運航船が、約 200 万キロメートルのトラック輸送を代替、毎年 5,000 トンの

CO2 を削減する。 この船は 2022 年から運用されており、Yara Birkeland と同様に、自律運航を可能にす

る技術と機能を備えている。 

ASCO 社の自律運航船（Claudi 氏の発表スライドより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

の間で調印。その後、２０２３年１１月２８日にオランダ、２０２４年５月２０日にノルウェー、２０２５年４月にフラン

スが参加し、現在６か国。現在ドイツも正式調印に向けた手続き中である。 

加盟国により、情報の共有のための２０２４年にはベルギーにおいてシンポジウムを開催するとともにベルギ

ー国内のＲＯＣセンターの見学を実施するなどしている。関係国と共同してＩＭＯへの提案文書の起案しているｋ

状況などが紹介された。 

北海ＭＡＳＳ覚書に基づく活動に関する説明スライド（Sam 氏発表スライドより） 

 

〈２nd セッション 現在のプロジェクトの状況〉 

 （プレゼンター③：「Yara 社及び Asko 社の自動運航船」KONGSBERG 社（ノルウェー）：Claudia Hessen

氏） 

  KONGSBERG（コングスベルグ）は、ノルウェーに本社を置き、船舶・海洋システム、防衛・宇宙関連機器の開

発・製造を中心としたエンジニアリンググループ。同社は２０１７年にノルウェーの肥料会社である Yara 社が発

表した Yara Birkeland プロジェクト（世界初のバッテリー駆動ゼロエミッション・自律運航コンテナ船の開発）

のリモート・自律運航用のセンサー、統合システム、電気推進・バッテリー・制御システムなどの主要システムを担

当している。肥料メーカーがテクノロジー提供者に転身するという当時衝撃があった。約 80 メートルの長さを

持つコンテナ船、有人であるが、積み荷の積載、出入港（自動係留クレーンが装備されている）、荷揚げが自動化

されている。同船は 120 個のコンテナを輸送可能で、年間で 40,000 台のディーゼルトラックを置き換えるこ

とになる。 
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Reach Remote シリーズの１番船（Bjørg 氏の発表スライドより） 

 

Reach Remote による海底調査の説明資料（Bjørg 氏の発表スライドより） 

 

 

 

 
 

 

ノルウェーの Horten に設置された ROC（Claudi 氏の発表スライドより） 

 

（プレゼンター④「無人水乗船『Reach Remote』シリーズの紹介」（Reach Remote 社：Bjørg Mathisen 

Døving 氏）） 

Reach Remote社はノルウェーに本拠を置く会社で、2008年設立特にリモート操作型水中ロボット（ROV）

を使った海中調査や検査、メンテナンス、軽工事などのサービスを提供。ハイスペックの ROV と熟練したオフシ

ョア人材、陸上のプロジェクトマネジメント・エンジニアリング資源を活用し、石油・ガス産業や再生可能エネルギ

ー関連の海底作業に対応している。 

Reach Subsea、Kongsberg Maritime、および他のパートナーとの協力によって開発された革新的な

無人海底調査船として「Reach Remote」を紹介。同船は、2024 年 3 月 27 日に１番船が就役。全長 24m

ディーゼル発電ハイブリッド電気推進システムを搭載しており、厳しい北海の条件に対応するために、波高の耐

性は最大 3.5m、速度は最大 10 ノットで航行可能。同船を導入することにより洋上作業員を約 50 人（現場で

使用する ROV オペレータを含む）から 20 人まで大幅に削減することが可能となった。 

自動運航を行う上で課題となる地政学的な遅延や接続問題といった課題を克服し、通信が途絶えた際には安

全モードに入るようプログラムされている。44 日間の試験運行を行い、36 回の ROV ダイブ、パイプライン検

査、海底マッピング、リアルタイムの遠隔バルブ操作が行われ、船の信頼性と運用能力が確認された。 

重要な成果としては、従来の船舶と比較して燃料消費を 90%削減し、オフショアの人員リスクを排除すること

で安全性が向上し、建設および運用コストの削減が挙げられる。このプロジェクトは業界からも評価され、

2024 年のノルウェー年間船舶賞を受賞。今年の６月には２番船も就役、今後は、20 隻まで増やし世界中で運

用予定。 
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【質疑応答】 

【見張り及び捜索救助について】 

（トルコ） 

自動運航船の見張りに関して、現在人間が行っている視覚と聴覚による見張りを自動運航船がどのように適

切に行うのか？また、完全自律型および遠隔操作型無人船が、特定の救助作業をどのように実施するのか？ 

（KONGSBERG 社：Claudia Hessen 氏） 

  見張りに関して周囲の状況認識のため、カメラを故障も想定し多数の設置しており、ROC において物体を正

確に識別することが可能。カメラについては人間の目よりも優れているかもしれない。 

弊社のプロジェクト上も捜索活動を支援することはできるが、救助はできないことを明記している。実際の救助活

動を行うには ROC が追加の救援を呼ぶことになる。 

（Reach Remote 社：Bjørg Mathisen Døving 氏）） 

聴覚に関連しては「PA システム※」と音響受信システムが設置されており、関連規則に可能な限り適応してい

る。そのため、適切な見張りを提供できると自負している。 

捜索救助に関しては、特に乗員がいない状態やいたとしても人数が少ない状態で要救助者を救助することは

非常に難しい 

  ※筆者注：「Public Address System（パブリックアドレスシステム）」の略称、一般的には拡声装置を指す。

船においては船内や施設内に声や放送音声を届ける館内放送システムのことを指す場合もある。無人運航

船の捜索救助においては、例えば船内や周辺にいる人に対して注意喚起や緊急情報を伝達するために用い

られる。 

（スペイン） 

   救助について難しいとのことであったが、我々は救助対応できるか可能性を追求するべきであると考えるが

如何か。 

（KONGSBERG 社：Claudia Hessen 氏） 

   MASS には「PA システム」があるため、接近できれば遭難者ともコミュニケーションをとることも可能である

が、その後 MASS の船上に外側から乗り込むことが非常に難しい。また、乗込めたとしても、全てのドアは施錠

されており、退避できるシェルターもない。当社が運航する当該海域にはかなりの従来船舶の往来があるため、

ノルウェー海事局とも協議の上、ＭＡＳＳによる捜索機能について一定制限を設けることと、救助活動にはあた

らなくても良いことが承認されている。 

【ＡＩ及びサイバーセキュリティーについて】 

（サウジアラビア） 

 自動運航船の運航にはいくつかのポイントが必要であると考えている。 

  一つ目は、AI の透明性と品質維持のためには、AI によって行われた決定を追跡（確認）できるようにする必要

がある。また、人間の船長がそれを行う場合には船長に対して、意思決定を容易にできるようにするため必要な

情報を提供されなければならない。 

二つ目のサイバーセキュリティについてであるが、システムの設計段階から組み込むべき。 後から追加するの

ではなく、設計段階からセキュリティを考慮した方法やブロックチェーンを利用しＷeb3.0 を活用すべきであり、

 
 

荒天下で航走状況（Bjørg 氏の発表スライドより） 

 

Reach Remote による ROV を使用したバルブ操作のオペレーション（Bjørg 氏の発表スライドより） 
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【質疑応答】 
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船においては船内や施設内に声や放送音声を届ける館内放送システムのことを指す場合もある。無人運航
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がある。また、人間の船長がそれを行う場合には船長に対して、意思決定を容易にできるようにするため必要な

情報を提供されなければならない。 
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されるのか。  

ＭＡＳＳ上で貨物火災が発生した場合どのように対応するのか？ 

 （KONGSBERG 社：Claudia Hessen 氏） 

    現状、ＲＯＣ要員に必要な資格については現状お答えできない。 

    火災対応については船舶には自動火災検知センサーと自動消火システムが設置されており、火災を検知し

た際には自動的に作動する。 ROC 上でも当然警告が出ており、ＲＯＣの責任者又は船舶の船長が ROC から消

火システムを作動させることができる。 

（ノルウェー海事局:Sifis Papageorgiou 氏） 

   ライセンスや能力についてであるが、現状、お話しできることは、我々もこの開発プロセスで学んでおり、

ROC オペレーターに必要なことを見極めようとしているところである。もちろん STCW がその基盤となる。 

【MASS の運用上の人員と役割について】 

 （ノルウェー海事局:Sifis Papageorgiou 氏） 

    MASS の運用において、データの取得解析や運航作業などの要員について、それぞれ役割に関してどのよう

考えているか。 

 （KONGSBERG 社：Claudia Hessen 氏） 

通常の船舶で、プロジェクトを実施する際には、運航クルーのブリッジとは別にプロジェクトチームが配置され

るブリッジが設けられ、ROV を管理するクルーがいますが、現在はこれらの役割をすべて分けているところで

あるが、MASS においては船の運航に関しては ROC のオペレーター１人で最大５隻の運航を管理体制となる。 

 

〈３rd セッション 運用面の課題〉 

（プレゼンター⑤ ROC（オペレーター含む）関連の課題 Remota 社 Sveinung Zahl 氏, Johan Kallekott

氏） 

Remota 社は海底工事を主に行う「DeepOcean 社」、船舶運航会社の「Solstad Offshore 社」及び

「Østensjø Group」が 2022 年に設立した、リモート海洋オペレーションを行う会社である。ノルウェー西部

の「ハウゲスン（Haugesund）」に拠点を置く。 

三社は海洋・オフショア産業の操業コスト及び GHG 排出量の削減の推進、そして将来的に船舶のリモートサ

ービスの未来がくることを想定し、導入迅速に進めるため、提携することに合意して、Remota 社を立ち上げた。  

現在、ハウゲスンには４つの ROC を設置しており、ROV（Remotely Operated Vehicle 遠隔操作無人

探査機用）が３つ、USV（無人水上艇）が１つである。また、イギリスのアバディーン（Aberdeen）には６か所の

ROC、アメリカのヒューストンにもＲＯＣを設置している。 

 
 

保護されたデジタル記録を作成することの必要（筆者注 「Ｗeb3.0」：分散型インターネットのこと。特定の中央

管理者やプラットフォームに依存せず、個別にデータを所有・管理する非中央集積型のネットワークを指す。デー

タを複数間で相互監視されるため、改ざんが難しく、安全な状態でデータが保存されるため、信頼性が高いとさ

れる。）。「Know Your Business（正当な相手先かどうか確認・認証するポロセスやシステムのこと）」と呼ば

れるシステムもあるため採用を検討していただきたい。 いずれにせよウェブ上にあるため、どこからでもアクセ

スできてしまうので、ハッキングされやすいことから、ハッキングにより侵入され問題が発生する前に検出でき

るようにする必要がある。  

（KONGSBERG 社：Claudia Hessen 氏） 

  KONGSBERG 社の自動運航船に関しては、多くのサイバーセキュリティの要件の下、対策を講じているがそ

の詳細をこの場でお話することはできないが、現状、AI 機能は使用しておらず ROC からの遠隔操縦をしてい

る。 船のオペレーターは常に船に接続することができ、船への指令を上書きすることが可能である。これ以上の

詳細はお話することが出来ない。 

（モデレーターノルウェー海事局:Sifis Papageorgiou 氏） 

サイバーセキュリティについてどのように考えられているのか？また、対処されているのか、お聞かせいただ

きたい。 

（Reach Remote 社：Bjørg Mathisen Døving 氏）） 

サイバーセキュリティは、リモート操作を行う際に非常に重要な要素を認識している。 Reach Remote のプ

ロジェクトでは、KONGSBERG 社と共に強力な保護システムを構築し、フィッシング攻撃のような ROC 職員

になりすまして行われるサーバー攻撃などへの対策も講じている。 

また、船に乗込まれることも想定しており、船上には操縦のためリモコンがない。船は内部に侵入できないよ

うすべてのドアは施錠されおり岸にあるシステムを通じてのみ遠隔操作が可能である。 

【ＲＯＣ関連の質問】 

（IMCA（International Marine Contractors Association、国際海洋請負業者協会）） 

  我々の将来的な最終目標は他国の管轄地域にいる船を別の国のＲＯＣから制御することになると思われるが、

運航上タイムゾーンの切り替えや ROC のある国からの操縦を他の国の ROC への切り替える場合などはどの

ように調整し実施しているのか？  

また、MCA（英国沿岸警備庁）によって承認された船舶がノルウェーでの運航を許可され、イギリスに制御セ

ンターを持っているという噂を耳にしたが事実かどうかを確認する必要がある。 

 （Reach Remote 社：Bjørg Mathisen Døving 氏） 

ノルウェーからイギリスへ国境を越えた運航は関係国の合意が得られるまで挑戦するつもりはない。必要に応

じてＲＯＣを管轄国に移動させるつもりである。現時点でも、複数の移動式ＲＯＣも用意できており、ＤＮＶ（ノル

ウェー船級協会）及びＮＭA（ノルウェー海事局）の協力のもと、移動式ＲＯＣの設置方法や移動先での遠隔操作

機能等をテストする手順は確立している。ただ、まだ国境を越えることには挑戦していない。 

 （ノルウェー海事士協会） 

   現状進行中のプロジェクトメンバーで今後、船上の運航要員がＲＯＣへ配置転換される。ＲＯＣの運営におい

て主任技術者や船長はどのような資格が必要になるのか。また、必要な資格の判断基準はどのようにして決定
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されるのか。  

ＭＡＳＳ上で貨物火災が発生した場合どのように対応するのか？ 

 （KONGSBERG 社：Claudia Hessen 氏） 
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（IMCA（International Marine Contractors Association、国際海洋請負業者協会）） 

  我々の将来的な最終目標は他国の管轄地域にいる船を別の国のＲＯＣから制御することになると思われるが、

運航上タイムゾーンの切り替えや ROC のある国からの操縦を他の国の ROC への切り替える場合などはどの

ように調整し実施しているのか？  

また、MCA（英国沿岸警備庁）によって承認された船舶がノルウェーでの運航を許可され、イギリスに制御セ

ンターを持っているという噂を耳にしたが事実かどうかを確認する必要がある。 

 （Reach Remote 社：Bjørg Mathisen Døving 氏） 

ノルウェーからイギリスへ国境を越えた運航は関係国の合意が得られるまで挑戦するつもりはない。必要に応

じてＲＯＣを管轄国に移動させるつもりである。現時点でも、複数の移動式ＲＯＣも用意できており、ＤＮＶ（ノル

ウェー船級協会）及びＮＭA（ノルウェー海事局）の協力のもと、移動式ＲＯＣの設置方法や移動先での遠隔操作

機能等をテストする手順は確立している。ただ、まだ国境を越えることには挑戦していない。 

 （ノルウェー海事士協会） 

   現状進行中のプロジェクトメンバーで今後、船上の運航要員がＲＯＣへ配置転換される。ＲＯＣの運営におい

て主任技術者や船長はどのような資格が必要になるのか。また、必要な資格の判断基準はどのようにして決定
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 USV（ROV）には通常、２又は３つの ROC セットがあり、当社ではそのうち１セットを陸上に移している。複数

の ROC を保有することでオペレータは１つの USV だけではなく、他の USV も操縦することが可能となり、リ

ソースを有効に活用することができる。但し、現状は海底産業全体として、リソースそのものが不足している状

況である。 

現在 USV CHALLENGER 号を実際に遠隔運航している USV⇔ROC 間のデータ及び映像伝送の遅延は

略無い(250ms 以下。説明では（現場海域から約 300 ㎞の位置、ROV は 370ｍの海底での作業映像による

紹介があった)。  Remota 社 ROC において ROV を操縦するオペレーターは映像及び音声は双方向で通信

が可能である。同船には２人の ROV パイロットがいる（次ページ写真の右側が ROV 卓）。 

この部屋には現状 ROC 要員として５名が詰めている。船の管理システムが今後より良くなれば、２～３名ま

で減らせるかもしれないが、実際には、地元の当局から週の労働時間や連続勤務日数に関する規定があるため

本船であれば、５名体制、昼夜二交代制で運営している。全体で２０人の規模で ROC を運営している。 

また、2025 年６月にオスロで開催されたノルウェー国際海事展「Nor-Shipping」においてコングスベル

グ・マリタイム社、ソルスタッド（Solstad Offshore）社、エステンショー（Østensjø）社、DeepOcean 社、

Remota 社がパートナーシップを結び、ダイナミック・ポジショニング（DP）遠隔操作のパイロットプロジェクト

を開始することが発表した。パイロットプロジェクトは、今年後半にノルマン・センチネル号で開始される予定で

あり、遠隔操作技術によっていかに業務の柔軟性を向上させ、海事産業における採用機会を拡大できるかを評

価する。DP 作業を陸上へシフトすることで、このプロジェクトは、より幅広く多様な労働力を集めることを目指

している。 

 

    

Remota 社が運航する「USV CHALLENGER」（Sveinung 氏発表スライドより） 

 
 

Remota 社が提供するシステム図（Sveinung 氏発表スライドより） 

 

前のセッションで船舶のＲＯＣの設置場所に関連して、管轄の話があったが現状、海底作業のＲＯＣについての

基準はないため、どこにでも設置することができると認識している。既に別の国から遠隔操縦を見越した検討・

準備を開始している。現在、ノルウェーではフランス海域でのＲＯＶプロジェクトの受注に向けた準備中である。 

USV や ROV の ROC からの操縦を推進することで、職員のライフワークバランスを推進することができる。

日中は USV のオペレーターとして ROC で働き、夕方にはサッカーのコーチを行うといったことも可能となる。  

USV の使用により従来の大型船と比較して CO2 排出量を最大 90％削減可能である。 

 既存の船舶は、ビッグデータを収集するためオンライン化されているが、古いコンピュータが使われている

ものもありリスクが大きく、 最新のサイバー攻撃には抵抗できる状況にはない。当社はサイバーセキュリティー

を重要視しており、当社にはすべてのコンポーネントを監視するネットワークオペレーションセンターとサイバー

セキュリティを担当するセキュリティオペレーションセンターを設置している。現在開発が進んでいる MASS に

ついてもプロジェクトの初期段階でサイバーセキュリティについては考案されるべきである。 

船上 ROC と陸上 ROC のイメージ図（Sveinung 氏発表スライドより） 
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略無い(250ms 以下。説明では（現場海域から約 300 ㎞の位置、ROV は 370ｍの海底での作業映像による

紹介があった)。  Remota 社 ROC において ROV を操縦するオペレーターは映像及び音声は双方向で通信

が可能である。同船には２人の ROV パイロットがいる（次ページ写真の右側が ROV 卓）。 

この部屋には現状 ROC 要員として５名が詰めている。船の管理システムが今後より良くなれば、２～３名ま

で減らせるかもしれないが、実際には、地元の当局から週の労働時間や連続勤務日数に関する規定があるため

本船であれば、５名体制、昼夜二交代制で運営している。全体で２０人の規模で ROC を運営している。 

また、2025 年６月にオスロで開催されたノルウェー国際海事展「Nor-Shipping」においてコングスベル

グ・マリタイム社、ソルスタッド（Solstad Offshore）社、エステンショー（Østensjø）社、DeepOcean 社、

Remota 社がパートナーシップを結び、ダイナミック・ポジショニング（DP）遠隔操作のパイロットプロジェクト

を開始することが発表した。パイロットプロジェクトは、今年後半にノルマン・センチネル号で開始される予定で

あり、遠隔操作技術によっていかに業務の柔軟性を向上させ、海事産業における採用機会を拡大できるかを評

価する。DP 作業を陸上へシフトすることで、このプロジェクトは、より幅広く多様な労働力を集めることを目指

している。 

 

    

Remota 社が運航する「USV CHALLENGER」（Sveinung 氏発表スライドより） 

 
 

Remota 社が提供するシステム図（Sveinung 氏発表スライドより） 

 

前のセッションで船舶のＲＯＣの設置場所に関連して、管轄の話があったが現状、海底作業のＲＯＣについての

基準はないため、どこにでも設置することができると認識している。既に別の国から遠隔操縦を見越した検討・

準備を開始している。現在、ノルウェーではフランス海域でのＲＯＶプロジェクトの受注に向けた準備中である。 

USV や ROV の ROC からの操縦を推進することで、職員のライフワークバランスを推進することができる。

日中は USV のオペレーターとして ROC で働き、夕方にはサッカーのコーチを行うといったことも可能となる。  

USV の使用により従来の大型船と比較して CO2 排出量を最大 90％削減可能である。 

 既存の船舶は、ビッグデータを収集するためオンライン化されているが、古いコンピュータが使われている

ものもありリスクが大きく、 最新のサイバー攻撃には抵抗できる状況にはない。当社はサイバーセキュリティー

を重要視しており、当社にはすべてのコンポーネントを監視するネットワークオペレーションセンターとサイバー

セキュリティを担当するセキュリティオペレーションセンターを設置している。現在開発が進んでいる MASS に

ついてもプロジェクトの初期段階でサイバーセキュリティについては考案されるべきである。 

船上 ROC と陸上 ROC のイメージ図（Sveinung 氏発表スライドより） 
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電気推進フェリー Bastø Electric（Svein 氏の発表スライドより） 

 

本プロジェクトは 2018 年に開始しているが、就役後の検証の結果、船舶とバッテリーの製造に関連する

GHG 排出を含め、わずか 7 ヶ月の運航で、ディーゼル・フェリーと比べて少なくなる結果となった。 

また、本船には、自動運航システムにより、 

・ 視界制限状況下での安全性の向上 

・ 岸壁への衝突や座礁の回避 

・ エネルギー消費量の削減による環境保全 

・ 運航コストの低減 

・ 他の船舶からも、進路予測がしやすい運航（下図のとおり、航行ルートが固定されることにより） 

などの良い影響があった。 

マニュアル操船時と自動運航時の航跡の違い（Svein 氏の発表スライドより） 

 

   完全自動運航の場合、同船の船長は離岸から着岸まで、自動離着船機能のオン、自動航行機能オン及び最終

自動着岸前の減速ゾーンにおけるアラームの確認など５回のボタン操作のみで完了することができる。安全性

を重視していることから、アラームの確認をしなければ着岸動作には移行せず、停船するシステムとなっている。 

 
 

 

「USV CHALLENGER」の ROC（Sveinung 氏発表スライドより） 

 

（プレゼンター⑥ 船長関係の課題 Torghatten 社 Svein Erik Waskaas 氏） 

Torghatten 社はノルウェーのブローニョイシュン（Brønnøysund）に本社を置き、国内で４７の航路にお

いてフェリーを運航している。Svein 氏は 27 年に渡ってフェリー運航に携わってきており、今回紹介する完全

電気推進フェリー（自動運航システム導入）Bastø Electric の船長。トルコでの同船の建造から本プロジェクト

に参加。 

同船が就航する Moss⇔Horton 航路はノルウェーで最も利用者が多く、毎日 5 隻のフェリーが運航中。年

間約390万人の乗客と190万台の車両を輸送しており、うち3隻（Bastø IV、Bastø VI、Bastø Electric）

は完全電気船となっている。 

Bastø Electric は全長約 140ｍ、乗客 600 名、車両は２００台（又はトラック 24 台）が積載可能。バッテリ

ー容量は 4,300kwh（日産リーフ換算で 107 台分）あり、毎日、同航路を 20 から 24 便運航。 

各港では入港するたびに充電を実施、9,000kW にて充電を行う。 

同船は自動着岸・係船システム（完全自動・部分自動）も備えている。同システムの開発、試験はノルウェー海事

局と緊密に調整を行い、関連する規則に適合する形で実施した。 
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電気推進フェリー Bastø Electric（Svein 氏の発表スライドより） 

 

本プロジェクトは 2018 年に開始しているが、就役後の検証の結果、船舶とバッテリーの製造に関連する

GHG 排出を含め、わずか 7 ヶ月の運航で、ディーゼル・フェリーと比べて少なくなる結果となった。 

また、本船には、自動運航システムにより、 

・ 視界制限状況下での安全性の向上 

・ 岸壁への衝突や座礁の回避 

・ エネルギー消費量の削減による環境保全 

・ 運航コストの低減 

・ 他の船舶からも、進路予測がしやすい運航（下図のとおり、航行ルートが固定されることにより） 

などの良い影響があった。 

マニュアル操船時と自動運航時の航跡の違い（Svein 氏の発表スライドより） 

 

   完全自動運航の場合、同船の船長は離岸から着岸まで、自動離着船機能のオン、自動航行機能オン及び最終

自動着岸前の減速ゾーンにおけるアラームの確認など５回のボタン操作のみで完了することができる。安全性

を重視していることから、アラームの確認をしなければ着岸動作には移行せず、停船するシステムとなっている。 

 
 

 

「USV CHALLENGER」の ROC（Sveinung 氏発表スライドより） 

 

（プレゼンター⑥ 船長関係の課題 Torghatten 社 Svein Erik Waskaas 氏） 

Torghatten 社はノルウェーのブローニョイシュン（Brønnøysund）に本社を置き、国内で４７の航路にお

いてフェリーを運航している。Svein 氏は 27 年に渡ってフェリー運航に携わってきており、今回紹介する完全

電気推進フェリー（自動運航システム導入）Bastø Electric の船長。トルコでの同船の建造から本プロジェクト

に参加。 

同船が就航する Moss⇔Horton 航路はノルウェーで最も利用者が多く、毎日 5 隻のフェリーが運航中。年

間約390万人の乗客と190万台の車両を輸送しており、うち3隻（Bastø IV、Bastø VI、Bastø Electric）

は完全電気船となっている。 

Bastø Electric は全長約 140ｍ、乗客 600 名、車両は２００台（又はトラック 24 台）が積載可能。バッテリ

ー容量は 4,300kwh（日産リーフ換算で 107 台分）あり、毎日、同航路を 20 から 24 便運航。 

各港では入港するたびに充電を実施、9,000kW にて充電を行う。 

同船は自動着岸・係船システム（完全自動・部分自動）も備えている。同システムの開発、試験はノルウェー海事

局と緊密に調整を行い、関連する規則に適合する形で実施した。 
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（プレゼンター⑦ 沿岸行政の視点 NCA（ノルウェー沿岸管理局） –Jeanette Assev Lindin 氏, Knut 

Hovda 氏） 

 ノルウェーの海上安全に対する戦略的アプローチと MASS に関連し、の広範な沿岸および海洋領域への統合

について重点的に説明が行われた。 

NCA は、所管業務として海上輸送、港湾、船舶交通サービス（VTS）、環境汚染対応の一部（緊急時対応のリー

ダーシップ、難破船対応、緊急えい航）、パイロットサービスの管理（ノルウェーにおいては、領海内の指定された

海域において、全長 70m を超える船舶にはパイロットの乗船が義務付けられている。国内に３００名、年間４万

件の対応）を行っている。 

所管法令としては、ノルウェーの領海内に適用される「港湾及び航行水域に関する法律」がある。同法は２０２

１年の法改正により Section 25 に MASS に関連する規定も盛り込まれた※。船主は特定の許可を得ること

で、乗組員なしでの自律沿岸航行が許可されるとともに、自律航行システムが強制水先人の代替として認める

などの重要な改正が行われた。 

同法には従来から VTS サービス（Vessel Traffic Service、船舶通航サービス）の法的根拠も規定してお

り、NCA は指定されたエリアでの海上交通を管理・制御する権限を有し、衝突や乗揚げのリスクがある船舶に対

して、強制力のある指示を発する権限もある。その他、船舶に対してタグボートを使用するよう指示、船に投錨や

抜錨の指示などもある。 

NCA は国内５か所の海上交通センターを運営しており、VTS エリア VHF およびデジタル通信を介して全船

舶を管制している。 

MASS において船長は船上ではなく、陸上 ROC において VTS の指示を聴取していることから、船舶運航

上の安全性や海上交通センターとの通信なども問題はない。 

ＭＡＳＳの安全航行のためには、通信プロトコルの維持が非常に重要である。また、VTS エリア内では MASS

※「港湾及び航行水域に関する法律」Section 25 の規定（機械翻訳） 

25.自律的な沿岸航行 

船主は、申請により、（所管）省から自律的な沿岸航行の許可を得ることができる。自律的な沿岸航行の許可は、指定された水

先案内義務のある航路または指定された海域において、水先案内人なしで指定された船舶を航行する権利を与える。 

許可には、以下のような条件が設定される場合がある。 

a. 調査および段階的な試験 

b. 船舶の航行および操縦システムに関する要件 

c. 航行の制限 

d. 自動沿岸航行の試験および運用に関与する要員の航路知識に関する要件、および水先人の相談に関する要件。 

・ 船舶が当該海域で安全に航行または操船できない場合、あるいは人命の損失、環境への損害、または財産の損失の危

険が生じる場合、申請は許可されない。 

・  船主は、航行によって人命の損失、環境への損害、または財産の損失が生じることを予防および防止するために必要

なあらゆる措置を講じなければならない。 

・（所管）省は、自律型沿岸航行の許可に関する規則を制定することができる。この規則には、申請要件、船舶が安全に航

行および操縦するために確保すべき機能、および自律型沿岸航行の制限に関する規定が含まれる場合がある。 

 
 

自動運航時の船員によるボタン操作のタイミング（Svein 氏の発表スライドより） 

 

同船には船長が常に乗船しており、荒天時（風速 15m/s 以上、波高２m 以上）などはマニュアル操船としてい

る他、緊急時にはすぐにマニュアル操船への切り替え（オーバーライド）が可能である。自動離着船機能を使用す

る場合も実際には、操舵装置やエンジン出力コントロールレバーに手を添えた状態で、目視やレーダー、GPS な

どで自船位置や岸壁への接近速度を確認することが重要。これまでの約 8,000 回の離着岸を実施している。 

  なお、自動運航電気推進フェリーの船長になるには、自動運航システムの慣熟の他、マニュアルで 20 回の着岸、

離岸を実施することが要件となっている。 

  同型の６番船では「セーフメイト」と呼ばれるデッキ上のカメラによる周囲の状況の認識及びレーダーからの情

報を収集し、オペレーターに回避行動の提案を行うシステムのテストを実施している。 

セーフメイト関する説明スライド（Svein 氏の発表スライドより） 

 

140



 
 

（プレゼンター⑦ 沿岸行政の視点 NCA（ノルウェー沿岸管理局） –Jeanette Assev Lindin 氏, Knut 

Hovda 氏） 

 ノルウェーの海上安全に対する戦略的アプローチと MASS に関連し、の広範な沿岸および海洋領域への統合

について重点的に説明が行われた。 

NCA は、所管業務として海上輸送、港湾、船舶交通サービス（VTS）、環境汚染対応の一部（緊急時対応のリー

ダーシップ、難破船対応、緊急えい航）、パイロットサービスの管理（ノルウェーにおいては、領海内の指定された

海域において、全長 70m を超える船舶にはパイロットの乗船が義務付けられている。国内に３００名、年間４万

件の対応）を行っている。 

所管法令としては、ノルウェーの領海内に適用される「港湾及び航行水域に関する法律」がある。同法は２０２

１年の法改正により Section 25 に MASS に関連する規定も盛り込まれた※。船主は特定の許可を得ること

で、乗組員なしでの自律沿岸航行が許可されるとともに、自律航行システムが強制水先人の代替として認める

などの重要な改正が行われた。 

同法には従来から VTS サービス（Vessel Traffic Service、船舶通航サービス）の法的根拠も規定してお

り、NCA は指定されたエリアでの海上交通を管理・制御する権限を有し、衝突や乗揚げのリスクがある船舶に対

して、強制力のある指示を発する権限もある。その他、船舶に対してタグボートを使用するよう指示、船に投錨や

抜錨の指示などもある。 

NCA は国内５か所の海上交通センターを運営しており、VTS エリア VHF およびデジタル通信を介して全船

舶を管制している。 

MASS において船長は船上ではなく、陸上 ROC において VTS の指示を聴取していることから、船舶運航

上の安全性や海上交通センターとの通信なども問題はない。 

ＭＡＳＳの安全航行のためには、通信プロトコルの維持が非常に重要である。また、VTS エリア内では MASS

※「港湾及び航行水域に関する法律」Section 25 の規定（機械翻訳） 

25.自律的な沿岸航行 

船主は、申請により、（所管）省から自律的な沿岸航行の許可を得ることができる。自律的な沿岸航行の許可は、指定された水

先案内義務のある航路または指定された海域において、水先案内人なしで指定された船舶を航行する権利を与える。 

許可には、以下のような条件が設定される場合がある。 

a. 調査および段階的な試験 

b. 船舶の航行および操縦システムに関する要件 

c. 航行の制限 

d. 自動沿岸航行の試験および運用に関与する要員の航路知識に関する要件、および水先人の相談に関する要件。 

・ 船舶が当該海域で安全に航行または操船できない場合、あるいは人命の損失、環境への損害、または財産の損失の危

険が生じる場合、申請は許可されない。 

・  船主は、航行によって人命の損失、環境への損害、または財産の損失が生じることを予防および防止するために必要

なあらゆる措置を講じなければならない。 

・（所管）省は、自律型沿岸航行の許可に関する規則を制定することができる。この規則には、申請要件、船舶が安全に航

行および操縦するために確保すべき機能、および自律型沿岸航行の制限に関する規定が含まれる場合がある。 

 
 

自動運航時の船員によるボタン操作のタイミング（Svein 氏の発表スライドより） 

 

同船には船長が常に乗船しており、荒天時（風速 15m/s 以上、波高２m 以上）などはマニュアル操船としてい

る他、緊急時にはすぐにマニュアル操船への切り替え（オーバーライド）が可能である。自動離着船機能を使用す

る場合も実際には、操舵装置やエンジン出力コントロールレバーに手を添えた状態で、目視やレーダー、GPS な

どで自船位置や岸壁への接近速度を確認することが重要。これまでの約 8,000 回の離着岸を実施している。 

  なお、自動運航電気推進フェリーの船長になるには、自動運航システムの慣熟の他、マニュアルで 20 回の着岸、

離岸を実施することが要件となっている。 

  同型の６番船では「セーフメイト」と呼ばれるデッキ上のカメラによる周囲の状況の認識及びレーダーからの情

報を収集し、オペレーターに回避行動の提案を行うシステムのテストを実施している。 

セーフメイト関する説明スライド（Svein 氏の発表スライドより） 
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メラを多数搭載し、音、映像、振動といったマルチモーダルな情報によって操縦者の認知を支援するインターフェ

ースが整備されている。 

研究所では、人間の能力に合わせて設計する「人間中心設計（Human-Centered Design）」を採用してい

る。これはユーザーのフィードバックやパフォーマンス評価を基に、システムを継続的に改善していく方法である。

この考え方に基づき、UI/UX※を最適化し、操作者がより自然に操作できる環境を構築している。 

※筆者注：UI（ユーザーインターフェース）はユーザーと製品・サービスが直接やり取りする「見た目」や「操作感」を指 し、UX（ユーザー

エクスペリエンス）はその体験全体に焦点を当て、ユーザーが製品を使ったときに感じる「満足度」や「感情」を包括的に設計・評

価する領域を指す。 

機械は疲れず、高精度でデータ処理を行うことができる。一方で、人間は創造性や柔軟性、問題解決能力に 

優れている。今後は、両者が互いの弱点を補完しながら、共同海上作戦を行う「Teaming」の考え方が必要

である。 

遠隔操作センターの状況（Ole 氏の発表スライドより） 

 

リモート操作では、視覚情報に依存しがちである。しかし、視覚だけでは限界があるため、触覚や三次元音響

による補助的な感覚支援が導入されている。例えば、座席から振動を感じたり、特定方向から音を聞くことで、

より高い状況認識を実現している。 

一方、長時間にわたる監視業務では、オペレーターが退屈し、注意力が低下する傾向がある。実験では、20 分

ほどで退屈の兆候が現れることが判明した。そのため、タスクの多様化や定期的な訓練、操作への関与度を高め

る工夫が必要である。 

将来の海上運用では、「Auto-Teaming（自動的協働）」の仕組みが重要になる。これは、操縦者がすべての

操作を担うのではなく、複数のオペレーターと自律システムが連携する形態である。センサーやアルゴリズムは、

機械の優位性を活かしながら、操縦者が的確に判断できるよう支援すべきである。また、状況に応じて人間が制

御を引き継ぎ、介入する設計が求められる。 

 
 

が既存の規制等を遵守することが求められる。  

自律船での接続喪失に関する最近の事例として「Reach Remote One」の運航時に通信途絶し、主航路を

外に移動し停止、再接続後に航行再開した事例が実際に発生。VTS との連携手順とフォールバック策の有効性

を実証された。 

データ収集とデジタルトランスフォーメーションは、自律航行の重要な推進要因。NCA は広範な AIS ネットワ

ークを運営し、異常な航行パターンを検出するための行動分析ツールを使用して、早期警告と安全な運航を支援

しています。同機関は、e-navigation 機能を進展させるために国際標準化活動（IHO S-100、IALA ガイドラ

イン）にも積極的に取り組んでいる。現在、ノルウェーでは MASS のためのテストエリアが設定されており、民

間・学界・当局が協働して MASS 実証を推進している。 

MASS のテストエリア（Jeanette 氏の発表スライドより） 

 

〈４ｔｈセッション  将来展望〉 

（プレゼンター⑧ 未来の海上輸送における人間の役割 NTNU（ノルウェー科学技術大学） – Ole Andreas Al-

sos 氏） 

ノルウェー科学技術大学（NTNU）の Ole Andreas Alsos 氏が、未来の海洋運用における人間と機械の協

働について、研究成果と実証事例を交えながら紹介した。 

現状の海洋運用において、リモートオペレーターの主な課題は「状況認識」である。従来の船舶では、乗組員が

現場で五感を駆使して判断していたが、リモート環境ではその感覚が欠けている。ノルウェーで起きた事故では、

当直者が眠ってしまい、アラームも無効となって船が住宅地に衝突する事例があった。これは、現場感覚を持た

ないリモート操作の限界を示す象徴的な事例である。 

NTNU では、自律型フェリーの実証を重ねてきた。2022 年には一般向けに運航が開始され、2023 年には

ストックホルムで商業運用を実現した。 

これらのフェリーには、安全管理者が同乗し、遠隔操作センターからの監視も行われている。運用には 5G ネ

ットワークを使用し、リアルタイム映像（HD 画質・低遅延）を送信して遠隔制御が可能である。また、センサーやカ
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メラを多数搭載し、音、映像、振動といったマルチモーダルな情報によって操縦者の認知を支援するインターフェ

ースが整備されている。 

研究所では、人間の能力に合わせて設計する「人間中心設計（Human-Centered Design）」を採用してい

る。これはユーザーのフィードバックやパフォーマンス評価を基に、システムを継続的に改善していく方法である。

この考え方に基づき、UI/UX※を最適化し、操作者がより自然に操作できる環境を構築している。 

※筆者注：UI（ユーザーインターフェース）はユーザーと製品・サービスが直接やり取りする「見た目」や「操作感」を指 し、UX（ユーザー

エクスペリエンス）はその体験全体に焦点を当て、ユーザーが製品を使ったときに感じる「満足度」や「感情」を包括的に設計・評

価する領域を指す。 

機械は疲れず、高精度でデータ処理を行うことができる。一方で、人間は創造性や柔軟性、問題解決能力に 
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遠隔操作センターの状況（Ole 氏の発表スライドより） 
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操作を担うのではなく、複数のオペレーターと自律システムが連携する形態である。センサーやアルゴリズムは、

機械の優位性を活かしながら、操縦者が的確に判断できるよう支援すべきである。また、状況に応じて人間が制

御を引き継ぎ、介入する設計が求められる。 

 
 

が既存の規制等を遵守することが求められる。  

自律船での接続喪失に関する最近の事例として「Reach Remote One」の運航時に通信途絶し、主航路を

外に移動し停止、再接続後に航行再開した事例が実際に発生。VTS との連携手順とフォールバック策の有効性

を実証された。 

データ収集とデジタルトランスフォーメーションは、自律航行の重要な推進要因。NCA は広範な AIS ネットワ

ークを運営し、異常な航行パターンを検出するための行動分析ツールを使用して、早期警告と安全な運航を支援

しています。同機関は、e-navigation 機能を進展させるために国際標準化活動（IHO S-100、IALA ガイドラ

イン）にも積極的に取り組んでいる。現在、ノルウェーでは MASS のためのテストエリアが設定されており、民

間・学界・当局が協働して MASS 実証を推進している。 

MASS のテストエリア（Jeanette 氏の発表スライドより） 

 

〈４ｔｈセッション  将来展望〉 

（プレゼンター⑧ 未来の海上輸送における人間の役割 NTNU（ノルウェー科学技術大学） – Ole Andreas Al-

sos 氏） 

ノルウェー科学技術大学（NTNU）の Ole Andreas Alsos 氏が、未来の海洋運用における人間と機械の協

働について、研究成果と実証事例を交えながら紹介した。 

現状の海洋運用において、リモートオペレーターの主な課題は「状況認識」である。従来の船舶では、乗組員が

現場で五感を駆使して判断していたが、リモート環境ではその感覚が欠けている。ノルウェーで起きた事故では、

当直者が眠ってしまい、アラームも無効となって船が住宅地に衝突する事例があった。これは、現場感覚を持た

ないリモート操作の限界を示す象徴的な事例である。 

NTNU では、自律型フェリーの実証を重ねてきた。2022 年には一般向けに運航が開始され、2023 年には

ストックホルムで商業運用を実現した。 

これらのフェリーには、安全管理者が同乗し、遠隔操作センターからの監視も行われている。運用には 5G ネ

ットワークを使用し、リアルタイム映像（HD 画質・低遅延）を送信して遠隔制御が可能である。また、センサーやカ
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AROS の機能カテゴリの機能カテゴリ（Are 氏の発表スライドより） 

 

技術的な側面では、推進・操舵などのエンジニアリングシステムは既に高い自動化を実現しているが、異常時

対応や判断は依然として人間の役割であり、情報システムと人間の連携が重要とされる。加えて、リモートオペレ

ーションセンターの存在は多くのプロジェクトで共通しており、従来の船舶からスマートシップへの移行が進んで

いる。 

検証（バリデーション：妥当性確認）については、海上試験だけでなく、シミュレーターの活用が不可欠である。

特にシミュレーションは、自動意思決定プロセスの検証において重要な役割を果たしており、現場の複雑な状況

を再現・評価することで、より堅牢なシステム開発を可能にする。また、テストの多様化と規模拡大により、100

万件単位のシナリオによりシミュレートされる事例もあると紹介。 

評価方法についても、従来の一発勝負的な手法から、継続的・多面的な評価へと変化しており、他船との相互

作用や環境要因を含めたシナリオ設計が必要とされている。そのための検証ツールはオープンソースで公開さ

れ、業界全体での活用が期待されている。 

プロジェクトの安全性評価には、技術だけでなく、企業の運用体制や各人材のスキルも重要であるともに、船

級による認証と旗国との連携も課題であり、それぞれの関与度に応じて柔軟な対応が求められている。 

最終的には、自律運航船の実現は一足飛びではなく、小さなステップの積み重ねが重要である。完全自律運

航を目指すには、従来の教育・訓練から自動運航を含めた教育訓練に代替する信頼性の高い教育システムへの

移行が必要であり、それには新たな教育の検証手法が不可欠である。加えて、こうした技術は既存の船舶にも恩

恵をもたらし、業界全体の質向上につながると期待されている。 

 

 

 

 
 

将来の海上運用では、人間と機械の相互作用が中心となるであろう。視覚、音、触覚といった複数の感覚を統

合した「マルチモーダル・フィードバック」は、リモート環境における認知負荷を軽減し、より安全で効率的な運用

を実現する。そして、私たちは今後、人間と AI のチームとして、協力し合いながら海上技術の新しい時代を切り

拓いていく必要がある。 

 

（プレゼンター⑨DNV(ノルウェー船級協会)の AROS クラス表記および改訂 CG DNV - Are Jørgensen 氏）  

自律航行においてはプロジェクトごとに自動化の段階が異なり、完全自律を目指すものから、人による運航の

支援のレベルのものなど様々である。例として、YaraやASKOでは大規模船舶の完全自律化を目指す一方で、

他のプロジェクトでは監視機能やナビゲーション支援など部分的な自動化が中心である。こうした背景には、自

律性と無人性は同一ではなく、それぞれ独立した分類が必要であるという認識がある。 

このような技術的進展を反映して、DNV では新たに「AROS」と呼ばれる自律船のクラス表記を導入。AROS

機能カテゴリに関しては航海・機関・運用・安全の 4カテゴリで評価される。完全自律という言葉は一時的に避け

られていたが、マーケティング的観点もあり再び用いられるようになった。ただし、完全な無人運航は現実的で

はなく、人間の関与は依然として不可欠とされる。 

 

自律運航レベルについて（Are 氏の発表スライドより） 
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2022 年には蔚山に「自律型船舶検証評価研究センター」を開設した。このセンターでは、シミュレーションテ

ストと実海域における試験航行が行われており、デジタル技術や C 言語ベースの検証プログラムを用いた高度

な評価が実施されている。さらに、海上交通管理システムやデータプラットフォームを統合することで、実証と安

全管理を同時に行える体制が構築されている。 

2022 年開設された「自律型船舶検証評価研究センター（蔚山）」（Heesu 氏の発表スライドより） 

 

自律船は国際的な海域を航行する性質上、他国との連携や国際標準との整合が不可欠である。韓国はこの分

野においても積極的な姿勢を示しており、IMO や ISO（国際標準化機構）などにおける議論に参画し、ガイドラ

インの策定に貢献している。また、2023 年および 2024 年には、IMO との共催による国際シンポジウムを開

催し、自律船に関する知見や課題、技術的な展望を世界各国と共有する機会を創出している。 

このように韓国は、自律運航船に関して技術開発、制度整備、実証評価、国際協 力の各分野においてバラン

スよく取り組んでおり、今後はこれらの取り組みを通じて、海上輸送の安全性、効率性、そして持続可能性の向

上を目指していく方針である。特に、国家レベルでの包括的な法制度と実証インフラの整備は、他国に先駆けた

動きとして注目されており、国際的な枠組みにおいてもリーダーシップを発揮している。 

 

（プレゼンター⑪ 日本での取り組み 海事局安全政策課 自動運航戦略官 山﨑 貴浩氏、株式会社 MTI 船舶物

流技術グループ自律船チーム 中村 純氏） 

山崎貴浩氏（自動運航船戦略官）は、日本の自律運航船（MASS）政策について説明した。 

日本は、海上事故の多くが人的ミスによることに着目し、自律航行技術によって安全性を高め、船員の負担や

ストレス軽減を目指す。政府は 2030 年頃の商業運航実現を目標とし、基本技術の確立、制度整備、国際連携を

並行して進めていると。 

技術面では、「自動運航機能」、「遠隔操作機能」、「自動離着桟機能」の 3 領域を重点開発分野として位置づけ、

日本は 2018 年から技術実証に取り組んできた。これに基づき、国土交通省は安全ガイドラインを発表。中心的

な取り組みである「ニッポン財団 Meguri2040 プロジェクト」では、2022 年に 6 隻のデモ船による実証が成

 
 

 

（プレゼンター⑩韓国による発表 韓国海洋水産部 スマート海運・物流チーム Heesu Yoon） 

韓国政府は、未来の海運を支える技術として、自律運航船（MASS: Maritime Autonomous Surface 

Ships）の研究開発および商業化に取り組んでいる。中心となるのは、2020 年に始動した国家研究開発事業

「KASS（Korea Autonomous Surface Ship）プロジェクト」である。このプロジェクトは、インテリジェント

航行技術、機関自動技術、運航評価システムの整備、そして運用技術確立と標準化の四つの中核技術に焦点を

当てており、政府機関（産業通商資源部、海洋水産部）や研究機関（KRISO（韓国船舶海洋工学研究所:プロジェ

クト統括））、大学（ソウル大学、韓国海洋大学）、民間企業（KR（韓国船級協会：プロジェクト副統括））など計 51

団体が連携して推進している。 

KASS プロジェクトの参画する機関や企業（Heesu 氏の発表スライドより） 

 

インテリジェントナビゲーション技術では、AI を活用し、船舶が自律的に航路を選定し、障害物を回避しながら

最適なルートで航行する能力の開発が進められている。エンジンの自動化分野では、遠隔監視、省エネ制御、そし

て予防保全のための故障予測機能の実装が目指されている。さらに、これらの技術を実証するための評価施設

やシミュレーション環境が整備されており、信頼性の高い運航の実現に貢献している。また、国際的な運用互換

性を確保するため、通信プロトコルや対応規格の標準化にも注力している。 

制度面では、2024 年 1 月に「自律運航船の開発及び商業化の促進に関する法律（通称：MASS 法）」が施行

された。この法律は、自律船の明確な定義を与えるとともに、政府が計画的に MASS の開発と商品化を促進す

るためのマスタープランおよび実施計画を策定・推進する法的根拠を提供するものである。また、同法は性能評

価に関する試験・基準、ならびに研究開発への支援や人材育成、さらには国際協力に関する枠組みも含んでおり、

単なる技術開発にとどまらず、持続可能な制度運用を見据えた内容となっている。現在は、マスタープランを

2026 年から 2035 年までのマスタープランを策定中である。 
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（プレゼンター⑩韓国による発表 韓国海洋水産部 スマート海運・物流チーム Heesu Yoon） 

韓国政府は、未来の海運を支える技術として、自律運航船（MASS: Maritime Autonomous Surface 
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KASS プロジェクトの参画する機関や企業（Heesu 氏の発表スライドより） 

 

インテリジェントナビゲーション技術では、AI を活用し、船舶が自律的に航路を選定し、障害物を回避しながら
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制度面では、2024 年 1 月に「自律運航船の開発及び商業化の促進に関する法律（通称：MASS 法）」が施行
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価に関する試験・基準、ならびに研究開発への支援や人材育成、さらには国際協力に関する枠組みも含んでおり、

単なる技術開発にとどまらず、持続可能な制度運用を見据えた内容となっている。現在は、マスタープランを

2026 年から 2035 年までのマスタープランを策定中である。 
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MEGURI2040 による実証試験（中村氏の発表スライドより） 

MEGURI2040 における V モデルプロセスの概要とイメージ解説（中村氏の発表スライドより） 

 
 

功し、2025 年には次フェーズ（ステージ 2）へと進んでいる。 

日本における MASS の開発状況（山崎氏の発表スライドより） 

 

制度面では、2024 年に日本政府が委員会を設置し、安全規則、責任・保険、調 査方法、運用要件などを議

論。今年は自律安定化システム（ANS）の要件を含む安全規則が公表され、船舶における状況認識、回避行動、

航路監視といった機能が重視されていると説明した。 

続いて、中村純氏が Meguri2040 ステージ 2 の進捗を報告。NYK グループの研究部門 MTI が中心とな

り、DFFAS Plus コンソーシアム（約 53 社）を構成。ステージ１の DFFAS コンソーシアムは 30 社であったこ

とから２倍近くの関係企業団体が携わっている。新造船 1 隻、改造船 3 隻による実証船を用い、各種サブシステ

ム（センサー、統合プランナー、通信、遠隔監視など）を開発・検証している。 

技術開発は「Ｖモデルプロセス」を採用し、コンセプト策定、リスク評価（STPA、FMEA）、基本設計、詳細設計、

システム統合、全体試験までを段階的に進行。既に陸上側の試験は完了しており、今後は船上でのシステムテス

トおよびデモンストレーションを予定。 

 

 

 

 

 

 

 

148



 
 

   

MEGURI2040 による実証試験（中村氏の発表スライドより） 
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自動運航に関する Odd 氏の説明スライド 

 

建造中の 4 隻の船は、全長 120 メートル・全幅 19 メートルで、各船は 120 台の車両と 39 人の乗員・乗客

を収容可能。バッテリー駆動を主とし、バックアップとしてディーゼル発電機を搭載。先進的なセンサー、制御、

通信機能を備え、運用、保守、訓練の標準化と拡張性の確保が図られている。また、フロリダの本社には遠隔操

作センターが建設中で、ここでは技術支援・意思決定・運用の全てが統合的に管理される予定だ。 

規制面では、現在の法制度との間に 93 のギャップがあると判明しており、その多くは 10〜25 年以上前の

規制に基づいている。自動化や AI、サイバーセキュリティといった新技術は、既存の規制では十分にカバーされ

ず、承認プロセスの不透明さや遅延のリスクがある。そのため、旗国、分類協会、供給者、運航者など関係各所

との明確な役割分担が重要であり、安全で予測可能な承認プロセスの確立が急務とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MASS を取り書く現状（Odd 氏の説明スライドより） 

 

 
 

 

（参考） 

1. 左側の下降ライン 

 要件定義 → 基本設計 → 詳細設計 → 実装（製造） 

 ユーザー・システム要求からモジュール設計まで、逐次的に成果物を作成 

2. 右側の上昇ライン 

 単体テスト → 結合テスト → システムテスト → 受入テスト 

 左側の各設計成果物に対応するテストを早期から計画・実施 

※ V モデルプロセスは、システムやソフトウェア開発における「開発フェーズ」と「検証フェーズ」を V 字型に対応付けて構造化したサイクル

モデル。右下が深まるほど開発が進み、左上に折り返してテストと検証が行われるイメージで、設計成果物ごとに対応するテスト工程を

組み込むことで、品質保証とトレーサビリティを強化できる。 

 

自律レベルは 5 段階で設定されており、完全自律から有人監視、手動操作まで運航状態に応じて柔軟に切

り替える仕組み。また、状況認識のためのセンサー融合（カメラ・レーダー・AIS など）や、異常検出ポータル、サ

イバーセキュリティ対策も並行して実装中。 

さらに、RC（Remote Control）概念として、クラウドベースの運航管理、エンジンモニタリング、AI 分析と

いった要素を含む構成が整えられている。IMO への技術提案や国際標準化にも積極的に関与し、自律船の国

際社会実装を見据えている。 

最後に中村氏は、自律航行船の実用化が海上労働の安全性向上・持続可能な産業構造の実現に寄与するこ

とを強調。産官学の連携によって標準策定や制度整備を進め、世界に先駆けたモデルケースを構築していく意

欲を示した。 

 

〈5ｔｈセッション その他のプロジェクト及び閉会〉 

（プレセンター⑫）Lavik-Oppedal フェリー(運航会社 Fjord1  Odd Bjarte Johnsen 氏) 

フォードモーターのプロジェクトマネージャーである Odd Bjarte Johnsen 氏は、ノルウェーのソグネフィ

ヨルドを横断するラヴィク–オペダル間のフェリールートにおける自律航行技術導入の取り組みを紹介した。こ

のルートは E39 号線の一部を形成し、年間約 44,000 回の運航が計画されている。ノルウェー政府は 2021

年 3 月に、自動化とデジタル化を通じてフェリー運航の効率性と信頼性向上を目指す国家交通計画を策定。こ

れを受け、2022 年 6 月にノルウェー道路局がフェリー運航契約を締結し、2026 年 9 月からの運航開始が

予定されている。 

このプロジェクトでは、23 の機能が自動化対象となっており、「航行」「技術・船体システム」「荷役」「安全対

応」の 4 カテゴリーに分類される。多くの機能は無人運転レベルの自動化を想定しており、必要に応じて遠隔

操作が可能。特に火災や避難などの安全機能においても、基本的には人間の関与を残しつつ、リモートセンタ

ーからの支援体制が整備されている。 
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Maritime Robotics のドローンは、小型で低燃費かつ高機能であることから、従来の有人船に比べて大幅

なコスト削減と CO2 排出削減が可能。たとえば、同社のドローンを活用することで、運用コストとエネルギー消

費量を 95〜98%削減できた事例も報告されている。現在、2 メートルから 10 メートルまで大きさの製品を展

開しており、今後はより大型のプラットフォームや水中ロボティクスの開発も視野に入れている。 

各国の海域での運用にあたっては、国ごとの許認可取得が必要であるが、当社は既にイギリスの作業船コー

ドやノルウェーの ENV ガイドラインなどに準拠し、複数の国で合法的な運航を実現している。近年ではアジア、

ヨーロッパに加え、アメリカ市場にも進出し、特に防衛用途での引き合いが増加している。 

また、Kongsberg Maritime社との協業では、音響測深機（USB）と自律航行技術の統合が行われており、

海底調査用のソリューションとして高い関心を集めている。加えて、「Seasight X」と呼ばれる新型モデルの開

発も進行中で、これは 190 度の広角カメラや機械視覚技術を搭載し、周囲の状況を自律的に把握できる能力を

備えている。 

Seasight X の外観（Vegard 氏の発表スライドより） 

 

マリタイムロボティクスは単なる製品メーカーではなく、海洋におけるデータ収集のあり方そのものを再定義

しようとしている。小型で比較的安価なドローンを活用し、即座に実験・運用可能な体制を整えており、海洋開

発・保全・防衛の各分野において、新たな価値を提供することができる。 

 

（プレゼンター⑭）Deepocean（Deepocean 社 Kjetil Bringaker 氏） 

我々が無人水上ビークル（USV）を開発している主な理由は、ROV（遠隔操作型無人潜水機）をより効果的に

展開するためである。ROV は、海中の構造物点検や調査、保守作業などに使用される重要なツールであり、そ

の運用効率を高めることが、全体の業務効率と安全性に大きく寄与する。USV は、ROV を含む各種オフショア

作業を支援するために設計されており、複数の観点から従来の船舶に対する優位性を持っている。 

まず、環境面での利点が挙げられる。当社は、2030 年までに温室効果ガス排出量を 45％削減し、2040

年までにカーボンネットゼロを達成するという気候目標を掲げており、その一環として USV の導入を進めてい

 
 

Johnsen 氏は、これらの技術が未来の話ではなく、すでに実現に向けて進行中 であると強調した。既存フ

ェリーでの音声ナビゲーションやカメラのテストも実施されており、安全性と信頼性向上に向けた実証実験が進

んでいる。これまでに 2018 年のバッテリーハイブリッドフェリーの導入を成功させており、現在では 39 隻が

運用中。この成功を基に、自動化フェリーも持続可能性・業務効率・安全性の面で飛躍的な進化が期待される。 

Johnsen 氏は、技術と規制の整合性、そして関係者間の明確な対話が、今後の 革新とスケーラビリティを

支える鍵であると締めくくった。 

 

（プレゼンター⑬ Maritime Robotics small USVs  （Maritime Robotics 社 Vegard Evjen 

Hovstein 氏） 

Maritime Robotics 社は、2005 年にノルウェーで設立された海洋ロボティクス企業であり、主に自律航

行型の海洋ドローンを開発・製造。同社は「無人機」ではなく、より一般的に受け入れられやすい「海のドローン」

という呼称を今後使用していく方針。この呼び方は、顧客や一般層にも伝わりやすく、技術の浸透を助けると考

えている。 

現在の社員数は約 110 名、2024 年の売上は 1,500 万米ドルに達し、2025 年には 2,200 万米ドルへの

成長を見込む。さらに、今後は年間 40%の成長を中長期的に計画しており、自社でソフトウェア開発から製造、

統合まで一貫して行う体制を強化していく。 

同社の中核技術は、自律航行ソフトウェア、制御アルゴリズム、センサー統合などで構成されており、2007 年

に最初のプロトタイプを開発し、海底マッピングや海洋データの収集といった分野で、プラットフォームではなく

「データそのもの」に焦点を当てたソリューションを提供。これらの分野は持続可能性の観点からも重要だと位置

づけている。 

2015 年以降、特に海底マッピングの需要が急速に拡大しており、洋上風力発電所の設置地点調査やパイプ

ライン監視など、オフショアエネルギー分野への適用が進んでいる。さらに、これらの用途は国家防衛ニーズとも

密接に結びついており、今後の市場は民間と軍事の両面で成長が期待されている。 
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得を目指している。 

このように、USVの開発は環境配慮、コスト削減、安全性向上の全ての観点において、従来の海洋作業に革新

をもたらす取り組みである。当社は引き続き、安全で効率的かつ持続可能な海洋作業の実現に向け、技術開発

と認証取得を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Deepocean 社の USV（Kjetil 氏の発表スライドより） 

 

（プレゼンター⑮）Fugro（Fugro 社 Nick Simmons 氏） 

Fugro 社は 2016 年から無人船（USV：Uncrewed Surface Vehicle）を使った海洋調査の実用化に取

り組んでいる。世界各地で海洋調査や海底構造物の点検に無人船を活用し、商業ベースで複数のプロジェクトを

運用中である。無人運航は安全性の向上と効率化を両立し、より持続可能な海洋作業の実現を目指すものであ

る。 

近年、法制度や国際的な規制の整備も進み、無人船の安全性は実績で示されている。過去 5 年間の運航デー

タによれば、無人船の事故率は有人船より低く、信頼性の高い運用が可能である。 

Fugro 社は、無人運航のメリットを主に４つの観点から捉えている。まず作業中の安全リスクを大幅に減らせ

ること。次に、遠隔地からリアルタイムにデータを収集・分析できるため業務の効率化が進むこと。三つ目は燃費

の良い船体設計によるCO₂排出量の削減。最後に、海上勤務の負担軽減によって多様な人材の活躍が期待でき

ることである。 

無人船は単独のロボット船ではなく、複数の船が連携して任務を遂行する「艦隊」として運用している。現在、

10 件以上のプロジェクトが稼働中で、今後も拡大を見込んでいる。遠隔操作を支えるリモート・オペレーション・

センター（ROC）は、世界各地に設置。ヨーロッパ、北米、南米、アジア太平洋、中東の拠点で操船や技術支援を行

い、高精度な遠隔運用を実現している。 

運用船は 12m 級の「ブルーエッセンス」、18m 級の「ブルーイクリプス」などがあり、新たに 16～24m 級の

大型船も建造中である。これらの船は長距離航行や大規模な調査機材の搭載に対応し、より長期間の調査に適

 
 

る。従来の大型オフショア船と比較して、USV は 90%以上の排出削減が可能である。小型・軽量設計により、

必要なエネルギーも少なく、製造に必要な資材も削減されることで、環境への影響も最小限に抑えられており、

USV は海洋において真のゲームチェンジャーとなりうる。 

USV が真のゲームチェンジャーとなるには（Kjetil 氏の発表スライドより） 

 

次に、コスト面でのメリットがある。USV は初期投資こそ必要なものの、運用においては燃料消費が少なく、

必要な乗組員も最小限で済む。さらに、オペレーターが陸上で勤務できるため、船内に居住スペースを設ける必

要がなく、人件費や管理コストの削減にもつながる。特にノルウェーでは人材不足が課題となっており、USV は

少人数で効率的な運用を可能にするソリューションとして期待されている。 

安全性（HSE）の向上も重要な要素であり、USV の導入により、危険なオフショア 環境での作業を減らし、作

業員を陸上に移すことで、事故や健康リスクを大幅に低減することが可能である。特に、従来のオフショア勤務

が困難な人々にとって、新たな活躍の場を提供する機会ともなっている。 

USVは24メートルの全長を持ち、北海の荒れた海象下でも運用可能な設計となっている。搭載されるROV

は 3 メートルの波高でも海中への投入・回収が可能であり、ディーゼル電気推進とバッテリーの組み合わせによ

り、最大 30 日間の連続運航が可能である。運用は完全自律ではなく、遠隔操作によって行われ、リモートセンタ

ーから人間が常に意思決定を行う。通信が切断された際には、ROV が自律的システムにより安全に浮上する。

また、独自に設計された海中投入・回収システムは、従来の A フレーム方式とは異なり、魚の追跡技術に着想を

得た新方式を採用している。これにより、荒天時にも効率的に ROV の展開が可能となり、将来的にはセンサー

と機械学習を用いた投入・回収の自動化も視野に入れている。 

安全面の認証手続きでは、USV はまず有人運航として DNV（ノルウェー船級）の承認を受け、その後に無人

運 航としての承認を得る二段階方式を採用している。ノルウェーでは無人運航の前例がなく、通達 1555 に基

づく代替設計プロセスを通じて、安全性を証明する必要がある。現在、ヒューガソンの本拠地にて詳細なテスト

と運用確認が進められており、NMA（ノルウェー海事局）および DNV と連携しながら、最終的な航行許可の取
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（２）第 99 回海上安全委員会（MSC99）2018 年 6 月 

〇MASS の実現するために必要となる現行基準の改定や新たな基準の策定等の検討（RSE:Regulatory 

Scoping Exercise）を進めるために、暫定的な MASS の定義及び自動化のレベルが下記の通り定義さ

れた（MSC99/22,MSC99/WP.9 ANNEX1）。 

また、自動化レベルに応じて改定等が必要となる国際的なルールについて検討するため、MSC100 までに

CG を設置し、検討を進めることについて合意した。 

〇MASS は「様々な程度で人間の相互作用から独立して操作できる船舶」が暫定案として定義された。 

〇自動化のレベルについて、以下の 4 つが暫定案として定義された。 

▶自動化プロセス及び意思決定支援船:Degree one MSC100 にて修正 

幾つかの作業は自動的に行われることもあるが、搭載されたシステムや機能を操作又は制御するために

船員が乗船している。 

▶遠隔操縦船（船員の乗船あり）:Degree two MSC100 にて修正 

船員は乗船しているが、船の制御や操作は別の場所から行われる。 

▶遠隔操縦船（船員の乗船なし）:Degree three MSC100 にて修正 

船員は乗船しておらず、船の制御や操作は別の場所から行われる。 

▶完全自動化船:Degree fourMSC100 にて修正 

船の運航システムにより判断と行動決定が可能。 

 

（３）第 100 回海上安全委員会（MSC100）2018 年 12 月 

〇通信部会（CG）の審議結果を基に、上記「〇」の暫定的な MASS の定義及び自動化のレベル Degree one

～four（MSC100/20 P15,MSC100/WP.8 ANNEX1）、RSE の作業方法及びスケジュール等の検討方

法（MSC100/20 P15,MSC100/WP.8 ANNEX3）が決定された。 

〇ISWG/MASS/1 を 2019 年 9 月に開催することで合意した（MSC100/20 P15,MSC100/WP.8 AN-

NEX1）。 

〇RSE 作業スケジュール等について 

▶第一段階 

有志国が分担して 2019 年 9 月頃(ISWG/MASS/1)までに MASS の運航を妨げる、もしくは修正・確認

が必要となり得る IMO 規則の特定（A～D）を自動化レベルごとに行う。 

A:当該規定が、MASS に適用され、MASS の運航を妨げるもの。 

B：当該規定が、MASS に適用されるが、MASS の運航を妨げず、措置を必要としない。 

C：当該規定が、MASS に適用されるが、MASS の運航を妨げない。ただし改定又は明確化が必要である

可能性、及び/または齟齬が含まれている可能性がある。 

D：当該規定が、MASS に適用されない。 

（※テンプレート：MSC100/WP.8 APPENDIX 2 MSC１０１/WP.8 ANNEX1） 

▶第二段階 

2020 年5月に開催予定の MSC102までに特定した IMO 規則の改定、新規策定等の具体的な方策を、

特に人的要素、技術、運用上の要因を考慮し分析・決定を行う。 

 
 

している。 

一方で、技術の信頼性向上やコスト削減、地域ごとの法制度・規制対応は依然課題である。国によって警備船

の同伴義務の有無などルールが異なるため、運用の効率化には国際的なルール整備が欠かせない。また、完全

な自律運航はまだ実現しておらず、現段階では人的介入を前提とした遠隔運用が主流である。 

フグロは今後も技術革新に加え、ビジネスモデルや法制度の整備を進め、無人運航技術を海洋産業の標準に

していくことを目指す。国内外のパートナーや規制当局と協力し、安全かつ効率的で環境負荷の少ない海洋作業

の未来を創造していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fugro 社の USV（Nick Simmons 氏の発表スライドより） 

 

 

４ ICMASS-2025 について 

自動運航船の技術開発等に関する動向調査として、ドイツ（ハンブルグ）で開催された自動運航船技術シンポ

ジウム（Autonomous Ship Technology Symposium 2024）に出席し、各国・各企業の開発状況に関す

る最新の動向を調査した（2024 年６月 18 日～20 日）。 

詳細は別紙参照のこと。 

 

 

５ これまでの MASS に関する IMO（MSC）における主な審議結果概要 

（１）第 98 回海上安全委員会（MSC98）2017 年 6 月 

〇2020 年を目標完了年として、MASS（Maritime Autonomous Surface Ship）の安全に関する検討

（RSE）を開始することが合意された(MSC98/23 P78)。 
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（２）第 99 回海上安全委員会（MSC99）2018 年 6 月 

〇MASS の実現するために必要となる現行基準の改定や新たな基準の策定等の検討（RSE:Regulatory 

Scoping Exercise）を進めるために、暫定的な MASS の定義及び自動化のレベルが下記の通り定義さ

れた（MSC99/22,MSC99/WP.9 ANNEX1）。 

また、自動化レベルに応じて改定等が必要となる国際的なルールについて検討するため、MSC100 までに

CG を設置し、検討を進めることについて合意した。 

〇MASS は「様々な程度で人間の相互作用から独立して操作できる船舶」が暫定案として定義された。 

〇自動化のレベルについて、以下の 4 つが暫定案として定義された。 

▶自動化プロセス及び意思決定支援船:Degree one MSC100 にて修正 

幾つかの作業は自動的に行われることもあるが、搭載されたシステムや機能を操作又は制御するために

船員が乗船している。 

▶遠隔操縦船（船員の乗船あり）:Degree two MSC100 にて修正 

船員は乗船しているが、船の制御や操作は別の場所から行われる。 

▶遠隔操縦船（船員の乗船なし）:Degree three MSC100 にて修正 

船員は乗船しておらず、船の制御や操作は別の場所から行われる。 

▶完全自動化船:Degree fourMSC100 にて修正 

船の運航システムにより判断と行動決定が可能。 

 

（３）第 100 回海上安全委員会（MSC100）2018 年 12 月 

〇通信部会（CG）の審議結果を基に、上記「〇」の暫定的な MASS の定義及び自動化のレベル Degree one

～four（MSC100/20 P15,MSC100/WP.8 ANNEX1）、RSE の作業方法及びスケジュール等の検討方

法（MSC100/20 P15,MSC100/WP.8 ANNEX3）が決定された。 

〇ISWG/MASS/1 を 2019 年 9 月に開催することで合意した（MSC100/20 P15,MSC100/WP.8 AN-

NEX1）。 

〇RSE 作業スケジュール等について 

▶第一段階 

有志国が分担して 2019 年 9 月頃(ISWG/MASS/1)までに MASS の運航を妨げる、もしくは修正・確認

が必要となり得る IMO 規則の特定（A～D）を自動化レベルごとに行う。 

A:当該規定が、MASS に適用され、MASS の運航を妨げるもの。 

B：当該規定が、MASS に適用されるが、MASS の運航を妨げず、措置を必要としない。 

C：当該規定が、MASS に適用されるが、MASS の運航を妨げない。ただし改定又は明確化が必要である

可能性、及び/または齟齬が含まれている可能性がある。 

D：当該規定が、MASS に適用されない。 

（※テンプレート：MSC100/WP.8 APPENDIX 2 MSC１０１/WP.8 ANNEX1） 

▶第二段階 

2020 年5月に開催予定の MSC102までに特定した IMO 規則の改定、新規策定等の具体的な方策を、

特に人的要素、技術、運用上の要因を考慮し分析・決定を行う。 

 
 

している。 

一方で、技術の信頼性向上やコスト削減、地域ごとの法制度・規制対応は依然課題である。国によって警備船

の同伴義務の有無などルールが異なるため、運用の効率化には国際的なルール整備が欠かせない。また、完全

な自律運航はまだ実現しておらず、現段階では人的介入を前提とした遠隔運用が主流である。 

フグロは今後も技術革新に加え、ビジネスモデルや法制度の整備を進め、無人運航技術を海洋産業の標準に

していくことを目指す。国内外のパートナーや規制当局と協力し、安全かつ効率的で環境負荷の少ない海洋作業

の未来を創造していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fugro 社の USV（Nick Simmons 氏の発表スライドより） 

 

 

４ ICMASS-2025 について 

自動運航船の技術開発等に関する動向調査として、ドイツ（ハンブルグ）で開催された自動運航船技術シンポ

ジウム（Autonomous Ship Technology Symposium 2024）に出席し、各国・各企業の開発状況に関す

る最新の動向を調査した（2024 年６月 18 日～20 日）。 

詳細は別紙参照のこと。 

 

 

５ これまでの MASS に関する IMO（MSC）における主な審議結果概要 

（１）第 98 回海上安全委員会（MSC98）2017 年 6 月 

〇2020 年を目標完了年として、MASS（Maritime Autonomous Surface Ship）の安全に関する検討

（RSE）を開始することが合意された(MSC98/23 P78)。 
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（５）第 103 回海上安全委員会（MSC103）2021 年 5 月 

〇各条約等のうち、新たに改定や解釈の整理が必要となるものが特定され、今後の作業の優先検討事項（課

題）として、以下のものが合意された（MAS103/WP.8 P13 Table6）。 

▶「目標に基づく MASS コード」の立案について 

⇒MASS の運用を国際規制に適合させるため、新たに「MASS コード」などの文書を策定し、それを既存の

IMO 条約（例: SOLAS 条約）に統合・改正することで義務化を図るについて 

▶MASS の定義について 

⇒定義および／または程度の改定の必要性を検討し、改定が必要と判断された場合は、定義および／また

は程度に合意する 

▶IMO の規制枠組みにおける MASS 運航に関する専門用語について 

⇒専門用語の補足の必要性を検討し、必要と判断されれば、その専門用語に合意する 

▶MASS 運航と IMO の規制枠組みとの関連で、優先順位の高い共通の相違点（齟齬）と課題（船長、船員、

責任者の意味、リモートコントロールステーション/センター、船員の役割を担う遠隔操船者）について 

⇒優先度の高い共通の相違点（齟齬）とテーマの検討すること 

▶非義務的コード（non-mandatory）の策定について 

⇒MASS の運航にかかるガイドラインの策定の検討すること 

〇IMO の規制の枠組みに MASS を導入する最善の方法として、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 に沿って、「目

標に基づく MASS のコード」を策定することで合意した（MSC103/WP.8 P4,5）。 

〇MSC102 に提出された RSE 結果を「Result of the regulatory scoping exercise for the use 

of MASS 」 MSC.1/Circ. １ ６ ３ ８ と し て 承 認 さ れ た （ MSC103/WP.11 ） 。 ( ※ LEG.1/Circ11 

FAL.5/Circ49) 

 

（６）第 104 回海上安全委員会（MSC104） 2021 年 10 月 

〇MSC105 にて詳細な検討のため、MSC104 で提出された文書や MSC.1/Circ.１６３８等を考慮し、作業

範囲、段階、予定、他の IMO 機関との作業調整を含む MASS コード策定にかかるロードマップを作成する

ことで合意した（MSC104/18 P37）。 

〇MASS コード策定にかかるロードマップには、2022 年から 2023 年の間の 2 年計画を含み、MSC105

においては、2025 年を完了目標とする「目標に基づく MASS コード」を、新たな議題（目標）とすることに

合意した（MSC104/18 P38）。 

〇上記「目標に基づく MASS コード」に関して、共通認識を得るために、MASS コード策定にかかるロードマ

ップを策定することが第 1 段階ということに合意した（MSC104/18 P38）。 

〇MASS の義務的コード（mandatory）の策定が最終目標と合意した（MSC104/18 P38）。 

〇MSC105 において WG を再設置し、上記ロードマップの最終等を実施することで合意した

（MSC104/18 P38）。 

 

（７）第 10５回海上安全委員会（MSC10５）2022 年 4 月 

 
 

Ⅰ：条約等で用意されている同等性の利用または解釈の作成 

Ⅱ：現行規則の改定が必要 

Ⅲ：新たな規則が必要 

Ⅳ：分析の結果、上記のいずれにも該当しない（改定等不要） 

（※テンプレート：ISWG/MASS/1 ANNEX1：2019 年 9 月） 

 

（４）第 101 回海上安全委員会（MSC101）2019 年 6 月 

〇MASS の実証試験を安全に実施するための操船者の資格、適切な通信手段の確立などを定めた暫定ガイ

ドライン(MSC.1/Circ.1604)が合意された(MSC101/24 P27 MSC108/WP.8 ANNEX3)。 

〇有志国より RSE の第一段階の進捗状況等の共有があるとともに ISWG に向けた結果報告の方法が決定さ

れた(MSC101/WP.8 ANNEX1)。 

〇ISWG/MASS/1(2019 年 9 月)にて、上記有志国作成の RSE の第一段階の結果を検討し、第二段階の検

討を開始にむけた必要な措置をとることに合意したことを MSC で承認した(MSC101/WP.8 P4)。 

〇GBS（目標を定めた上で、その目標を達成するための各種技術基準を体系的に構築する目標指向型基準）の

考えに基づいて、規則基準を策定するためのガイドライン（MSC.1/Circ.1394/Rev.2）の承認がされた。

（MSC１０１/24 P29 MSC101/WP.8 MSC106/19）。 

※船舶構造強度を例にして記載。 

▶TierⅠ（Goal：目標） 

最も高いレベルの目標を設定し、安全性、環境保護、セキュリティなどの広範な目的を定義している。 

例：「船舶は、その寿命を通じて構造的に安全かつ環境に配慮した状態を維持すべきである」 

▶TierⅡ（Function requirements：機能要件） 

TierI の目標を達成するために必要な機能的な基準を定義している。 

例：「船舶構造は、予想される全ての海象条件下で十分な強度を有すべきである」 

▶TierⅢ（Verification of conformity：適合検証） 

Tier II の機能要件が満たされていることを検証するための具体的な基準を提供している。 

例：「船舶の構造強度は、国際的に認められた構造解析手法を用いて評価されるべきである」 

▶TierⅣ（Rules and regulations for ships：船級規則） 

Tier III の検証基準を満たすための具体的な方法や手順を提供している。 

例：「構造解析は、IMO が承認した指針に従って実施されるべきである」 

▶TierⅤ（Industry practices and standards：業界慣行と基準） 

具体的な技術仕様、詳細な手順、業界で認められた方法論などを提供している。 

例：「船級協会のルールブックに基づいた詳細な構造設計基準を適用すべきである」 

各Tierは相互に関連しており、このような階層構造（抽象的な安全目標から始まり、段階的により具体的な要

件へと展開されることで）により、安全性や環境保護などの高次の目標から、具体的な技術要件まで、一貫性

のある規制フレームワークが実現される。 
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（５）第 103 回海上安全委員会（MSC103）2021 年 5 月 

〇各条約等のうち、新たに改定や解釈の整理が必要となるものが特定され、今後の作業の優先検討事項（課

題）として、以下のものが合意された（MAS103/WP.8 P13 Table6）。 

▶「目標に基づく MASS コード」の立案について 

⇒MASS の運用を国際規制に適合させるため、新たに「MASS コード」などの文書を策定し、それを既存の

IMO 条約（例: SOLAS 条約）に統合・改正することで義務化を図るについて 

▶MASS の定義について 

⇒定義および／または程度の改定の必要性を検討し、改定が必要と判断された場合は、定義および／また

は程度に合意する 

▶IMO の規制枠組みにおける MASS 運航に関する専門用語について 

⇒専門用語の補足の必要性を検討し、必要と判断されれば、その専門用語に合意する 

▶MASS 運航と IMO の規制枠組みとの関連で、優先順位の高い共通の相違点（齟齬）と課題（船長、船員、

責任者の意味、リモートコントロールステーション/センター、船員の役割を担う遠隔操船者）について 

⇒優先度の高い共通の相違点（齟齬）とテーマの検討すること 

▶非義務的コード（non-mandatory）の策定について 

⇒MASS の運航にかかるガイドラインの策定の検討すること 

〇IMO の規制の枠組みに MASS を導入する最善の方法として、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 に沿って、「目

標に基づく MASS のコード」を策定することで合意した（MSC103/WP.8 P4,5）。 

〇MSC102 に提出された RSE 結果を「Result of the regulatory scoping exercise for the use 

of MASS 」 MSC.1/Circ. １ ６ ３ ８ と し て 承 認 さ れ た （ MSC103/WP.11 ） 。 ( ※ LEG.1/Circ11 

FAL.5/Circ49) 

 

（６）第 104 回海上安全委員会（MSC104） 2021 年 10 月 

〇MSC105 にて詳細な検討のため、MSC104 で提出された文書や MSC.1/Circ.１６３８等を考慮し、作業

範囲、段階、予定、他の IMO 機関との作業調整を含む MASS コード策定にかかるロードマップを作成する

ことで合意した（MSC104/18 P37）。 

〇MASS コード策定にかかるロードマップには、2022 年から 2023 年の間の 2 年計画を含み、MSC105

においては、2025 年を完了目標とする「目標に基づく MASS コード」を、新たな議題（目標）とすることに

合意した（MSC104/18 P38）。 

〇上記「目標に基づく MASS コード」に関して、共通認識を得るために、MASS コード策定にかかるロードマ

ップを策定することが第 1 段階ということに合意した（MSC104/18 P38）。 

〇MASS の義務的コード（mandatory）の策定が最終目標と合意した（MSC104/18 P38）。 

〇MSC105 において WG を再設置し、上記ロードマップの最終等を実施することで合意した

（MSC104/18 P38）。 

 

（７）第 10５回海上安全委員会（MSC10５）2022 年 4 月 

 
 

Ⅰ：条約等で用意されている同等性の利用または解釈の作成 

Ⅱ：現行規則の改定が必要 

Ⅲ：新たな規則が必要 

Ⅳ：分析の結果、上記のいずれにも該当しない（改定等不要） 

（※テンプレート：ISWG/MASS/1 ANNEX1：2019 年 9 月） 

 

（４）第 101 回海上安全委員会（MSC101）2019 年 6 月 

〇MASS の実証試験を安全に実施するための操船者の資格、適切な通信手段の確立などを定めた暫定ガイ

ドライン(MSC.1/Circ.1604)が合意された(MSC101/24 P27 MSC108/WP.8 ANNEX3)。 

〇有志国より RSE の第一段階の進捗状況等の共有があるとともに ISWG に向けた結果報告の方法が決定さ

れた(MSC101/WP.8 ANNEX1)。 

〇ISWG/MASS/1(2019 年 9 月)にて、上記有志国作成の RSE の第一段階の結果を検討し、第二段階の検

討を開始にむけた必要な措置をとることに合意したことを MSC で承認した(MSC101/WP.8 P4)。 

〇GBS（目標を定めた上で、その目標を達成するための各種技術基準を体系的に構築する目標指向型基準）の

考えに基づいて、規則基準を策定するためのガイドライン（MSC.1/Circ.1394/Rev.2）の承認がされた。

（MSC１０１/24 P29 MSC101/WP.8 MSC106/19）。 

※船舶構造強度を例にして記載。 

▶TierⅠ（Goal：目標） 

最も高いレベルの目標を設定し、安全性、環境保護、セキュリティなどの広範な目的を定義している。 

例：「船舶は、その寿命を通じて構造的に安全かつ環境に配慮した状態を維持すべきである」 

▶TierⅡ（Function requirements：機能要件） 

TierI の目標を達成するために必要な機能的な基準を定義している。 

例：「船舶構造は、予想される全ての海象条件下で十分な強度を有すべきである」 

▶TierⅢ（Verification of conformity：適合検証） 

Tier II の機能要件が満たされていることを検証するための具体的な基準を提供している。 

例：「船舶の構造強度は、国際的に認められた構造解析手法を用いて評価されるべきである」 

▶TierⅣ（Rules and regulations for ships：船級規則） 

Tier III の検証基準を満たすための具体的な方法や手順を提供している。 

例：「構造解析は、IMO が承認した指針に従って実施されるべきである」 

▶TierⅤ（Industry practices and standards：業界慣行と基準） 

具体的な技術仕様、詳細な手順、業界で認められた方法論などを提供している。 

例：「船級協会のルールブックに基づいた詳細な構造設計基準を適用すべきである」 

各Tierは相互に関連しており、このような階層構造（抽象的な安全目標から始まり、段階的により具体的な要

件へと展開されることで）により、安全性や環境保護などの高次の目標から、具体的な技術要件まで、一貫性

のある規制フレームワークが実現される。 
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「Part3 Navigation」のセクションを担当することとなった（MSC106/19 P26 MSC106/WP.8 P6 

ANNEX3） 

〇IMO 各種文書における規定事項の代替/同等承認のためのガイドライン（MSC.1/Circ.1455）を MASS

に適用するのは修正が必要という意見も出た（MSC106/WP.8 P3）。 

 

（９）第 10７回海上安全委員会（MSC10７）2023 年 6 月 

〇MSC106/WP.8 ANNEX2 について、GBS（Goal-based standards）作業部会にて検討、現段階での

修正は時期尚早であるが、将来的に改定の余地はあるという意見を考慮し、MASS コードの策定には

MSC.1/Circ.1394/Rev.2 を活用することで合意した（MSC107/20 P37,47 MSC107/WP.9 

P46）。 

※上記 ANNEX2 は、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 で定められた一般的なゴールベース基準の開発手法を、

MASS という新しい分野に具体的にどう適用するかを示したもの。 

〇MASS の非強制コード草案の構成等（MSC107/5 Par5～35 及び ANNEX1：CG 提案文書）に原則合意

した（MSC107/20 P38 ）。 

〇MASS コード策定にかかるロードマップを更新、MASS の強制コード発行日は 2028 年 1 月 1 日を維持

す る が 、採 択 予 定 を MSC110 から MSC111（ 2026 年 上 半 期 ） に 変 更 す るこ と で 合 意 し た

（MSC107/20 P47 MSC107/WP.9 P14 ANNEX4）。 

〇「OE:operational envelope」及び「ConOps: concept of operation」の暫定定義に合意した

（MSC107/20 P47,48 MSC107/WP.9ANNEX1）。 

〇COLREG(Convention on the International Regulations for Preventing Collisions at 

Sea,1972/IMO)第 5 章「Look-out」に関して、視覚や聴覚といった人的要素が含められていることで、

改定の必要性について検討されたが、ＣＯＬＲＥＧは、「人」ではなく「船舶」に言及していることから、改定の

必要性はないこと、ＭＡＳＳコードをＣＯＬＲＥＧに適用させる必要があることに合意した（ＭＳＣ107/20 

P47,49 MSC107/WP.9 P13）。なお、参考ではあるが、号鐘及びどらの使用に関するもののような一

部の規定については修正が考慮され得る余地がある旨が表明されている（MSC107/20 P99）。 

〇リスクアセスメントに関して、IMO 各種文書における規定事項の代替/同等承認のためのガイドライン

（MSC.1/Circ.1455）を考慮し MASS コード策定することに合意した（MSＣ107/20 P47, 

MSC107/WP.9 P7 非強制 MASS コード（案）PART7 に記載あり）。 

〇MASS-JWG２（2023 年 4 月）からの報告事項（下記）が原則合意された（抜粋）（MSC107/20 

P42,43）。 

▶1 隻の MASS において、責任を持つ 1 名の「船長」が存在する必要があること。 

▶一定の条件下では、複数の「船長」が 1 単位航海において MASS に責任を持つことが可能であるが、条件

については今後検討されること。 

▶MASS の乗組員の役割について検討するのは時期尚早であり、MASS-JWG3 で今後検討されること。 

▶「ROC」の用語とその定義について原則合意するが、今後も MSC で検討されること。 

▶「ROC」にいる「船長」は、一定の条件下で複数の MASS の責任を負うことができるが、今後も MSC で

 
 

〇MASS の義務的コード策定の着手に先立ち、非義務的コードを策定することに合意（MSC105/20 

P40）。 

〇非義務的コードは、最初に貨物船を対象とするが、一方で旅客船を対象とする詳細規定を検討することを

念頭に、旅客船への適用の評価も行うことに合意した（MSC105/20 P40 高速船への適用について

（MSC108 で検討予定）：MSC107/20 P47）。 

〇非義務的コードは、MSC１０９（2024 年下半期）承認・発効し、義務的コードは、2028 年 1 月 1 日の発効

に向けて MSC110（2025 年上半期）採択することに合意した（MSC105/20 P42 MSC105/WP.8 

ANNEX1）。 

〇今後の修正も含め MASS コード策定にかかるロードマップを承認した（MSC105/20Add.2 ANNEX 

28 MSC105/WP.8 ANNEX1）。 

〇MASS の MSC、FAL、LEG 合同作業部会（JWG）の設置に合意（MSC105/20 P42 MSC105/WP.8 

ANNEX2）。 

〇MASS コード策定の検討を継続する目的でコレスポンデンスグループを設置し、結果について MSC107

に提出することで合意した（MSC105/20 P43 MSC105/WP.8 ANNEX3）。 

 

（８）第 106 回海上安全委員会（MSC106）2022 年 11 月 

〇MASS の MSC、FAL、LEG 合同作業部会（JWG）を年に 2 回開催すること（第 128 回理事会（2023 年

7 月）の承認が条件）（MSC106/19 P24）。 

〇MASS コード策定にかかるロードマップを更新（MSC106/19Add.1）。 

〇MASS コードの草案構成の策定の合意（MSC106/19 P26 MSC106/WP.8 P３ ANNEX1）。 

〇MASS コードに MSC.1/Circ.1394/Rev.2 を適用することで合意しことを確認するとともに、どのように

MASS コードに取り入れるかを検討し、以下を合意した（MSC106/19 P26 MSC106/WP.8 P4）。 

▶MASS コードは既存の IMO 文書を補完することを意図していることを考慮し、特に SOLAS との重複を

回避されるべき 

▶TierⅢについては、さらに検討すべき 

▶TierⅣ策定には時間を要し、また MSC109 までに完成しない懸念もあることから、MASS コードは、

TierⅠ,Ⅱを中心的に策定されるべき 

▶人的因子の検討に、MSC-MEPC.1/Circ.5/Rev.3 ANNEX5 を考慮すること 

〇今後 MSC.1/Circ.1394/Rev.2 について必要に応じ更新するため、MSC107 において GBS 作業部会を

再設置することにも合意した（MSC106/19 P27）。 

〇MASS コードの FR（functional requirements）策定手順例として、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 及び

MSC.1/Circ.１６３８を補完し MASS コードの明確性と一貫性を持たせるため、MSC106/WP.8 AN-

NEX2 を策定、MSC107 GBS 作業部会で審議し妥当であれば、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 を更新する

ことで合意した（MSC106/WP.8 P5,6）。 

〇MASS コード策定のために膨大な量の作業が必要であることを認識し、複数の加盟国と国際機関が

MASS コード案の策定を有志で支援することとなり、日本は他国/他機関等とともに MASS コード
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「Part3 Navigation」のセクションを担当することとなった（MSC106/19 P26 MSC106/WP.8 P6 

ANNEX3） 

〇IMO 各種文書における規定事項の代替/同等承認のためのガイドライン（MSC.1/Circ.1455）を MASS

に適用するのは修正が必要という意見も出た（MSC106/WP.8 P3）。 

 

（９）第 10７回海上安全委員会（MSC10７）2023 年 6 月 

〇MSC106/WP.8 ANNEX2 について、GBS（Goal-based standards）作業部会にて検討、現段階での

修正は時期尚早であるが、将来的に改定の余地はあるという意見を考慮し、MASS コードの策定には

MSC.1/Circ.1394/Rev.2 を活用することで合意した（MSC107/20 P37,47 MSC107/WP.9 

P46）。 

※上記 ANNEX2 は、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 で定められた一般的なゴールベース基準の開発手法を、

MASS という新しい分野に具体的にどう適用するかを示したもの。 

〇MASS の非強制コード草案の構成等（MSC107/5 Par5～35 及び ANNEX1：CG 提案文書）に原則合意

した（MSC107/20 P38 ）。 

〇MASS コード策定にかかるロードマップを更新、MASS の強制コード発行日は 2028 年 1 月 1 日を維持

す る が 、採 択 予 定 を MSC110 から MSC111 （ 2026 年 上 半 期 ） に 変 更 す るこ と で 合 意 し た

（MSC107/20 P47 MSC107/WP.9 P14 ANNEX4）。 

〇「OE:operational envelope」及び「ConOps: concept of operation」の暫定定義に合意した

（MSC107/20 P47,48 MSC107/WP.9ANNEX1）。 

〇COLREG(Convention on the International Regulations for Preventing Collisions at 

Sea,1972/IMO)第 5 章「Look-out」に関して、視覚や聴覚といった人的要素が含められていることで、

改定の必要性について検討されたが、ＣＯＬＲＥＧは、「人」ではなく「船舶」に言及していることから、改定の

必要性はないこと、ＭＡＳＳコードをＣＯＬＲＥＧに適用させる必要があることに合意した（ＭＳＣ107/20 

P47,49 MSC107/WP.9 P13）。なお、参考ではあるが、号鐘及びどらの使用に関するもののような一

部の規定については修正が考慮され得る余地がある旨が表明されている（MSC107/20 P99）。 

〇リスクアセスメントに関して、IMO 各種文書における規定事項の代替/同等承認のためのガイドライン

（MSC.1/Circ.1455）を考慮し MASS コード策定することに合意した（MSＣ107/20 P47, 

MSC107/WP.9 P7 非強制 MASS コード（案）PART7 に記載あり）。 

〇MASS-JWG２（2023 年 4 月）からの報告事項（下記）が原則合意された（抜粋）（MSC107/20 

P42,43）。 

▶1 隻の MASS において、責任を持つ 1 名の「船長」が存在する必要があること。 

▶一定の条件下では、複数の「船長」が 1 単位航海において MASS に責任を持つことが可能であるが、条件

については今後検討されること。 

▶MASS の乗組員の役割について検討するのは時期尚早であり、MASS-JWG3 で今後検討されること。 

▶「ROC」の用語とその定義について原則合意するが、今後も MSC で検討されること。 

▶「ROC」にいる「船長」は、一定の条件下で複数の MASS の責任を負うことができるが、今後も MSC で

 
 

〇MASS の義務的コード策定の着手に先立ち、非義務的コードを策定することに合意（MSC105/20 

P40）。 

〇非義務的コードは、最初に貨物船を対象とするが、一方で旅客船を対象とする詳細規定を検討することを

念頭に、旅客船への適用の評価も行うことに合意した（MSC105/20 P40 高速船への適用について

（MSC108 で検討予定）：MSC107/20 P47）。 

〇非義務的コードは、MSC１０９（2024 年下半期）承認・発効し、義務的コードは、2028 年 1 月 1 日の発効

に向けて MSC110（2025 年上半期）採択することに合意した（MSC105/20 P42 MSC105/WP.8 

ANNEX1）。 

〇今後の修正も含め MASS コード策定にかかるロードマップを承認した（MSC105/20Add.2 ANNEX 

28 MSC105/WP.8 ANNEX1）。 

〇MASS の MSC、FAL、LEG 合同作業部会（JWG）の設置に合意（MSC105/20 P42 MSC105/WP.8 

ANNEX2）。 

〇MASS コード策定の検討を継続する目的でコレスポンデンスグループを設置し、結果について MSC107

に提出することで合意した（MSC105/20 P43 MSC105/WP.8 ANNEX3）。 

 

（８）第 106 回海上安全委員会（MSC106）2022 年 11 月 

〇MASS の MSC、FAL、LEG 合同作業部会（JWG）を年に 2 回開催すること（第 128 回理事会（2023 年

7 月）の承認が条件）（MSC106/19 P24）。 

〇MASS コード策定にかかるロードマップを更新（MSC106/19Add.1）。 

〇MASS コードの草案構成の策定の合意（MSC106/19 P26 MSC106/WP.8 P３ ANNEX1）。 

〇MASS コードに MSC.1/Circ.1394/Rev.2 を適用することで合意しことを確認するとともに、どのように

MASS コードに取り入れるかを検討し、以下を合意した（MSC106/19 P26 MSC106/WP.8 P4）。 

▶MASS コードは既存の IMO 文書を補完することを意図していることを考慮し、特に SOLAS との重複を

回避されるべき 

▶TierⅢについては、さらに検討すべき 

▶TierⅣ策定には時間を要し、また MSC109 までに完成しない懸念もあることから、MASS コードは、

TierⅠ,Ⅱを中心的に策定されるべき 

▶人的因子の検討に、MSC-MEPC.1/Circ.5/Rev.3 ANNEX5 を考慮すること 

〇今後 MSC.1/Circ.1394/Rev.2 について必要に応じ更新するため、MSC107 において GBS 作業部会を

再設置することにも合意した（MSC106/19 P27）。 

〇MASS コードの FR（functional requirements）策定手順例として、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 及び

MSC.1/Circ.１６３８を補完し MASS コードの明確性と一貫性を持たせるため、MSC106/WP.8 AN-

NEX2 を策定、MSC107 GBS 作業部会で審議し妥当であれば、MSC.1/Circ.1394/Rev.2 を更新する

ことで合意した（MSC106/WP.8 P5,6）。 

〇MASS コード策定のために膨大な量の作業が必要であることを認識し、複数の加盟国と国際機関が

MASS コード案の策定を有志で支援することとなり、日本は他国/他機関等とともに MASS コード
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▶MASS コード PART３の最終化をすること。 

▶時間を考慮し MASS コード PART２の一部の項目を最終化すること。 

▶上記 2 項目について GBS 専門家と調整を実施すること。 

▶ISWG での報告書を MSC109 に提出すること。 

〇CG の再設置（付託事項詳細：MSC108/WP.7_ANNEX3 に記載）。付託事項概要は以下のとおり。 

▶MASS コード PART２の一部の項目を最終化すること。 

▶安全性評価（HAZID）を報告書に記載すること。  

▶CG での内容を ISWG3 及び MSC109 に口頭報告すること。 

▶CG での報告書を MSC110 に提出すること。 

〇MASS-JWG3/WP.1 について検討し承認した（詳細 WP.１ 4.30）。 

〇COLREG 関係 

COLREG に関して、一部の国から、Fallback に陥る状況自体が COLREG に遵守している状況ではな

いのではないかという意見があった。これに対し遵守するための機能等の意見がなされ、それ以上の審議

はなされなかった（なお MSC１０８/4/７の審議は未実施）。 

 

(1１)第 10９回海上安全委員会（MSC10９） 2024 年１２月  

本会議及び同 WG１（MASS 関係）において以下のとおり審議された。 

〇第 7 章について 

「heavy weather」の用語使用維持、「methodology」への統一、「MASS Form Factor」という用

語を使用しないことなど、具体的な用語の統一や定義について詳細な審議が行われた。また、AI を含むソ

フトウェアアプリケーションの危険性やサイバーインシデントに関する要件についても審議され、「サイバー

インシデント、ソフトウェアアプリケーションの障害」として分けて記載することで原則合意に至った。 

〇第 18 章について 

遠隔操作に特化した要件として PART3 に残すことが決定され、全ての MASS に ROC を義務付ける

べきではないという意見が支持された。マスターは船上にいる可能性もあり、CHAPTER12（接続性）と

の親和性は認められたものの、非義務的コードの段階では PART3 に残すことで合意された。また、

CHAPTER18.2.3 に関する審議では、見張り要件について STCW 脚注追記等の修正がなされ、全体と

して原則合意に至った。 

〇第 12 章について 

船舶と ROC 間の通信に限定することで合意され、接続性のインフラと性能に関する承認要件、データ交

換の分類と優先順位付け、リアルタイムの監視に関する要件などが規定された。特に、接続確保の方法につ

いて柔軟性を持たせるための修正や、サービス品質（Quality of Service）に関する要件の明確化、デー

タの完全性に関する要件など、具体的な技術要件が定められ、全体として原則合意に至った。 

〇第 23 章について 

MASS の救助能力や具体的な要件について審議が継続しており、保留となった。特に、運航海域や船舶

の大きさによって求められる救助能力が異なるべきという意見や、MASS の高性能な検知・通信技術を活

 
 

検討されること。 

▶一度に 1 つの MASS に責任を持てるのは、１つの「ROC」のみ。 

▶「ROC」の要件は今後も検討されること。 

▶「リモートオペレーター」の定義について原則合意するが、今後も MSC で検討されること。 

 

(1０)第 108 回海上安全委員会（MSC108）2024 年 5 月  

MSC１０８/4 関連については、WP.３に沿って審議が実施された(結果：MSC108/WP.1)。WG１におい

ては、MSC108/J/5 に沿って審議が実施された（結果：MSC１０８/WP.7）。 

〇MSC 108/4/14 提案文書（非義務的 MASS コード（案）の「審査」関係する CHAPTER の集約（再構築））

に関し、MSC１０８/WP.7ANNEX１に合意した。 

〇TierⅢ（Verification of conformity：適合検証）に関する事項を PART2 に新章として設けることは、

MSC.1/Circ.1394/Rev.2 に留意し、「必要はない」として合意した。 

〇非義務的 MASS コードの適用船舶に高速船を含めるかどうかの審議について、MASS コード案に、除外

規定として、貨物高速船、政府が所有または運航する船舶、主管庁が基本規則に不適合と判断する船舶を

追記した。（今後 MASS コードを策定していくうえで変更はありうる） 

〇MASS の安全運航の責任は 、ISM 会社にあることに合意した。しかし、ROC の安全運航管理のための、

ISM コード認証制度を補完的代替制度として取り入れることに関しては、更なる検討の必要性があるとい

うことで、ROM（Remote Operation Management） の概念は留意事項とされた。 

〇船長の役割、特に他の船員が乗船している場合に船長が乗船すべきかどうかの審議について、船長は乗船

者の安全を確保し、船長の権限を行使するために乗船する必要があるとの意見で一致したが、一部の国よ

り、特定の運用形態（mode of operation）を除外するものであるとの見解を示され、審議の結果、

CHAPTER15_HUMAN ELEMENT_15.2.4 項を角括弧付き（［］）で残すことで合意した。 

〇非義務的コード採択後、MASS 試行中の暗闇の中で単独の見張りとなる OOW に関する文書 MSC 

107/5/5(ドイツ他)および MSC/ISWG/MASS 2/6(リベリア)の提案文書を優先的に検討するよう

HTW 小委員会に指示するよう、委員会に求めることに合意した。なお ANS 等について、NCSR で検討す

ることに関しても、非義務的コード採択後ということで合意した。 

〇MASS コードの各 PART の整合性を担保するため GBS 専門家の MASS コード策定に今後関与してい

くこと、各 PART において安全性評価（HazID）の共有すること、関連する小委員会の関与は、非義務的

MASS コード策定後に求めること上記（６）関連が合意された。 

なお、MSC より MEPC に対して、MASS の取り扱いをその管轄下にある規則や指針の観点から検討する

よう求めた（MSC108/20 P36）。 

〇MASS コード策定ロードマップについて、非義務的コードの策定（最終化）・採択は MSC109（2024 年）

から MSC110（2025 年）に、義務的コードは遅くとも 2030 年（2025 年から）までに採択し、施行（発

行）は 2032 年（2026 年から）として合意した(MAS108/WP.7_ANNEX2)。 

〇MASS-ISWG3 を 2024 年 9 月９～13 日で開催する（付託事項詳細：ＭＳＣ１０/WP.7_ANNEX4 に記

載）。付託事項概要は以下のとおり。 
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▶MASS コード PART３の最終化をすること。 

▶時間を考慮し MASS コード PART２の一部の項目を最終化すること。 

▶上記 2 項目について GBS 専門家と調整を実施すること。 

▶ISWG での報告書を MSC109 に提出すること。 

〇CG の再設置（付託事項詳細：MSC108/WP.7_ANNEX3 に記載）。付託事項概要は以下のとおり。 

▶MASS コード PART２の一部の項目を最終化すること。 

▶安全性評価（HAZID）を報告書に記載すること。  

▶CG での内容を ISWG3 及び MSC109 に口頭報告すること。 

▶CG での報告書を MSC110 に提出すること。 

〇MASS-JWG3/WP.1 について検討し承認した（詳細 WP.１ 4.30）。 

〇COLREG 関係 

COLREG に関して、一部の国から、Fallback に陥る状況自体が COLREG に遵守している状況ではな

いのではないかという意見があった。これに対し遵守するための機能等の意見がなされ、それ以上の審議

はなされなかった（なお MSC１０８/4/７の審議は未実施）。 

 

(1１)第 10９回海上安全委員会（MSC10９） 2024 年１２月  

本会議及び同 WG１（MASS 関係）において以下のとおり審議された。 

〇第 7 章について 

「heavy weather」の用語使用維持、「methodology」への統一、「MASS Form Factor」という用

語を使用しないことなど、具体的な用語の統一や定義について詳細な審議が行われた。また、AI を含むソ

フトウェアアプリケーションの危険性やサイバーインシデントに関する要件についても審議され、「サイバー

インシデント、ソフトウェアアプリケーションの障害」として分けて記載することで原則合意に至った。 

〇第 18 章について 

遠隔操作に特化した要件として PART3 に残すことが決定され、全ての MASS に ROC を義務付ける

べきではないという意見が支持された。マスターは船上にいる可能性もあり、CHAPTER12（接続性）と

の親和性は認められたものの、非義務的コードの段階では PART3 に残すことで合意された。また、

CHAPTER18.2.3 に関する審議では、見張り要件について STCW 脚注追記等の修正がなされ、全体と

して原則合意に至った。 

〇第 12 章について 

船舶と ROC 間の通信に限定することで合意され、接続性のインフラと性能に関する承認要件、データ交

換の分類と優先順位付け、リアルタイムの監視に関する要件などが規定された。特に、接続確保の方法につ

いて柔軟性を持たせるための修正や、サービス品質（Quality of Service）に関する要件の明確化、デー

タの完全性に関する要件など、具体的な技術要件が定められ、全体として原則合意に至った。 

〇第 23 章について 

MASS の救助能力や具体的な要件について審議が継続しており、保留となった。特に、運航海域や船舶

の大きさによって求められる救助能力が異なるべきという意見や、MASS の高性能な検知・通信技術を活

 
 

検討されること。 

▶一度に 1 つの MASS に責任を持てるのは、１つの「ROC」のみ。 

▶「ROC」の要件は今後も検討されること。 

▶「リモートオペレーター」の定義について原則合意するが、今後も MSC で検討されること。 

 

(1０)第 108 回海上安全委員会（MSC108）2024 年 5 月  

MSC１０８/4 関連については、WP.３に沿って審議が実施された(結果：MSC108/WP.1)。WG１におい

ては、MSC108/J/5 に沿って審議が実施された（結果：MSC１０８/WP.7）。 

〇MSC 108/4/14 提案文書（非義務的 MASS コード（案）の「審査」関係する CHAPTER の集約（再構築））

に関し、MSC１０８/WP.7ANNEX１に合意した。 

〇TierⅢ（Verification of conformity：適合検証）に関する事項を PART2 に新章として設けることは、

MSC.1/Circ.1394/Rev.2 に留意し、「必要はない」として合意した。 

〇非義務的 MASS コードの適用船舶に高速船を含めるかどうかの審議について、MASS コード案に、除外

規定として、貨物高速船、政府が所有または運航する船舶、主管庁が基本規則に不適合と判断する船舶を

追記した。（今後 MASS コードを策定していくうえで変更はありうる） 

〇MASS の安全運航の責任は 、ISM 会社にあることに合意した。しかし、ROC の安全運航管理のための、

ISM コード認証制度を補完的代替制度として取り入れることに関しては、更なる検討の必要性があるとい

うことで、ROM（Remote Operation Management） の概念は留意事項とされた。 

〇船長の役割、特に他の船員が乗船している場合に船長が乗船すべきかどうかの審議について、船長は乗船

者の安全を確保し、船長の権限を行使するために乗船する必要があるとの意見で一致したが、一部の国よ

り、特定の運用形態（mode of operation）を除外するものであるとの見解を示され、審議の結果、

CHAPTER15_HUMAN ELEMENT_15.2.4 項を角括弧付き（［］）で残すことで合意した。 

〇非義務的コード採択後、MASS 試行中の暗闇の中で単独の見張りとなる OOW に関する文書 MSC 

107/5/5(ドイツ他)および MSC/ISWG/MASS 2/6(リベリア)の提案文書を優先的に検討するよう

HTW 小委員会に指示するよう、委員会に求めることに合意した。なお ANS 等について、NCSR で検討す

ることに関しても、非義務的コード採択後ということで合意した。 

〇MASS コードの各 PART の整合性を担保するため GBS 専門家の MASS コード策定に今後関与してい

くこと、各 PART において安全性評価（HazID）の共有すること、関連する小委員会の関与は、非義務的

MASS コード策定後に求めること上記（６）関連が合意された。 

なお、MSC より MEPC に対して、MASS の取り扱いをその管轄下にある規則や指針の観点から検討する

よう求めた（MSC108/20 P36）。 

〇MASS コード策定ロードマップについて、非義務的コードの策定（最終化）・採択は MSC109（2024 年）

から MSC110（2025 年）に、義務的コードは遅くとも 2030 年（2025 年から）までに採択し、施行（発

行）は 2032 年（2026 年から）として合意した(MAS108/WP.7_ANNEX2)。 

〇MASS-ISWG3 を 2024 年 9 月９～13 日で開催する（付託事項詳細：ＭＳＣ１０/WP.7_ANNEX4 に記

載）。付託事項概要は以下のとおり。 

163



 
 

MASS の運用目的を維持した包括的な見直しの可能性を含めた審議を行うことを目指して、規制スコーピ

ング演習（RSE）の第 2 ステップを開始することに合意した。 

 

（２）MASS-JWG１(2022 年 9 月)について 

MASS の運用に関連する規制課題について、MASS マスター、MASS クルー、リモートオペレーターの役割・

責任の定義等、安全基準に関する審議を実施した。 

〇MASS マスターの役割と責任について 

MASS マスターは、船上またはリモート環境において、航行の安全、環境保護、秩序維持、貨物および乗員

の保護を含む船舶運行全般の責任を負い、「資格」ではなく「能力と要件」という広義の概念を基準にその役

割を定義することで合意した。 

〇MASS クルーの役割と責任について 

MASS クルーは船上クルーおよびリモートクルーで構成され、リモートクルーは MASS マスターの指示を

受けて船舶の運行を支援し、船の自律レベルに応じた責任分担や要件を設ける必要があることに合意した。 

〇ROC 等の役割と定義について 

リモートオペレーターは、船主および MASS マスターの指示の下で船の遠隔操作を行い、航行管理を含む

全般的な運行補助に責任を持ち、STCW 条約に基づく資格要件や訓練プログラムの策定が必要であるこ

とに合意した。また、リモートコントロールステーション（remote control station）は、船外に設置され

SOLAS 条約に基づく安全要件を満たし、船橋と同等の機能を持つシステムとして定義することで合意した。 

 

（３）MASS-JWG２(2023 年 4 月)について 

MASS の運航における法的、技術的、運用上の課題を審議し、特に MASS マスターの役割と責任、MASS ク

ルーの資格要件、遠隔操作センター（ROC）の定義と責務、ならびに ROC が旗国外に設置される場合の法的

問題について審議した。 

〇MASS マスターの役割と責任について 

MASS には、運航モードや自律性のレベルに関係なく、人間の船長が責任を負うべきであり、船長が船上

にいる必要はない場合もあるが、必要に応じて介入できる手段を確保することで合意した。また、単一航海

中に複数の船長が交代で責任を引き継ぐことを認めつつ、いかなる時点でも一人の船長が責任を負うべき

であることにも合意した。さらに、船長が複数の MASS を同時に担当することは、特定の条件下では認め

るが、緊急時や混雑した海域ではそのような運用を制限する必要があるという点に合意した。 

〇MASS クルーの役割と責任について 

MASS クルーには従来の STCW 条約に基づく資格が求められるとともに、新技術やデジタル環境での作

業への適応が必要であるため、追加の訓練やスキルの習得が必要になる場合があることに合意した。また、

クルーが乗船クルーと遠隔クルーのいずれかに該当する場合があり、各役割と責任の明確化が今後の審議

で求められることも確認した。 

〇ROC 等の役割と定義について 

ROC は MASS の一部または全ての機能を操作可能な遠隔拠点として定義し、その運用条件や責任移行

 
 

かした救助能力の向上を目指すべきという意見が出された。全ての船舶に対する救助義務の基本原則を

維持しつつ、MASS の特性を考慮した実践的なアプローチを採用する方向性が示された。 

〇第 28 章について 

第 28 章については、緊急時対応管理が必要であるとしながらも、既に第 8 章および 11 でカバーでき

ているとの意見が多く出された。韓国と ICA が安全性の観点から必要性を主張したが、日本、クウェート、

ノルウェー、カナダ、イタリア、UAE などから削除すべきとの意見が出された。結果として、第 28 章は削除

することが決定されたが、他の章への影響も考慮し、特に第 11 章への内容の統合について、CG でさらな

る検討を行うことになった。 

〇ロードマップについて 

非義務的コードの最終化と採択の目標が MSC110 から MSC111 に変更され、その間に少なくとも 1

回の ISWG を設けることが決定された。小委員会への関与については、非義務的コード採択後の

MSC111 においてレビューのみを依頼することとなり、コード策定への直接的な参加は見送られた。また、

EBP（経験蓄積期間）については 4 年程度の期間が想定され、この期間中および小委員会のレビュー結果

は、将来の義務的コード策定時に考慮されることに至った。 

 

( 1 2 )その他 

〇MSC-MEPC.2/Circ.12/Rev.2: IMO 規則策定プロセスにおける安全性評価（FSA）のガイドラインで

あり、GBS ガイドライン：MSC.1/Circ.1394/Rev.2 策定時引用したもの（MSC106/WP.8 P5）。 

 

 

５ これまでの MASS-JWG、MSC/ISWG/MASS 審議結果概要 

（１）MSC/ISWG/MASS 1（2021 年 9 月）について 

MASS の規制枠組みを見直すための規制スコーピング演習（RSE）の第 1 ステップの結果を検討し、第 2 ス

テップの開始について審議した。 

〇SOLAS 関係 

SOLAS 条約において、手動操作やアラーム対応、火災安全、救命設備、無線通信、航行の安全、陸上要員

の役割、リモートコントロールセンターの機能、極域での運用など、MASS の導入に伴う潜在的な課題やギ

ャップを特定し、これらに対応するための規制枠組みを検討する RSE（規制スコーピング演習）の第 2 ステ

ップを開始することに合意した。 

〇STCW 関係 

STCW 条約において、MASS の運用に関連するリモートオペレーターの地位や責任、船員訓練基準

（STCW-F1995）の見直しを含む潜在的な課題を特定し、これらに対応するための規制枠組みを検討する

RSE（規制スコーピング演習）の第 2 ステップを開始することに合意した。 

〇COLREG 関係 

COLREG において、「適切な見張り」や「良好な船舶操縦」などの人間中心の用語や、MASS の運用におけ

る適用性を評価するための潜在的な課題を特定し、これらを解決するために規則の適合性を検討しつつ、
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MASS の運用目的を維持した包括的な見直しの可能性を含めた審議を行うことを目指して、規制スコーピ

ング演習（RSE）の第 2 ステップを開始することに合意した。 

 

（２）MASS-JWG１(2022 年 9 月)について 

MASS の運用に関連する規制課題について、MASS マスター、MASS クルー、リモートオペレーターの役割・

責任の定義等、安全基準に関する審議を実施した。 

〇MASS マスターの役割と責任について 

MASS マスターは、船上またはリモート環境において、航行の安全、環境保護、秩序維持、貨物および乗員

の保護を含む船舶運行全般の責任を負い、「資格」ではなく「能力と要件」という広義の概念を基準にその役

割を定義することで合意した。 

〇MASS クルーの役割と責任について 

MASS クルーは船上クルーおよびリモートクルーで構成され、リモートクルーは MASS マスターの指示を

受けて船舶の運行を支援し、船の自律レベルに応じた責任分担や要件を設ける必要があることに合意した。 

〇ROC 等の役割と定義について 

リモートオペレーターは、船主および MASS マスターの指示の下で船の遠隔操作を行い、航行管理を含む

全般的な運行補助に責任を持ち、STCW 条約に基づく資格要件や訓練プログラムの策定が必要であるこ

とに合意した。また、リモートコントロールステーション（remote control station）は、船外に設置され

SOLAS 条約に基づく安全要件を満たし、船橋と同等の機能を持つシステムとして定義することで合意した。 

 

（３）MASS-JWG２(2023 年 4 月)について 

MASS の運航における法的、技術的、運用上の課題を審議し、特に MASS マスターの役割と責任、MASS ク

ルーの資格要件、遠隔操作センター（ROC）の定義と責務、ならびに ROC が旗国外に設置される場合の法的

問題について審議した。 

〇MASS マスターの役割と責任について 

MASS には、運航モードや自律性のレベルに関係なく、人間の船長が責任を負うべきであり、船長が船上

にいる必要はない場合もあるが、必要に応じて介入できる手段を確保することで合意した。また、単一航海

中に複数の船長が交代で責任を引き継ぐことを認めつつ、いかなる時点でも一人の船長が責任を負うべき

であることにも合意した。さらに、船長が複数の MASS を同時に担当することは、特定の条件下では認め

るが、緊急時や混雑した海域ではそのような運用を制限する必要があるという点に合意した。 

〇MASS クルーの役割と責任について 

MASS クルーには従来の STCW 条約に基づく資格が求められるとともに、新技術やデジタル環境での作

業への適応が必要であるため、追加の訓練やスキルの習得が必要になる場合があることに合意した。また、

クルーが乗船クルーと遠隔クルーのいずれかに該当する場合があり、各役割と責任の明確化が今後の審議

で求められることも確認した。 

〇ROC 等の役割と定義について 

ROC は MASS の一部または全ての機能を操作可能な遠隔拠点として定義し、その運用条件や責任移行

 
 

かした救助能力の向上を目指すべきという意見が出された。全ての船舶に対する救助義務の基本原則を

維持しつつ、MASS の特性を考慮した実践的なアプローチを採用する方向性が示された。 

〇第 28 章について 

第 28 章については、緊急時対応管理が必要であるとしながらも、既に第 8 章および 11 でカバーでき

ているとの意見が多く出された。韓国と ICA が安全性の観点から必要性を主張したが、日本、クウェート、

ノルウェー、カナダ、イタリア、UAE などから削除すべきとの意見が出された。結果として、第 28 章は削除

することが決定されたが、他の章への影響も考慮し、特に第 11 章への内容の統合について、CG でさらな

る検討を行うことになった。 

〇ロードマップについて 

非義務的コードの最終化と採択の目標が MSC110 から MSC111 に変更され、その間に少なくとも 1

回の ISWG を設けることが決定された。小委員会への関与については、非義務的コード採択後の

MSC111 においてレビューのみを依頼することとなり、コード策定への直接的な参加は見送られた。また、

EBP（経験蓄積期間）については 4 年程度の期間が想定され、この期間中および小委員会のレビュー結果

は、将来の義務的コード策定時に考慮されることに至った。 

 

( 1 2 )その他 

〇MSC-MEPC.2/Circ.12/Rev.2: IMO 規則策定プロセスにおける安全性評価（FSA）のガイドラインで

あり、GBS ガイドライン：MSC.1/Circ.1394/Rev.2 策定時引用したもの（MSC106/WP.8 P5）。 

 

 

５ これまでの MASS-JWG、MSC/ISWG/MASS 審議結果概要 

（１）MSC/ISWG/MASS 1（2021 年 9 月）について 

MASS の規制枠組みを見直すための規制スコーピング演習（RSE）の第 1 ステップの結果を検討し、第 2 ス

テップの開始について審議した。 

〇SOLAS 関係 

SOLAS 条約において、手動操作やアラーム対応、火災安全、救命設備、無線通信、航行の安全、陸上要員

の役割、リモートコントロールセンターの機能、極域での運用など、MASS の導入に伴う潜在的な課題やギ

ャップを特定し、これらに対応するための規制枠組みを検討する RSE（規制スコーピング演習）の第 2 ステ

ップを開始することに合意した。 

〇STCW 関係 

STCW 条約において、MASS の運用に関連するリモートオペレーターの地位や責任、船員訓練基準

（STCW-F1995）の見直しを含む潜在的な課題を特定し、これらに対応するための規制枠組みを検討する

RSE（規制スコーピング演習）の第 2 ステップを開始することに合意した。 

〇COLREG 関係 

COLREG において、「適切な見張り」や「良好な船舶操縦」などの人間中心の用語や、MASS の運用におけ

る適用性を評価するための潜在的な課題を特定し、これらを解決するために規則の適合性を検討しつつ、

165



 
 

 

（5）MASS-JWG3(2024 年 5 月) 

IMO 第 3 回自動運航船合同作業部会（MASS-JWG3）にリモート出席した。審議については、MASS‐

JWG3/J/2 等に沿って実施された(結果：MASS-JWG 3/WP.1)。審議結果概要は以下のとおり。 

〇MASS-JWG３/3/1(中国) 

①MASS の船上証明書及び書類の必要性について（提案文書 Para12） 

MASS や ROC に求められる船上証明書・書類の必要性について、Port State Control 手順

書の ANNEX12 に記載される証明書類の保持要件や無人 MASS での人の活動に関する記録の

免除検討、及び電子形式での証明書の使用・受け入れについて明確化を図ることを検討すべき事項

に関して審議が行われた。 

各国代表団からは、どのような証明書になるかは、今後検討が必要である意見（ロシア）、提案文書に

原則同意する意見（韓国、ベルギー）、MSC で検討すべきという意見（日本、UAE）があった。 

結果としては、ＦＡＬで更に検討するよう勧告することで合意した。 

②MASS 運航に関する情報等は、IMO の「円滑化及び電子ビジネスに関する要綱（Compendium on 

Facilitation and Electronic Business）」に導入されるべき(提案文書 Para13)、及び 

MASS の出入港・停泊に際して、行政機関が船主に求める事項（MASS の運航に関する新たな情報やデ

ータ）について(提案文書 Para8） 

MASS の入出港・停泊時に行政機関が求める情報として、MASS の運航概念や ROC の基本情報を

General Declaration やクルーリストに追加すること、及びこれらのデータ要素を IMO の Com-

pendium on Facilitation and Electronic Business に含めることについて審議した。 

各国代表団からは、MASS を運用している ROC 等の情報（データ）量が過多になるのではないかという

懸念や、運航に必要な情報だけを提供すべき等の意見があった。 

結果としては、FAL で検討することに合意した。 

③MASS は、港湾管理（PSC）検査のために、証明書、文書、場合によってはその他の関連するシステム記

録を含む情報を提供する必要について（提案文書 Para14） 

港湾管理（PSC）検査のために、証明書や文書、システム記録を含む情報へのアクセス方法について、特

に無人 MASS の場合における ROC からの情報提供方法や電子的な記録へのアクセス方法を含めた具

体的な検査手順について審議した。 

結果としては、MSC で更に検討するよう勧告することで合意した。 

〇MASS-JWG3/3/3（リベリア、韓国、アラブ首長国）JWG3/3/1 一部含む 

リベリアより MASS の通信ネットワークガバナンスについて審議し、GMDSS 基準の適用検討や

99.9%通信信頼性確保、専用周波数帯の必要性を提案することについて概要説明がされた。 

各国代表団からは、ネットワークガバナンスの重要性について各国の認識はあるとともに MSC や ITU

で検討すべき意見、当該内容について提案文書がすでに MSC108 に提出（MSC108/4/12）されている

ため、MSC で検討すべき意見が多数あった（日本、バングラディシュ、UAE、ロシア、韓国、USA、中国、デ

ンマーク等）。 

 
 

の基準について、今後詳細を審議することで合意した。また、遠隔オペレーターは ROC から MASS を操作

する資格のある人物として定義し、特に資格要件や操作上の責任について、今後さらに具体化することに

合意した。 

ROC が旗国の外に設置される場合、UNCLOS の要件を満たす手法を検討し、これに関連する法的課題を

FAL でさらに審議することに合意した。 

 

（４）MSC/ISWG/MASS 2（2023 年 10 月）について 

2023 年 10 月、ロンドンで開催された IMO 第 2 回自動運航船会期間作業部会（MSC/ISWG/MASS 

2）では、自動運航船（MASS）に関するコードの策定に向けて審議が行われた。全体として、この会議では多く

の項目で Correspondence Group（CG）での更なる検討が必要とされた。 

〇会議では、MASS コードの適用基準について、船舶のサイズではなく機能に基づいて設定することで合意し

た。具体的な文言については、今後 Correspondence Group（CG）で審議されることになり、SOLAS

規則への言及に関しては、GBS 専門家を加え、必要に応じてアドバイスを受けることが決定された。 

〇技術的詳細レベルの記載については、Tier II の Expected Performance（EP）まで策定することが確

認され、CG で作業を進めることに合意した。用語及び定義に関しては、Operational context、Con-

cept of Operation（ConOps）、Operational Envelope（OE）、Fallback state などについて審

議が行われたが、多くの項目で CG での更なる検討が必要と判断された。 

〇MASS（リモートコントロールセンター：ROC を含む）の検査・認証については、シンプルな形態を考えるべ

きとの意見が大勢を占め、基本原則をまとめて報告書に記載することで合意した。旗国外のROC に対する

監督に関しては、ISM コードのアプローチを用い、安全管理面と技術的要件面で分離して検討することが

合意され、具体的なテキストは CG で審議されることになった。 

〇MASS の認証（既存船との同等な安全性確保）について、ノルウェーより、MSC.1/Circ.1455（代替設計

ガイドライン）に「同等の安全レベルを実証するために、代替設計及び/又は同等設計が満たすべき必須船舶

機能の機能要件及び性能基準を設定すべきである」と規定しており、代替設計及び／又は同等設計のリス

ク分析を実施し、MASS コードにも Circ.1455 を基にした同等性評価アプローチの可能性があるのでは

な い か （ ISWG/MASS2/3/4 ） と い う 発 言 が あ り 、 MSC.1/Circ.1455 の 主 要 原 則 に 基 づ き 、

Circ.1455 の枠組みを基礎としながら、MASS の特性に合わせた承認プロセスの文言を追加することに

合意した（MSC/ISWG/MASS2/WP.1 MASS コード（案）PART6 に記載あり）。MASS コードに記載す

る文言については、同国の提案をベースに CG で検討を進めることになるとともに、他の義務的文書（LL、

STCW など）のカバー状況について審議が行われ、GBS 専門家によるレビューを並行して実施することで

合意した。 

関連事項として、MSC108 において、同等性について MASS コード（案）に記載すべきか審議され

MASS には適切でないとの意見が出されたため、当グループは、在来船に期待される安全水準と併せて

「同等」という用語をMASSコード案に盛り込まないことで合意した（MSC108/20、MSC108/WP.7）。 

〇Network governance に関しては、通信の重要性には意見が一致したものの、具体的な取り扱いについ

ては MSC での検討が必要とされた。結果は上記 MSC108 に記載。 
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（5）MASS-JWG3(2024 年 5 月) 

IMO 第 3 回自動運航船合同作業部会（MASS-JWG3）にリモート出席した。審議については、MASS‐

JWG3/J/2 等に沿って実施された(結果：MASS-JWG 3/WP.1)。審議結果概要は以下のとおり。 

〇MASS-JWG３/3/1(中国) 

①MASS の船上証明書及び書類の必要性について（提案文書 Para12） 

MASS や ROC に求められる船上証明書・書類の必要性について、Port State Control 手順

書の ANNEX12 に記載される証明書類の保持要件や無人 MASS での人の活動に関する記録の

免除検討、及び電子形式での証明書の使用・受け入れについて明確化を図ることを検討すべき事項

に関して審議が行われた。 

各国代表団からは、どのような証明書になるかは、今後検討が必要である意見（ロシア）、提案文書に

原則同意する意見（韓国、ベルギー）、MSC で検討すべきという意見（日本、UAE）があった。 

結果としては、ＦＡＬで更に検討するよう勧告することで合意した。 

②MASS 運航に関する情報等は、IMO の「円滑化及び電子ビジネスに関する要綱（Compendium on 

Facilitation and Electronic Business）」に導入されるべき(提案文書 Para13)、及び 

MASS の出入港・停泊に際して、行政機関が船主に求める事項（MASS の運航に関する新たな情報やデ

ータ）について(提案文書 Para8） 

MASS の入出港・停泊時に行政機関が求める情報として、MASS の運航概念や ROC の基本情報を

General Declaration やクルーリストに追加すること、及びこれらのデータ要素を IMO の Com-

pendium on Facilitation and Electronic Business に含めることについて審議した。 

各国代表団からは、MASS を運用している ROC 等の情報（データ）量が過多になるのではないかという

懸念や、運航に必要な情報だけを提供すべき等の意見があった。 

結果としては、FAL で検討することに合意した。 

③MASS は、港湾管理（PSC）検査のために、証明書、文書、場合によってはその他の関連するシステム記

録を含む情報を提供する必要について（提案文書 Para14） 

港湾管理（PSC）検査のために、証明書や文書、システム記録を含む情報へのアクセス方法について、特

に無人 MASS の場合における ROC からの情報提供方法や電子的な記録へのアクセス方法を含めた具

体的な検査手順について審議した。 

結果としては、MSC で更に検討するよう勧告することで合意した。 

〇MASS-JWG3/3/3（リベリア、韓国、アラブ首長国）JWG3/3/1 一部含む 

リベリアより MASS の通信ネットワークガバナンスについて審議し、GMDSS 基準の適用検討や

99.9%通信信頼性確保、専用周波数帯の必要性を提案することについて概要説明がされた。 

各国代表団からは、ネットワークガバナンスの重要性について各国の認識はあるとともに MSC や ITU

で検討すべき意見、当該内容について提案文書がすでに MSC108 に提出（MSC108/4/12）されている

ため、MSC で検討すべき意見が多数あった（日本、バングラディシュ、UAE、ロシア、韓国、USA、中国、デ

ンマーク等）。 

 
 

の基準について、今後詳細を審議することで合意した。また、遠隔オペレーターは ROC から MASS を操作

する資格のある人物として定義し、特に資格要件や操作上の責任について、今後さらに具体化することに

合意した。 

ROC が旗国の外に設置される場合、UNCLOS の要件を満たす手法を検討し、これに関連する法的課題を

FAL でさらに審議することに合意した。 

 

（４）MSC/ISWG/MASS 2（2023 年 10 月）について 

2023 年 10 月、ロンドンで開催された IMO 第 2 回自動運航船会期間作業部会（MSC/ISWG/MASS 

2）では、自動運航船（MASS）に関するコードの策定に向けて審議が行われた。全体として、この会議では多く

の項目で Correspondence Group（CG）での更なる検討が必要とされた。 

〇会議では、MASS コードの適用基準について、船舶のサイズではなく機能に基づいて設定することで合意し

た。具体的な文言については、今後 Correspondence Group（CG）で審議されることになり、SOLAS

規則への言及に関しては、GBS 専門家を加え、必要に応じてアドバイスを受けることが決定された。 

〇技術的詳細レベルの記載については、Tier II の Expected Performance（EP）まで策定することが確

認され、CG で作業を進めることに合意した。用語及び定義に関しては、Operational context、Con-

cept of Operation（ConOps）、Operational Envelope（OE）、Fallback state などについて審

議が行われたが、多くの項目で CG での更なる検討が必要と判断された。 

〇MASS（リモートコントロールセンター：ROC を含む）の検査・認証については、シンプルな形態を考えるべ

きとの意見が大勢を占め、基本原則をまとめて報告書に記載することで合意した。旗国外のROC に対する

監督に関しては、ISM コードのアプローチを用い、安全管理面と技術的要件面で分離して検討することが

合意され、具体的なテキストは CG で審議されることになった。 

〇MASS の認証（既存船との同等な安全性確保）について、ノルウェーより、MSC.1/Circ.1455（代替設計

ガイドライン）に「同等の安全レベルを実証するために、代替設計及び/又は同等設計が満たすべき必須船舶

機能の機能要件及び性能基準を設定すべきである」と規定しており、代替設計及び／又は同等設計のリス

ク分析を実施し、MASS コードにも Circ.1455 を基にした同等性評価アプローチの可能性があるのでは

な い か （ ISWG/MASS2/3/4 ） と い う 発 言 が あ り 、 MSC.1/Circ.1455 の 主 要 原 則 に 基 づ き 、

Circ.1455 の枠組みを基礎としながら、MASS の特性に合わせた承認プロセスの文言を追加することに

合意した（MSC/ISWG/MASS2/WP.1 MASS コード（案）PART6 に記載あり）。MASS コードに記載す

る文言については、同国の提案をベースに CG で検討を進めることになるとともに、他の義務的文書（LL、

STCW など）のカバー状況について審議が行われ、GBS 専門家によるレビューを並行して実施することで

合意した。 

関連事項として、MSC108 において、同等性について MASS コード（案）に記載すべきか審議され

MASS には適切でないとの意見が出されたため、当グループは、在来船に期待される安全水準と併せて

「同等」という用語をMASSコード案に盛り込まないことで合意した（MSC108/20、MSC108/WP.7）。 

〇Network governance に関しては、通信の重要性には意見が一致したものの、具体的な取り扱いについ

ては MSC での検討が必要とされた。結果は上記 MSC108 に記載。 
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①MASS マスターの役割と責任について 

MASS-JWG2にて運航形態や自動化レベルに関わらず、運航に責任を持つ自然人の船長が必要とい

うこと等合意されたことに関して議長より説明がなされた。 

各国代表団からは、MASS マスターについて各論を説明する意見（マーシャル）、MASS マスターは遠

隔で存在する意見（リベリア）、JWG２報告書 Para１４に当該問題について審議した経緯の説明（ドイツ）、

MASS マスターについては技術的な側面も考慮する必要性（デンマーク）等意見が出た。 

また、MASS マスターの職務は委任できるが、責任については委任できないという意見（IFSMA、UAE、

日本、ドイツ、ポーランド）や、MASS マスターの職務は委任でき、MASS マスターの所在場所は移動で

きる（デンマーク、UK、ITF）意見があった。また MASS マスターの職務については、MASS コードのヒ

ューマンエレメントでも記載があるので留意する意見（ITF）もあった。 

結果として、委任の条件等明確にすると共に MASS マスターの特定の職務や機能的部分は委任でき

るが、責任については委任できないことで、各委員会に報告する旨合意した。 

②①について ROC に MASS マスターがおり、MASS にクルーがいる場合について 

各国代表団からは、船舶に人が乗っている場合は MSC で審議すべき（IFSMA）、MASS と ROC が

接続しているのであれば、一種の船長がいることになるのではないかという意見や接続性が失われた場

合、MASSマスターの委任に困難が生じるという意見、また、MASSとROC 間の接続が失われた場合、

MASS マスターの資格を有する者が MASS いる場合などバックアップ体制があると良いという意見（デ

ンマーク、インドネシア、CMI）があった。 

結果としてＭＳＣで検討すべきということで合意した。 

〇次回 MASS-JWG4 について 

次回開催日について決めない意見（デンマーク、リベリア）、年に最大 2 回開催できることに留意し、各委

員会の要請次第ではないかとする意見（デンマーク、UAE）、IMO の他の委員回答の繁忙性を考えると開

催は難しいものの、予定だけ組んで、キャンセルする方向性もあるのではという意見（IFSAM）、早くても

2025 年後半もしくは 2026 年、いずれにしろ早めに計画はすべき意見（デンマーク、ノルウェー）があっ

た。 

結果として、予定は決めず各委員会からの要請に応じることで合意した。 

〇その他 

・MASS-JWG3/WP.2 について 

合同作業グループが、MASS マスターの役割や責任を評価するため、国連海洋法条約（UNCLOS）、

SOLAS 条約、ISM コードなどの関連法規を整理し、船長の義務や裁量権が他者に委譲可能かを検討す

るための参考資料として作成されたもの 

 

（６）MSC/ISWG/MASS3（2024 年 9 月） 

MSC１０８からの付託事項である MASS コード PART３CHAPTER１７、２０、２３及び同 CHAPTER に

関係する部分のみ MSC/ISWG/MASS3/3（ノルウェー）、3/3/1（IHO）、３/3/2（日本等）、３/3/3（UK）

を審議した。 

 
 

結果としては、MASS と ROC 間の接続が失われた場合の技術的検討は MSC で、法的側面は LEG で

行うこととなった。 

〇MASS-JWG３/3/2（日本） 

UNCLOS や ISM コードを基盤に、旗国が自国領域外に設置された遠隔操作センター（ROC）を監督・認

証する際の法的課題を検討すべきであり、ISM コードでは、旗国が ROC を含む安全管理体制を調査・認証

する枠組みを提供しており、これを MASS コードに適用することで課題を解決する可能性がある。また、

ROC の調査・認証は関係国の同意を前提とすることで主権侵害の懸念を回避できるとされ、MASS コー

ドの非義務的運用時の課題と 2026 年までの強制化に向けた対応について、審議した。 

各国代表団からは、ＬＥＧにおいて ROC の管轄権の問題は出ているが、ＩＭＯ以外でも調整されるべき事

項ではないかとする意見（マーシャル、スペイン、ドイツ、シンガポール、パナマ等）、提案文書に原則合意する

が、ＲＯＣの管轄権についてはさらに明確にすべき意見（中国）、ＩＳＭコードに沿った場合の旗国の実効性に

ついての支障や、旗国とＲＯＣホスト国との協定の必要性についての懸念がある意見（ＩＦＳＭＡ）があった。

また“Ｇｅｎｕｉｎｅ Link“を旗国と ROC ホスト国との協定に留意すべき意見（ITF）に対して、同意しレポート

に note すべき意見（日本、ノルウェー、マーシャル、リベリア）や、LEG で検討すべき意見（UAE、シンガポ

ール）があった。 

結果としては、レポートに note することで合意した。 

※Ｇｅｎｕｉｎｅ Link（真正な関係）：外交的保護権を行使するには個人と国家との間に実効的な結合関係を必要とする考え 

〇MASS-JWG３/3（ロシア） 

MASS の乗組員の能力要件を STCW 条約に基づき検討し、必要に応じて改訂すべきであり。ロシアで

は MASS 対応の訓練を実施し、IMarEST 等が必要能力一覧を提示したことに関して審議をした。 

各国代表団からは、人的要素は MSC で検討し HTW にて検討されるか判断すべきとする意見（UAE、ノ

ルウェー、韓国、日本、ITF）、有益な提供文書であるという意見（中国）があった。また ILO-IMO での検討

も考慮すべき意見（フランス、UK）、MASS の非義務的コード策定（MSC１０９）までに時間を要する意見

（ノルウェー、UAE）があった。 

結果としては、ILO-IMO での共同作業については、まず具体的な提案（提案文書）が IMO に提出され

たのちに IMO および ILO で検討することで合意し、人的要素は HTW にて検討すべきであり、非義務的

コード策定前の審議は時期尚早であることで認識を一致させた。 

〇MASS マスター（MASS 船長）と MASS クルー（MASS 乗員）の役割と責任について 

事務局より、MASS マスターや MASS クルーの役割や責任に関する条約等の該当箇所を列挙した資料

（WP.2）の概要説明が行われた。議長から、この WP.2 は包括的な内容であり、必要に応じて追記を加え

たうえで各委員会に参考資料として送付する意向であることが説明され、日本、UAE、IFSMA から賛同の

意見が出された。 

結果として、WP.2 は RSE の結果とともに、MASS コードの策定における今後の作業の参考資料として有

用であることが合意された。また、WP.2 は JWG3 の報告書の付属書（ANNEX）として記載し、

LEG110/11/3 を考慮したうえで、技術面の審議は MSC で行うことを前提に、各委員会への参考資料と

して送付することとなった。 
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①MASS マスターの役割と責任について 

MASS-JWG2にて運航形態や自動化レベルに関わらず、運航に責任を持つ自然人の船長が必要とい

うこと等合意されたことに関して議長より説明がなされた。 

各国代表団からは、MASS マスターについて各論を説明する意見（マーシャル）、MASS マスターは遠

隔で存在する意見（リベリア）、JWG２報告書 Para１４に当該問題について審議した経緯の説明（ドイツ）、

MASS マスターについては技術的な側面も考慮する必要性（デンマーク）等意見が出た。 

また、MASS マスターの職務は委任できるが、責任については委任できないという意見（IFSMA、UAE、

日本、ドイツ、ポーランド）や、MASS マスターの職務は委任でき、MASS マスターの所在場所は移動で

きる（デンマーク、UK、ITF）意見があった。また MASS マスターの職務については、MASS コードのヒ

ューマンエレメントでも記載があるので留意する意見（ITF）もあった。 

結果として、委任の条件等明確にすると共に MASS マスターの特定の職務や機能的部分は委任でき

るが、責任については委任できないことで、各委員会に報告する旨合意した。 

②①について ROC に MASS マスターがおり、MASS にクルーがいる場合について 

各国代表団からは、船舶に人が乗っている場合は MSC で審議すべき（IFSMA）、MASS と ROC が

接続しているのであれば、一種の船長がいることになるのではないかという意見や接続性が失われた場

合、MASSマスターの委任に困難が生じるという意見、また、MASSとROC 間の接続が失われた場合、

MASS マスターの資格を有する者が MASS いる場合などバックアップ体制があると良いという意見（デ

ンマーク、インドネシア、CMI）があった。 

結果としてＭＳＣで検討すべきということで合意した。 

〇次回 MASS-JWG4 について 

次回開催日について決めない意見（デンマーク、リベリア）、年に最大 2 回開催できることに留意し、各委

員会の要請次第ではないかとする意見（デンマーク、UAE）、IMO の他の委員回答の繁忙性を考えると開

催は難しいものの、予定だけ組んで、キャンセルする方向性もあるのではという意見（IFSAM）、早くても

2025 年後半もしくは 2026 年、いずれにしろ早めに計画はすべき意見（デンマーク、ノルウェー）があっ

た。 

結果として、予定は決めず各委員会からの要請に応じることで合意した。 

〇その他 

・MASS-JWG3/WP.2 について 

合同作業グループが、MASS マスターの役割や責任を評価するため、国連海洋法条約（UNCLOS）、

SOLAS 条約、ISM コードなどの関連法規を整理し、船長の義務や裁量権が他者に委譲可能かを検討す

るための参考資料として作成されたもの 

 

（６）MSC/ISWG/MASS3（2024 年 9 月） 

MSC１０８からの付託事項である MASS コード PART３CHAPTER１７、２０、２３及び同 CHAPTER に

関係する部分のみ MSC/ISWG/MASS3/3（ノルウェー）、3/3/1（IHO）、３/3/2（日本等）、３/3/3（UK）

を審議した。 

 
 

結果としては、MASS と ROC 間の接続が失われた場合の技術的検討は MSC で、法的側面は LEG で

行うこととなった。 

〇MASS-JWG３/3/2（日本） 

UNCLOS や ISM コードを基盤に、旗国が自国領域外に設置された遠隔操作センター（ROC）を監督・認

証する際の法的課題を検討すべきであり、ISM コードでは、旗国が ROC を含む安全管理体制を調査・認証

する枠組みを提供しており、これを MASS コードに適用することで課題を解決する可能性がある。また、

ROC の調査・認証は関係国の同意を前提とすることで主権侵害の懸念を回避できるとされ、MASS コー

ドの非義務的運用時の課題と 2026 年までの強制化に向けた対応について、審議した。 

各国代表団からは、ＬＥＧにおいて ROC の管轄権の問題は出ているが、ＩＭＯ以外でも調整されるべき事

項ではないかとする意見（マーシャル、スペイン、ドイツ、シンガポール、パナマ等）、提案文書に原則合意する

が、ＲＯＣの管轄権についてはさらに明確にすべき意見（中国）、ＩＳＭコードに沿った場合の旗国の実効性に

ついての支障や、旗国とＲＯＣホスト国との協定の必要性についての懸念がある意見（ＩＦＳＭＡ）があった。

また“Ｇｅｎｕｉｎｅ Link“を旗国と ROC ホスト国との協定に留意すべき意見（ITF）に対して、同意しレポート

に note すべき意見（日本、ノルウェー、マーシャル、リベリア）や、LEG で検討すべき意見（UAE、シンガポ

ール）があった。 

結果としては、レポートに note することで合意した。 

※Ｇｅｎｕｉｎｅ Link（真正な関係）：外交的保護権を行使するには個人と国家との間に実効的な結合関係を必要とする考え 

〇MASS-JWG３/3（ロシア） 

MASS の乗組員の能力要件を STCW 条約に基づき検討し、必要に応じて改訂すべきであり。ロシアで

は MASS 対応の訓練を実施し、IMarEST 等が必要能力一覧を提示したことに関して審議をした。 

各国代表団からは、人的要素は MSC で検討し HTW にて検討されるか判断すべきとする意見（UAE、ノ

ルウェー、韓国、日本、ITF）、有益な提供文書であるという意見（中国）があった。また ILO-IMO での検討

も考慮すべき意見（フランス、UK）、MASS の非義務的コード策定（MSC１０９）までに時間を要する意見

（ノルウェー、UAE）があった。 

結果としては、ILO-IMO での共同作業については、まず具体的な提案（提案文書）が IMO に提出され

たのちに IMO および ILO で検討することで合意し、人的要素は HTW にて検討すべきであり、非義務的

コード策定前の審議は時期尚早であることで認識を一致させた。 

〇MASS マスター（MASS 船長）と MASS クルー（MASS 乗員）の役割と責任について 

事務局より、MASS マスターや MASS クルーの役割や責任に関する条約等の該当箇所を列挙した資料

（WP.2）の概要説明が行われた。議長から、この WP.2 は包括的な内容であり、必要に応じて追記を加え

たうえで各委員会に参考資料として送付する意向であることが説明され、日本、UAE、IFSMA から賛同の

意見が出された。 

結果として、WP.2 は RSE の結果とともに、MASS コードの策定における今後の作業の参考資料として有

用であることが合意された。また、WP.2 は JWG3 の報告書の付属書（ANNEX）として記載し、

LEG110/11/3 を考慮したうえで、技術面の審議は MSC で行うことを前提に、各委員会への参考資料と

して送付することとなった。 
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我が国は、MASS コードの策定において主導的な役割を果たすとともに、MEGURI2040 プロジェクトを

通じて世界に先駆けた実証実験及び実際の商用運航を実施するなど、規則と技術の両面で先進的な取り組み

を展開している。 

今後も引き続き、IMO 委員会における審議や国際セミナーでの発表を通じて、自動運航船に関する国際的

な動向を注視していく必要がある。 

  

 
 

〇CHAPTER１７について 

ISWG/MASS3 に提出されていた CHAPTER１７よりも、シンプルな構造となる形で合意が取れたが、

１７．４．５の記録に関する事項については、別の章に移動する可能性について Note され、１7．４の定義を

含む事項については、今後最終化されることが Note された。 

〇COLREG について※（➡改定 MASS コード該当箇所） 

特に COLREG に関しては、CHAPTER１７.2（➡１７．２）及び１７．４．６（➡１７．４．４）に、COLREG の文

言が残る形で合意された。特に１７．４．４の ANS 等の衝突及び、座礁の回避の項目において、COLREG の

重要性を各国認識しており、一部の代表団からは、COLREG は人を前提としており、MASS を前提として

いないので、SOLAS や COLREG の補完的な位置づけの MASS コードではあるが、COLREG という文

言を入れ、明確にすべき意見や、すでに COLREG 等で満たされている事項を記載すべきではない意見、

また good seamanship は、船舶の推進、操舵、および電力システムの安全な操作限界を考慮しており、

good seamanship も検討すべき意見など、活発な審議となった。 

〇CHAPTER20 について 

CAPTER２０において、PART３の適用について審議を実施した。これは PART３の GENERAL におい

て、「各 CHAPTER は完全に適用する必要性はあるが、実装される ConOps 及びまたは MASS の機能

に応じて、承認プロセスの一環として主管庁との合意により特定の章の適用が免除される場合がある」旨

を確認することであり、一部の代表団からは MASS コード（案）記載のとおり（免除される場合がある）とい

った意見（UK、ノルウェー）があった。   

その他、ISWG３の審議の末、CAPTER２０の内容が修正され、20.2.4EP4 について移動される可能

性を残し（note）、合意された。 

〇ロードマップについて 

ISWG の審議等を踏まえ、ノルウェーより MSC１０８のロードマップの見直し（延長）及び今後の ISWG

の開催について意見があった。議長よりＩＳＷＧの審議内容ではなく、MSC の所掌業務であるとの意見が

出されたが、一つの意見としてＩＳＷＧの WP に残すことで合意された。 

 

７ おわりに 

IMO 委員会（MSC）における自動運航船に関するコード策定は、目標指向型基準（GBS）に基づくアプローチ

が採用され、非義務的 MASS コードの各章の記載について人的要素に係わる部分及び第４章（用語と定義）を

除き、ほぼすべての章で最終化がなされた。 

なお、人的要素などにおいては会議の場において、今後のＥＢＰ（経験蓄積期間）を踏まえる必要があることや 

他の IMO 委員会での議論の推移も見守る必要があることなど確認された。そのため、今後も引き続き各国のＥ

ＢＰ（経験蓄積期間）の状況や他の委員会での検討状況についても見守る必要がある。 

技術面では、ＭＡＳＳセミナーやＩＣ－ＭＡＳＳ2025 において、各国の最新の開発動向が報告され、自律航行

システム（ANS）や衝突回避技術において各国が開発を進めている状況が確認されるともに、実証実験の段階

から商用運航に推移し、開発が進んでいる状況が確認できた。 

今後、ＥＢＰ（経験蓄積期間）での実際の経験を踏まえ、加速度的に開発が進むことが予想される。 
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我が国は、MASS コードの策定において主導的な役割を果たすとともに、MEGURI2040 プロジェクトを

通じて世界に先駆けた実証実験及び実際の商用運航を実施するなど、規則と技術の両面で先進的な取り組み

を展開している。 

今後も引き続き、IMO 委員会における審議や国際セミナーでの発表を通じて、自動運航船に関する国際的

な動向を注視していく必要がある。 

  

 
 

〇CHAPTER１７について 

ISWG/MASS3 に提出されていた CHAPTER１７よりも、シンプルな構造となる形で合意が取れたが、

１７．４．５の記録に関する事項については、別の章に移動する可能性について Note され、１7．４の定義を

含む事項については、今後最終化されることが Note された。 

〇COLREG について※（➡改定 MASS コード該当箇所） 

特に COLREG に関しては、CHAPTER１７.2（➡１７．２）及び１７．４．６（➡１７．４．４）に、COLREG の文

言が残る形で合意された。特に１７．４．４の ANS 等の衝突及び、座礁の回避の項目において、COLREG の

重要性を各国認識しており、一部の代表団からは、COLREG は人を前提としており、MASS を前提として

いないので、SOLAS や COLREG の補完的な位置づけの MASS コードではあるが、COLREG という文

言を入れ、明確にすべき意見や、すでに COLREG 等で満たされている事項を記載すべきではない意見、

また good seamanship は、船舶の推進、操舵、および電力システムの安全な操作限界を考慮しており、

good seamanship も検討すべき意見など、活発な審議となった。 

〇CHAPTER20 について 

CAPTER２０において、PART３の適用について審議を実施した。これは PART３の GENERAL におい

て、「各 CHAPTER は完全に適用する必要性はあるが、実装される ConOps 及びまたは MASS の機能

に応じて、承認プロセスの一環として主管庁との合意により特定の章の適用が免除される場合がある」旨

を確認することであり、一部の代表団からは MASS コード（案）記載のとおり（免除される場合がある）とい

った意見（UK、ノルウェー）があった。   

その他、ISWG３の審議の末、CAPTER２０の内容が修正され、20.2.4EP4 について移動される可能

性を残し（note）、合意された。 

〇ロードマップについて 

ISWG の審議等を踏まえ、ノルウェーより MSC１０８のロードマップの見直し（延長）及び今後の ISWG

の開催について意見があった。議長よりＩＳＷＧの審議内容ではなく、MSC の所掌業務であるとの意見が

出されたが、一つの意見としてＩＳＷＧの WP に残すことで合意された。 

 

７ おわりに 

IMO 委員会（MSC）における自動運航船に関するコード策定は、目標指向型基準（GBS）に基づくアプローチ

が採用され、非義務的 MASS コードの各章の記載について人的要素に係わる部分及び第４章（用語と定義）を

除き、ほぼすべての章で最終化がなされた。 

なお、人的要素などにおいては会議の場において、今後のＥＢＰ（経験蓄積期間）を踏まえる必要があることや 

他の IMO 委員会での議論の推移も見守る必要があることなど確認された。そのため、今後も引き続き各国のＥ

ＢＰ（経験蓄積期間）の状況や他の委員会での検討状況についても見守る必要がある。 

技術面では、ＭＡＳＳセミナーやＩＣ－ＭＡＳＳ2025 において、各国の最新の開発動向が報告され、自律航行

システム（ANS）や衝突回避技術において各国が開発を進めている状況が確認されるともに、実証実験の段階

から商用運航に推移し、開発が進んでいる状況が確認できた。 

今後、ＥＢＰ（経験蓄積期間）での実際の経験を踏まえ、加速度的に開発が進むことが予想される。 
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「ICMASS-2025参加報告 自律運航技術の現段階」 

                                                                                  
   日本海難防止協会 ロンドン連絡事務所 所長 立石 良介 

 
◆はじめに 

2025年10月8～9日にドイツ・ハンブルクで開催された「ICMASS-2025」に参加してまいりました。 
近年、海事分野における自律運航船（MASS︓Maritime Autonomous Surface Ships）技

術は、AI・センシング技術の発展、通信インフラの高度化、
さらには各国で進む制度検討を背景に、実用化に向けて
着実に前進しています。一方で、サイバーセキュリティ、人間
要素、データ基盤、責任制度など、技術と制度の両面で検
討すべき課題が依然として存在しており、国際的な議論が
続いています。 

ICMASS （ International Conference on 
Maritime Autonomous Surface Ships）は、自律運
航技術に関する最新の科学的研究と技術開発を中心に、業界と学術機関が一堂に集まり、研究成果
と実装上の課題を議論する国際会議です。2018 年の第 1 回（韓国・釜山）以降、会議はアジアと
ヨーロッパを中心に国際的に巡回して開催されてきました。2019 年ノルウェー・トロンハイム、2020年韓
国・蔚山、2022 年シンガポール、2023 年オランダ・ロッテルダム、2024 年ノルウェー・トロンハイム、今
回が第８回目の開催となります。 

ICMASS-2025 は全91件の研究報告と4 つのパネルセッションを含む構成でした。本報告では、参
加したセッションや資料等をもとに、印象に残ったテーマと示唆を筆者の視点から整理したものです。網羅
性を目的とするものではなく、聴取した研究報告から得られた理解をもとに、自律運航技術の現段階の
一端を紹介させていただきます。 

 
◆自律船舶規制の最新情報（IMO規制動向） 
開会冒頭では、IMO（国際海事機関）における自律運行船に係る検討の経緯と今後の方向性に

ついて、体系的な説明が行われました。 

 海外情報 

国際海洋博物館（ドイツ ハンブルク）前面の運河の様子 

ICMASS-2025 会場 

 
 

（４４） 令和 4 年 4 月 NAVIGATION（特集）

220 号 「自動運航船の実証実験と社会

実装に向けた課題」西村 遥 

（４５） 令和 4 年 4 月 NAVIGATION（特集）

220 号 「自動運航船の登場により船舶

衝突の民事責任の原則は変わるのか」南 

健悟 

（４６） 令和 4 年 4 月 NAVIGATION（特集）

220 号 「自動運航船の運航において求

められる規律」藤本 昌志 

（４７） 下山 憲二「「自動運航船」の導入に伴う沿

岸国の課題」-法執行の観点を中心に- 

（４８） 月報「Captain」第 475 号「No.88 

IFSMA 便り MASS コード」赤塚 宏一 

（４９） 会誌「船長」第 141 号「国際海事機関にお

ける自動運航船に関する議論の動向」-自

動運航船合同作業部会及び法律委員会を

中心に-後藤 元 

（５０） 月報「Captain」第 475 号「No.88 

IMO 便り IMO の動向その他英国から

の近況」土屋 元伸 

（５１） 日本財団 2026 年１月 30 日プレスリリ

ース「世界最先端の自動運航機能を備え 

た 新造定期内航コンテナ船 世界 初 自

動運転レベル 4 相当での 商用運航開始」 
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センターに送信され、そこで操船・監視が行われます。 
2023 年には、バルト海において 3 週間にわたる大規模試験が実施されました。自動航行、衝突回

避、隊列航行、標的追跡など、自律運航の要素技術が総合的に検証されました。通信遅延は概ね 1
秒未満と安定しており、数秒の通信途絶が発生した場合でも航行を維持できたとのことです。操船者か

らは「霧の中を進むようだが、センサーを信頼すれば操船でき
る」との声があり、熟練船長からは「手動では実現困難な精
密な操船が可能になる」との評価が得られました。 
一方で、混雑した海域では数百隻のヨットを同時にレーダ

ーで追跡する必要があり、センサー能力の限界や誤検知防
止が課題として浮き彫りになりました。 
ソラス氏は、遠隔操船は船上操船とは全く異なる体験で

ある点を強調しました。操縦者が「外界の体感情報」を得ら
れない遠隔操縦センター（ROC︓Remote Operation Center）特有の課題であり、視覚・聴覚・
情報処理のみに依存するため、高い作業負荷と状況認識の困難さが生じるとのことです。そのため人間
中心設計、情報管理の最適化が不可欠とされています。 
今後の重点課題としては、通信断時の安全確保（フェイルセーフ機能︓減速・停止・自動回避）、

GPS ジャミング・スプーフィング対策の強化、AI 航法判断の信頼性向上が挙げられています。また、最終
的には「一名の遠隔操船者による複数船の安全運用」を実現するため、状況認識支援と自律判断の
高度化が必要とされています。 
本セッションは、自律運航技術の実用段階の進捗状況と残存課題を具体的に理解できる、有意義

な内容でした。 
 
◆遠隔操縦とヒューマンファクター研究 
ノルウェー科学技術大学のアレクセイ・グッチ氏 によ

り「Situation Awareness by Design（設計によ
る状況認識）︓人間中心型ワークステーションの研
究」と題する報告が行われました。人間と自律システム
の協働設計に焦点を当てた研究成果が紹介されまし
た。 
グッチ氏は、近年発生した 2 つの衝突事故を事例

として挙げました。一つは船長の居眠りによるコンテナ
船の住宅地への衝突事故、もう一つは自律システム
の誤判断によりフェリーが岸壁に衝突した事故です。これらの事例を通じて、「人間だけに依存した運航」
と「完全自律」の両者に伴うリスクを指摘しました。 
その上で、グッチ氏は「人間の強み」と「自律システムの強み」を組み合わせる 「Auto-Teaming（オ

ートチーミング）」の必要性を強調しました。完全無人化ではなく、人間による監視・判断と自律制御を

 

 

自律運航船（MASS）に関する国際的な議論は、2017年頃に IMO の海上安全委員会（MSC）
で開始されました。その後、既存の国際条約（SOLAS、MARPOL、COLREG 等）が自律運航に適
用可能かを評価する「規制スコーピング演習（RSE）」が 2021 年に完了しました。この分析により、多
くの既存規則は MASS にも適用可能である一方で、「船長の責任と役割」「乗組員の位置づけと責任
者」といった横断的で重要な論点が残されていることが明らかになりました。 

これを踏まえて、IMO は 2021 年に、まずは貨物船
を対象とした「非強制MASS コード」の策定に着手しま
した。この非強制コードは、目標指向型（Goal-
based）かつ包括的（Holistic）な構造を持ち、既
存の国際条約を補完する役割を担います。 
今後のスケジュール（最新ロードマップ）として、非

強制コード採択: 2026 年 5月の MSC会議（MSC 
111）で最終化し、採択される予定です。 
また、強制コードの策定・移行として、2026～

2030 年の「経験蓄積フェーズ（EBP︓Experience Building Phase）」で実運用の知見を集め、
2030 年 7月 1日の MSC会議で、拘束力のある国際ルール（強制コード）が採択される予定です。
そして 2032 年 1月 1日までに、その拘束力のある国際ルールが発効される計画です。 
法的整合性については、UNCLOS（国連海洋法条約）との矛盾はないと確認されており、船長は

遠隔地から指揮する形であっても条約上の要件を満たすと解釈されています。STCW条約（船員の訓
練等）については、遠隔操作センター勤務者を「船上勤務と同等」とみなし、必要な訓練要件を今後
拡充していく方針が示されました。 
商用化を見据えた課題としては、通信の信頼性、サイバーセキュリティ、責任と保険制度の確立、およ

び経済的な事業採算性が重要視されています。欧州では、風力発電支援船など小型作業船を対象と
した実証が進行中であり、北海諸国では自律運航の国家間協調を進める North Sea MOU の枠組
みが活用されています（日本海難防止協会ロンドン事務所 欧州海上安全レポート No.25-06「特
集 欧州の無人運航船等導入 PT動向」参照）。 
本セッションから理解できるのは、自律運航技術の進展に際し、国際機関である IMO が 2032年の

発効目標に向けて、いかに制度設計を段階的かつ着実に進めているかという重要なテーマです。 
 
◆自律運航の洞察（国際海域での実証と技術成熟度） 
ドイツ・Anschütz 社のシニア・システムエンジニアである ダニエル・ソラス氏 が、「自律運航の進展︓

統合航法システムに基づく国際海上実証からの知見」と題し、自社が取り組む自律航法システムの開発
状況と国際海域での実証試験の成果を紹介しました。 

Anschütz 社は、大型船向けに開発された統合航法システムを、中小型船・自律船にも対応できる
ように改良・拡張し、複数のプラットフォームで試験を重ねています。各船には光学・赤外線カメラ、ライダ
ー、高分解能レーダー、5G および衛星通信（Starlink）が搭載され、取得データは陸上の遠隔操船
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ヘルマンセン氏は、現在世界で利用されている公衆 5G
ネットワークが、本質的にダウンリンク主体（受信向け）で
設計されており、アップリンク（船舶から陸上への大量データ
送信）を前提としていないことを指摘しました。自律船では、
複数カメラ映像やレーダー・LiDAR データを遠隔操縦センタ
ーへ送信する必要があり、高いアップリンク容量が求められま
す。この点が、一般的な消費者向け通信とは大きく異なる
とのことです。 

ノルウェー国内を対象とした調査では、5G は以下の 2 つの周波数帯を中心に展開されています。 
•  700MHz 帯︓広域カバレッジだが、容量が小さい 

•  3.6GHz 帯︓高容量だが、基地局のカバー範囲が小さい 
都市部では高速通信が期待できる一方、人口密度の低い沿岸部ではカバー率が著しく低下します。

ノルウェー全土の面積ベースでは、高容量 5G がカバーするのはわずか 3%程度とのことです。 
さらに、基地局と端末（船舶側）の送受信電力の非対称性が課題として指摘されました。アップリン

クの通信可能範囲はダウンリンクより大幅に狭くなります。これは陸からの通信は届いても、船からのデータ
が届かないという状況が生じ得ることを意味し、自律運航における通信信頼性を大きく左右する要素とさ
れています。 
加えて、周囲に多数の利用者が存在する場合、通信資源が分散され、映像伝送などの帯域需要が

逼迫することも懸念材料として挙げられました。 
こうした分析を踏まえて、ヘルマンセン氏は以下の対策が必須になるとの見解を示しました。 

•  契約による優先帯域の確保 

•  補完的な通信手段の組み合わせ（衛星通信、ローカル 5G、専用基地局など） 
また、将来的には「アップリンク主体の産業用途向け周波数帯」が必要になる可能性にも言及し、政

策的な議論が求められると述べました。 
本セッションで、海上通信が自律運航実現の基盤技術である一方で、現在の公衆 5G ネットワークを

そのまま使用するには課題が多く、自律船運航を支える通信インフラの設計には、電波特性、カバレッジ、
帯域、デバイス性能といった多角的視点が必要であることが確認できました。 
 
◆まとめ 
筆者が聴講したセッションを中心に、自律運航に関する議論状況を確認しました。 
確かに技術面では着実な進展が認められます。一方で、制度整備、運用設計、人材育成などの分

野では検討が継続中であり、自律運航が技術と規制の双方で過渡期にあることが確認できました。 
特に印象的であったのは、完全自動化を将来の目標としながらも、現段階では「人間との協働

（Human-AI Teaming）」が強調されている点です。遠隔操縦センターの設計、HMI（Human 
Machine Interface）改善、操船者の認知負荷に関する研究など、多くの発表が、人間の判断力と

 

 

最適に融合させる概念であり、自律運航の安全性向上の鍵とされています。 
遠隔操縦センター（ROC︓Remote Operation Center）の実現可能性と設計課題についても

言及されました。船上のブリッジと異なり、ROC では操作者が外界の情報を直接得られず、開発者が設
計した UI（User Interface）とセンサーデータのみが情報源となります。この「情報の歪み」が、状況認
識の低下や負荷増大をもたらすリスクがあると説明されました。 
報告では、人間中心設計に基づき、短期間で複数のワークステーション・プロトタイプを開発し、実船の

船長や操船者による実験を重ねたプロセスが紹介されました。 
初期のプロトタイプは、1 台のカメラ映像のみで操船する簡易版でした。しかし視野の狭さと情報不足

により、操船者は強い不安とストレスを感じ、状況認識が成立しないことが明らかになりました。 
その後、複数カメラの統合、ディスプレイの拡大、UI 改良、各種フィードバック（視覚・聴覚・触覚）の

強化など、段階的な改善が進められました。最終段階では、以下の仕様を備えた「Tele-Drive 
Station（テレドライブ・ステーション）」が完成しました︓ 

• 3 面カーブディスプレイ＋2面サブディスプレイ 

• 10台のカメラ 

• 360度鳥瞰映像 

• 3D音響 

• 触覚フィードバック 

実船の船長らによる本格的な評価が実施された結果、225 度の視界を確保できるカーブディスプレイ
構成が特に高く評価されました。操縦者からは「視界の欠落を意識せずに操作に集中できる」との声があ
り、従来の ROC で問題となりがちだった「死角」や「映像位置の混乱」が大幅に低減され、状況認識の
向上が確認されています。 
一方で、長時間のジョイスティック操作による疲労、椅子や操作環境の人間工学的改善など、今後の

課題も示されました。 
グッチ氏は最後に、「遠隔操作であっても、操船者は"そこにいる"状態でなければならない」と述べ、

ROC設計における人間中心アプローチの重要性を改めて強調しました。 
本セッションは、人間と AI の協働という自律運航の根幹課題に真摯に向き合うものであり、完全自動

化ではなく「人を適切に活かす自律化」の方向性を示す重要な研究成果でした。 
 
◆5G接続性評価（通信インフラと自律運航の基盤） 
ノルウェーの研究機関 SINTEF Ocean の研究者であるアンドレアス・ヘルマンセン氏 が、5G 通信の

産業利用、特に海上での自律運航への適用可能性について報告しました。 
研究の背景として、IMO が今後発行予定の非強制MASS コードにおいて複数の独立した通信手段

の組み合わせが重要になる、との見方が示されました。5G ネットワークがこの要件を満たし得るかを技術
的に分析する内容でした。 
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◆まとめ 
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確かに技術面では着実な進展が認められます。一方で、制度整備、運用設計、人材育成などの分

野では検討が継続中であり、自律運航が技術と規制の双方で過渡期にあることが確認できました。 
特に印象的であったのは、完全自動化を将来の目標としながらも、現段階では「人間との協働

（Human-AI Teaming）」が強調されている点です。遠隔操縦センターの設計、HMI（Human 
Machine Interface）改善、操船者の認知負荷に関する研究など、多くの発表が、人間の判断力と

 

 

最適に融合させる概念であり、自律運航の安全性向上の鍵とされています。 
遠隔操縦センター（ROC︓Remote Operation Center）の実現可能性と設計課題についても

言及されました。船上のブリッジと異なり、ROC では操作者が外界の情報を直接得られず、開発者が設
計した UI（User Interface）とセンサーデータのみが情報源となります。この「情報の歪み」が、状況認
識の低下や負荷増大をもたらすリスクがあると説明されました。 
報告では、人間中心設計に基づき、短期間で複数のワークステーション・プロトタイプを開発し、実船の

船長や操船者による実験を重ねたプロセスが紹介されました。 
初期のプロトタイプは、1 台のカメラ映像のみで操船する簡易版でした。しかし視野の狭さと情報不足

により、操船者は強い不安とストレスを感じ、状況認識が成立しないことが明らかになりました。 
その後、複数カメラの統合、ディスプレイの拡大、UI 改良、各種フィードバック（視覚・聴覚・触覚）の

強化など、段階的な改善が進められました。最終段階では、以下の仕様を備えた「Tele-Drive 
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• 3D音響 

• 触覚フィードバック 

実船の船長らによる本格的な評価が実施された結果、225 度の視界を確保できるカーブディスプレイ
構成が特に高く評価されました。操縦者からは「視界の欠落を意識せずに操作に集中できる」との声があ
り、従来の ROC で問題となりがちだった「死角」や「映像位置の混乱」が大幅に低減され、状況認識の
向上が確認されています。 
一方で、長時間のジョイスティック操作による疲労、椅子や操作環境の人間工学的改善など、今後の

課題も示されました。 
グッチ氏は最後に、「遠隔操作であっても、操船者は"そこにいる"状態でなければならない」と述べ、

ROC設計における人間中心アプローチの重要性を改めて強調しました。 
本セッションは、人間と AI の協働という自律運航の根幹課題に真摯に向き合うものであり、完全自動

化ではなく「人を適切に活かす自律化」の方向性を示す重要な研究成果でした。 
 
◆5G接続性評価（通信インフラと自律運航の基盤） 
ノルウェーの研究機関 SINTEF Ocean の研究者であるアンドレアス・ヘルマンセン氏 が、5G 通信の

産業利用、特に海上での自律運航への適用可能性について報告しました。 
研究の背景として、IMO が今後発行予定の非強制MASS コードにおいて複数の独立した通信手段

の組み合わせが重要になる、との見方が示されました。5G ネットワークがこの要件を満たし得るかを技術
的に分析する内容でした。 
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AIの計算能力を組み合わせる協働モデルを前提としていました。これは、自律運航の安全性と信頼性を
確保する上で、人間が引き続き重要な役割を果たすことを示していると思われます。 

ICMASS 参加を通じ見えたのは、技術の高度化と人間中心の運用設計が並行して進む当面の未
来像です。更に商用化に向けては、以下の多方面の取り組みが求められるものとの指摘がありました。 

•  実証データに基づく評価 

•  通信・データ基盤の標準化 

•  AI の透明性確保 

•  人材育成 
自律運航技術の現状と課題、完全自動化と人との協働をいかに両立させるかについての考察に触れ

る機会を得ることができました。 
次回 ICMASS は 2026年 4月 22～23 日、シンガポールで開催されることが案内されました。 
 

（日本海難防止協会ロンドン事務所所長 立石 良介） 
 

   
 
 

   
 

 

「Fraunhofer Center for Maritime Logistics and Services」の施設内見学の様子 

 

「Fraunhofer Center for Maritime Logistics and Services」建物と船内に分かれ 4 つのセッションが同時進行 
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令和７年度 

第１回「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）」議事概要 

 

１ 開催日時及び場所 

日時：令和７年４月２３日（水）１０：00 頃～１２：00 頃 

場所：海事センタービル 701・702 会議室（ハイブリット会議） 

 

２ 議題 

（１） 令和７年度委員会実施計画について 
（２） 令和７年度調査テーマについて 
（３） 令和７年度第１回国内委員会議事概要（案）について（NCSR10） 

（４） IMO 第 10９回海上安全委員会（MSC10９）審議結果 

ア  議題５ 自動運航船（MASS）のためのゴールベース型規則の策定 
（海事局安全政策課） 

イ  議題 13 NCSR 11 からの報告（レーダーSART について） 
   （海事局安全政策課） 

ウ  議題 19 作業計画（超短波（VHF）音声通信にデジタル技術を導入につ
いて（海保庁交通部） 

（５） IMO第1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR1２）対処方針
の検討 

ア NCSR1２議題について（事務局） 
イ  議題 4  LRIT システムの更新 
・NCSR 12/4  NCSR11 以降の LRIT の動向（海保庁 情報通信課） 
・NCSR 12/4/1 LRIT システムのパフォーマンスと LRIT コーディネー
ターによる提言（海保庁 情報通信課） 

ウ 議題５  海上安全情報（MSI）に関するガイドラインを含むGMDSSサ
ービスの開発 

 ・NCSR 12/5/5 NAVDAT と NAVTEX 放送のメッセージ優先順位 
 ・NCSR 12/5/７ NCSR 12/6（NAVDAT マニュアル案）に対するコメ

ント文書（海保庁 海洋情報部） 
エ 議題９  VHF データ交換システム(VDES)導入のための SOLAS 第

4 章及び第 5 章の改正、性能基準及びガイドラインの策定 
・NCSR 12/9 VHF データ交換システム（VDES）対応グループ報告書 
（海保庁 交通部） 

オ 議題 14 ECDIS S-100 製品の陸上施設と船舶間のデータ配信とグ
ローバル IP ベース接続の枠組みを確立するためのガイダンスの開発 

 ・NCSR 12/14/3  S-100 対応 ECDIS の実装に関連する要素の特定 
   (海事局 安全政策課) 
 

３ 出席者（敬称略、（  ）書きは代理） 

（１）委員 
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（２） 令和７年度調査テーマについて 

事務局から資料 IR25-1-3 に基づき、本年度の調査テーマについて説明し、

特段の意見なく承認された。 

 

（3） IMO 第 10９回海上安全委員会（MSC10９）審議結果（海事局安全政策課/

海保庁交通部） 

 〇 海事局安全政策課より資料 IR2５-１-４に基づき、MSC１０９ 議題 5 及び１

３の審議結果報告が行われ、次の応答があった。 

    （竹本委員長） 

    （議題１３に関連し、）レーダーSART の使用時の注意点等の注意喚起の

ための回章案が審議されたとのことであったが、この回章は既に発出さ

れているのか。 

（海事局安全政策課 太巻 主査） 

       既に出されている。 

〇 海保庁交通部より資料IR2５-１-４に基づき、MSC10９ 議題１９の審議結果

報告が行われた。 

 （竹本委員長） 

    VHF音声通信のデジタル化について最終的にはいつ頃の開始となるの

か。通信機器はすべて変える必要があるということか？ 

（海上保安庁交通部企画課 竹内 課長補佐） 

   少なくとも ITU（国際電気通信連合）における周波数の割り当てが早く

とも２０３１年となっており、それ以降となる。デジタル化開始後は、通信機

器を変えることとなる。 

（日本船舶技術研究協会 野口 参与） 

  電波に関しては２０３１年に周波数が決定されるが、現状かなりの数の

VHF 無線機が世の中に出ているため、IMO 内では２０年から３０年かけ

て更新していくしかないのではないかと言われている。なお、デジタル化

すると完全に音声だけの通信となり、背景の音声が無くなるため現場の状

況が分からなくなることから、ｃｈ１６などの一部の重要なチャンネルにつ

いては引き続きアナログで残す方針となっている。 

（２） IMO 第 1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR1２）対処方針
の検討 

 〇  事務局から資料 IR２５-１-５に基づき、NCSR1２議題の説明が行われた。 
本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

 
 〇 海保庁総務部情報通信課より IR2５-１-６に基づき、NCSR1２ 議題 4 に関

20250４２３_第１回国内委員会_議事概要 

竹本孝弘、巣籠大司(松島功記)、奥薗淳二、吉野高広、平尾真二（古川 雅士）、

朝藤健、岩瀬恵一郎、松本冬樹、藤田真悟、秋山直之【随行：野口英毅】、一條正

浩 

（２）関係官庁等 

吉原大智、中尾和也、鈴木長之（太巻孝規、内田裕太）、日坂仁、栁沢実希、文字

勇一、岡垣夢真、姫野晃大、仲田信之介、柿沼俊二、齋藤宏彰、矢島広樹、竹内

謹治、浅井啓太郎、小川祐樹 

（３）事務局 

佐々木幸男、鏡信春、柴田祥孝、原口啓太朗 

 

４ 配布資料 

（１）IR25-1-1 令和 7 年度調査研究委員会名簿 

（２）IR25-1-2 令和 7 年度委員会実施計画 

（３）IR25-1-3 令和 7 年度調査テーマ 

（４）IR25-1-4 MSC10９審議結果資料 

（５）IR25-1-5 NCSR12 議題 

（６）IR25-1-6 議題 4 にかかる資料 

（７）IR25-1-7 議題 5 にかかる資料 

（８）IR25-1-8 議題 9 にかかる資料 

（９）IR25-1-９ 議題 14 にかかる資料 

 

５ 開会等 

（１）挨拶 

（公社）日本海難防止協会佐々木専務理事から開会の挨拶があった。 

（２）委員等の紹介 

事務局から資料 IR25-1-1 に基づき、各委員及び関係官庁職員の紹介が行

われた。 

（３）委員長の選出 

 本年度委員会の委員長として東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門 

竹本教授が選出された。以後、竹本委員長により議事が進行された。 

 

６ 議事概要 

（１） 令和７年度委員会実施計画について 

事務局から資料 IR25-1-2 に基づき、本年度の委員会を IMO の会議スケ

ジュール（NCSR12、MSC110）の開催に合わせ、２回開催する旨の説明し、本

年度の実施計画は承認された。 
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３の審議結果報告が行われ、次の応答があった。 

    （竹本委員長） 

    （議題１３に関連し、）レーダーSART の使用時の注意点等の注意喚起の

ための回章案が審議されたとのことであったが、この回章は既に発出さ

れているのか。 

（海事局安全政策課 太巻 主査） 

       既に出されている。 

〇 海保庁交通部より資料IR2５-１-４に基づき、MSC10９ 議題１９の審議結果

報告が行われた。 

 （竹本委員長） 

    VHF音声通信のデジタル化について最終的にはいつ頃の開始となるの

か。通信機器はすべて変える必要があるということか？ 

（海上保安庁交通部企画課 竹内 課長補佐） 

   少なくとも ITU（国際電気通信連合）における周波数の割り当てが早く

とも２０３１年となっており、それ以降となる。デジタル化開始後は、通信機

器を変えることとなる。 

（日本船舶技術研究協会 野口 参与） 

  電波に関しては２０３１年に周波数が決定されるが、現状かなりの数の

VHF 無線機が世の中に出ているため、IMO 内では２０年から３０年かけ

て更新していくしかないのではないかと言われている。なお、デジタル化

すると完全に音声だけの通信となり、背景の音声が無くなるため現場の状

況が分からなくなることから、ｃｈ１６などの一部の重要なチャンネルにつ

いては引き続きアナログで残す方針となっている。 

（２） IMO 第 1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR1２）対処方針
の検討 

 〇  事務局から資料 IR２５-１-５に基づき、NCSR1２議題の説明が行われた。 
本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

 
 〇 海保庁総務部情報通信課より IR2５-１-６に基づき、NCSR1２ 議題 4 に関
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竹本孝弘、巣籠大司(松島功記)、奥薗淳二、吉野高広、平尾真二（古川 雅士）、

朝藤健、岩瀬恵一郎、松本冬樹、藤田真悟、秋山直之【随行：野口英毅】、一條正

浩 

（２）関係官庁等 

吉原大智、中尾和也、鈴木長之（太巻孝規、内田裕太）、日坂仁、栁沢実希、文字

勇一、岡垣夢真、姫野晃大、仲田信之介、柿沼俊二、齋藤宏彰、矢島広樹、竹内

謹治、浅井啓太郎、小川祐樹 

（３）事務局 

佐々木幸男、鏡信春、柴田祥孝、原口啓太朗 

 

４ 配布資料 

（１）IR25-1-1 令和 7 年度調査研究委員会名簿 

（２）IR25-1-2 令和 7 年度委員会実施計画 

（３）IR25-1-3 令和 7 年度調査テーマ 

（４）IR25-1-4 MSC10９審議結果資料 

（５）IR25-1-5 NCSR12 議題 

（６）IR25-1-6 議題 4 にかかる資料 

（７）IR25-1-7 議題 5 にかかる資料 

（８）IR25-1-8 議題 9 にかかる資料 

（９）IR25-1-９ 議題 14 にかかる資料 

 

５ 開会等 

（１）挨拶 

（公社）日本海難防止協会佐々木専務理事から開会の挨拶があった。 

（２）委員等の紹介 

事務局から資料 IR25-1-1 に基づき、各委員及び関係官庁職員の紹介が行

われた。 

（３）委員長の選出 

 本年度委員会の委員長として東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門 

竹本教授が選出された。以後、竹本委員長により議事が進行された。 

 

６ 議事概要 

（１） 令和７年度委員会実施計画について 

事務局から資料 IR25-1-2 に基づき、本年度の委員会を IMO の会議スケ

ジュール（NCSR12、MSC110）の開催に合わせ、２回開催する旨の説明し、本

年度の実施計画は承認された。 
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（海上保安大学校 奥園 委員） 

 今回、議題９ではデータ交換システムが VHF を使用して行われるとのこ
とであるが、議題１９の提案内容でも音声通信デジタル技術を用いる際に
VHF を使用するとのことである。両者はリンクさせるというアイデアはあ
るのか？ 

（日本船舶技術研究協会 野口 参与） 

 将来的には既にそのようなアイデアも出てきている。内容が専門的にな
り申し訳ないが、音声もデジタル化すれば一つのデータとなる。VHF のチ
ャンネルは１チャンネルあたりが 25kHz の帯域幅を持っているが、実は
VDES も同じ 25kHz の帯域幅を利用しており、AIS と情報を交換しつ
つ、帯域を４つ使用することで 100kHz の帯域幅があるためデジタルデ
ータスピードはさらに速いという特性がある。 
他方、音声 VHF のデジタル化に関しては先ほど海上保安庁からも説明

があったが、VHF は 25kHz の帯域幅を使用しているが、通常デジタル
音声自体は 6.15kHz 程度の帯域幅で十分に通信が行えることから、実
際には周波数効率が４倍となり、オランダのロッテルダム港のようなチャ
ンネル不足に悩む地域では、好ましいものと受け止められている。  

VHF 音声デジタル通信にしても VDES にしても最終的には同じよう
なデジタル機器になれば、船上にいくつも機器があっても無駄になるた
め、無線通信メーカーは統合した形にするということ構想を既に持ってい
るようである。 
 

〇 海事局 安全政策課より、IR25-1-９に基づき、NCSR12 議題１４に関連
し、12/14/3 の説明が行われ、次の応答があった。 

（日本船舶技術研究協会 秋山 主任研究員） 

S-100 シリーズに対応した ECDIS の搭載強制化について補足する。
2029 年 1 月１日以降に S-100 シリーズに対応した ECDIS を搭載す
ることが義務化されるが、これは新たに ECDIS を船舶に搭載する場合、
既存の S-57 の規格及び S-100 の規格両方が表示可能な ECDIS を
搭載する必要があるということである。それまでの 2026 年 1 月１日か
ら 2028 年 1２月 31 日までの間は試行期間として S-100 シリーズに
対応した ECDIS を搭載してもよいこととなっている。 
 ただし、２０２５年４月現在においてメーカー側としては S-100 に対応
した機器を作れる状況にはない。その理由としては、S-100 の規格が全
てできておらず開発中のものがあるためである。一部のメーカーから聞
いているところでは S-100 の対応機器の発売は早くて 2028 年ころに
なるとのことであり、強制化ギリギリのタイミングでようやく市場に出て
くるような状況が予想される。 
 他方、S-100 シリーズには海図以外にも潮流情報などの動的データを
配信できるが動的データについては IP ベースで動的データを入れていく
しかない状況であり、実際に運用試験も為されている。このような状況を
踏まえ、今回、MSC110 において豪州提案により IP ベースで情報を配
信するためのガイダンスの作成について議論することになっているが、日
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連し、12/４及び１２/4/１の説明が行われ、次の応答があった。 
 
〇 海保庁海洋情報部より IR2５-１-７に基づき、NCSR１２ 議題５に関連し、

12/5/5 及び 12/5/７の説明が行われた。 

   （海上保安大学校 奥園 委員） 

       対処方針として「情報提供当局による実務的観点からも確認が必要で
あると思われるところ、（中略）、関連するマニュアルの記載を踏まえIHO
や WMO でも確認を行うべき旨発言する。」という内容になっているが、
確認だけではなく、具体的な提案事項やそれらを議論する予定はあるの
か。 
（海保庁海洋情報部水路通報室 齋藤 ナバリア通報調整官 ） 

当初、具体的な修正案を準備することも検討したが、12/５/７の提案
文書にも記載されているとおり、様々な問題点が指摘されているところ、
日本単独で意見出すよりも、一度、IHOやWMOの実務当局において全
体的にマニュアルを確認し、その過程において海上保安庁からも意見を
出すべきとの結論に至ったことから、現在の書きぶりとなっている。 

 
 〇 海保庁交通部より、IR25-1-8 に基づき、NCSR12 議題９に関連し、

12/9 の説明が行われ、次の応答があった。 

（日本船舶技術研究協会 野口 参与） 

海保庁からの説明に補足する。今回の議題９の内容は第５章の改正に
関するものであるが将来的には SOLAS 条約の第４章（無線通信機器）の
改正も見据えているものである。これは昨年度の NSCR11 において第４
章の改正を盛り込むことは時期尚早だという意見を踏まえたものである。 

SOLAS に規定されている無線通信機器は船舶への強制搭載となるが、
そこに規定されている GMDSS（Global Maritime Distress and 
Safety System、全世界的な海上遭難安全システム）の機器において使
用されている周波数帯は保護されている。他方、現在、船舶への搭載が広
がっているスターリンクなどは SOLAS 上の強制搭載機器ではない。 
電波の各周波数帯を運用については ITU（国際電気通信連合）により

規定されており、船舶無線で使用される VHF については Appendix１８
により規定されている。また GMDSS の周波数帯については
Appendix１５の規定により別個保護されているが、VDES（VHF Data 
Exchange System／VHF データ交換システム）の周波数については
まだ Appendix１５としてまだ認可されていないことから、現在はまだ
GMDSS の機器として VDES は使用できない。将来的に GMDSS にも
使える見通しが出た又は使う必要性が出た際には ITU と合同で VDES
の周波数帯を Appendix１５に回してもらう形とすることがよいのでは
ないかという議論が過去にあったことを踏まえ、今回は第４章の改正はし
ないこととなっている。 
なお、第５章（航行の安全）でVDESはAISコンポーネントVDESを含

むことから、AIS としても使える。さまざまな使い方をした上で将来的に
改正を検討することとなっている。 
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（海上保安大学校 奥園 委員） 

 今回、議題９ではデータ交換システムが VHF を使用して行われるとのこ
とであるが、議題１９の提案内容でも音声通信デジタル技術を用いる際に
VHF を使用するとのことである。両者はリンクさせるというアイデアはあ
るのか？ 

（日本船舶技術研究協会 野口 参与） 

 将来的には既にそのようなアイデアも出てきている。内容が専門的にな
り申し訳ないが、音声もデジタル化すれば一つのデータとなる。VHF のチ
ャンネルは１チャンネルあたりが 25kHz の帯域幅を持っているが、実は
VDES も同じ 25kHz の帯域幅を利用しており、AIS と情報を交換しつ
つ、帯域を４つ使用することで 100kHz の帯域幅があるためデジタルデ
ータスピードはさらに速いという特性がある。 
他方、音声 VHF のデジタル化に関しては先ほど海上保安庁からも説明

があったが、VHF は 25kHz の帯域幅を使用しているが、通常デジタル
音声自体は 6.15kHz 程度の帯域幅で十分に通信が行えることから、実
際には周波数効率が４倍となり、オランダのロッテルダム港のようなチャ
ンネル不足に悩む地域では、好ましいものと受け止められている。  

VHF 音声デジタル通信にしても VDES にしても最終的には同じよう
なデジタル機器になれば、船上にいくつも機器があっても無駄になるた
め、無線通信メーカーは統合した形にするということ構想を既に持ってい
るようである。 
 

〇 海事局 安全政策課より、IR25-1-９に基づき、NCSR12 議題１４に関連
し、12/14/3 の説明が行われ、次の応答があった。 

（日本船舶技術研究協会 秋山 主任研究員） 

S-100 シリーズに対応した ECDIS の搭載強制化について補足する。
2029 年 1 月１日以降に S-100 シリーズに対応した ECDIS を搭載す
ることが義務化されるが、これは新たに ECDIS を船舶に搭載する場合、
既存の S-57 の規格及び S-100 の規格両方が表示可能な ECDIS を
搭載する必要があるということである。それまでの 2026 年 1 月１日か
ら 2028 年 1２月 31 日までの間は試行期間として S-100 シリーズに
対応した ECDIS を搭載してもよいこととなっている。 
 ただし、２０２５年４月現在においてメーカー側としては S-100 に対応
した機器を作れる状況にはない。その理由としては、S-100 の規格が全
てできておらず開発中のものがあるためである。一部のメーカーから聞
いているところでは S-100 の対応機器の発売は早くて 2028 年ころに
なるとのことであり、強制化ギリギリのタイミングでようやく市場に出て
くるような状況が予想される。 
 他方、S-100 シリーズには海図以外にも潮流情報などの動的データを
配信できるが動的データについては IP ベースで動的データを入れていく
しかない状況であり、実際に運用試験も為されている。このような状況を
踏まえ、今回、MSC110 において豪州提案により IP ベースで情報を配
信するためのガイダンスの作成について議論することになっているが、日
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連し、12/４及び１２/4/１の説明が行われ、次の応答があった。 
 
〇 海保庁海洋情報部より IR2５-１-７に基づき、NCSR１２ 議題５に関連し、

12/5/5 及び 12/5/７の説明が行われた。 

   （海上保安大学校 奥園 委員） 

       対処方針として「情報提供当局による実務的観点からも確認が必要で
あると思われるところ、（中略）、関連するマニュアルの記載を踏まえIHO
や WMO でも確認を行うべき旨発言する。」という内容になっているが、
確認だけではなく、具体的な提案事項やそれらを議論する予定はあるの
か。 
（海保庁海洋情報部水路通報室 齋藤 ナバリア通報調整官 ） 

当初、具体的な修正案を準備することも検討したが、12/５/７の提案
文書にも記載されているとおり、様々な問題点が指摘されているところ、
日本単独で意見出すよりも、一度、IHOやWMOの実務当局において全
体的にマニュアルを確認し、その過程において海上保安庁からも意見を
出すべきとの結論に至ったことから、現在の書きぶりとなっている。 

 
 〇 海保庁交通部より、IR25-1-8 に基づき、NCSR12 議題９に関連し、

12/9 の説明が行われ、次の応答があった。 

（日本船舶技術研究協会 野口 参与） 

海保庁からの説明に補足する。今回の議題９の内容は第５章の改正に
関するものであるが将来的には SOLAS 条約の第４章（無線通信機器）の
改正も見据えているものである。これは昨年度の NSCR11 において第４
章の改正を盛り込むことは時期尚早だという意見を踏まえたものである。 

SOLAS に規定されている無線通信機器は船舶への強制搭載となるが、
そこに規定されている GMDSS（Global Maritime Distress and 
Safety System、全世界的な海上遭難安全システム）の機器において使
用されている周波数帯は保護されている。他方、現在、船舶への搭載が広
がっているスターリンクなどは SOLAS 上の強制搭載機器ではない。 
電波の各周波数帯を運用については ITU（国際電気通信連合）により

規定されており、船舶無線で使用される VHF については Appendix１８
により規定されている。また GMDSS の周波数帯については
Appendix１５の規定により別個保護されているが、VDES（VHF Data 
Exchange System／VHF データ交換システム）の周波数については
まだ Appendix１５としてまだ認可されていないことから、現在はまだ
GMDSS の機器として VDES は使用できない。将来的に GMDSS にも
使える見通しが出た又は使う必要性が出た際には ITU と合同で VDES
の周波数帯を Appendix１５に回してもらう形とすることがよいのでは
ないかという議論が過去にあったことを踏まえ、今回は第４章の改正はし
ないこととなっている。 
なお、第５章（航行の安全）でVDESはAISコンポーネントVDESを含

むことから、AIS としても使える。さまざまな使い方をした上で将来的に
改正を検討することとなっている。 
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令和７年度 

第２回「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）」議事概要 

 

１ 開催日時及び場所 

日時：令和７年６月４日（水）１０：00 頃～１２：00 頃 

場所：海事センタービル４01・４02 会議室（ハイブリット会議） 

 

２ 議題 

（１） IMO第1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR1２）審議結果
報告 
ア 議題 4 LRIT システムの更新(海保庁総務部情報通信課) 

イ 議題 5 海上安全情報（MSI）に関するガイドラインを含む GMDSS サ

ービスの開発（海保庁 海洋情報部（・救難課）） 

ウ 議題９ VHF データ交換システム(VDES)導入のための SOLAS 第 4

章及び第 5 章 の改正、性能基準及びガイドラインの策定（海保庁 交

通部） 

エ 議題 14 ECDIS S-100 製品の陸上施設と船舶間のデータ配信とグロ
ーバル IP ベース接続の枠組みを確立するためのガイダンスの開発(海
事局 安全政策課) 

オ 補足事項 （事務局） 
（２） IMO 第１１０回海上安全委員会（MSC１１０）対処方針の検討 

ア MSC１１０議題について（事務局） 
イ 議題５ 自動運航船（MASS）のためのゴールベース型規則の策定  
・ MASS コード草案第 3 部の章の見直し【ノルウェー】 

提案文書：MSC1１０/５/２（海事局安全政策課） 
・ 第 22 章（海上安全強化のための特別措置）の改正案【英国、日本な

ど】 
提案文書：MSC1１０/５/７（海事局安全政策課） 

・ MASS コード草案の第 24 章（貨物取扱）に関する改正案【中国】 
提案文書：MSC1１０/５/９（海事局安全政策課） 

・ MASS コードのサイバーセキュリティ問題と用語に関する文書
MSC 110/5 へのコメント【ロシア】 
提案文書：MSC1１０/５/21（海事局安全政策課） 

ウ 議題６ 新技術と代替燃料を使用する船舶からの GHG 排出削減を
支援する安全規制枠組みの開発）：IR25-２-６ 

・ 温室効果ガス排出削減のための多様な技術導入を可能にするための

今後の方向性【日本】 

提案文書：MSC1１０/６/３（海事局安全政策課） 

エ 議題 1８ 作業計画：IR2５-２- 
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本からは短期的にはガイダンス案の問題点や懸念事項について、長期的
には今後検討すべき要素の特定についての提案をしている。我が国とし
ては海図以外の情報の扱いについてしっかりと整理し、必要な情報が表
示され船員が混乱することがないようにしなければならないと考えてい
る。 

（日本船舶技術研究協会 野口 参与） 

 既存の S-57 については通常の紙海図を電子的に見るだけあり、インタ

ーネットに接続し、他の情報をみるようなことはできなかったが、S-100

に関してはインターネットプロトコル上での通信により、航行警報や気象情

報等の情報を ECDIS 上に反映させることが出来る。 

 但し、ECDIS の本来の目的は海図をみることであるが、他の情報が入っ

てくることで新たにサイバーセキュリティ上も問題やリスクが発生する可能

性がある。 

 船上に強制搭載する機器は IMOで性能基準を作成しており、さらに IEC

においてテストスタンダートが定められている。これらの二つの基準を満た

さなければ形式認定ができない。IEC のテストスタンダート開発の完了は

２０２７年ころになると言われており、その後現行のテストスタンダードを改

正し、電機メーカー各社が開発、形式認定を取得するとなると早くて２０２

８年が最短になるのではないかと見込んでいる。 

 なお、昨年の MSC108 及び NCSR１１には開発メーカーによるデモンス

トレーションが行われており、海図から海底地形データや潮流データなどが

表示されていたが、大手船社の船長経験者からはそのようなデータを見せ

られても航行できないとの話も上がっており、現場の問題意識として慎重

に対応していく必要があると思っている。 

 

（３）その他 

令和７年度第２回委員会日程は６月４日（水）を予定 

 

以上 
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令和７年度 

第２回「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）」議事概要 
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今後の方向性【日本】 
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関する提案事項を確認した。 
などの報告があった。 
本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

○ 海保庁海洋情報部より IR25-2-３-②に基づき、NCSR１２ 議題５関連の
結果として、 
・ NAVDAT マニュアル案について審議し、英国提案を踏まえ、

NAVDAT において気象予報は受信拒否できない情報とするとともに、
NAVDAT のメッセージの分類のうち ROUTINE を削除し、気象予報
のメッセージの分類を SAFETY とすることに合意。 

・ 我が国からの発言のとおり、NAVDAT マニュアル案について、国際水
路機関(IHO)及び世界気象機関(WMO)に対し、更なる検討を求める
ことを要請すること。 

などが報告された。また今後の流れとして IHO 及び WMO において検討
の上、改めて NCSR においても審議されることとなる旨説明があった。 
本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

○ 海保庁交通部により IR25-2-３-①に基づき、NCSR１２ 議題９関連の結

果として、VDES に関連し 

・ SOLAS 条約附属書第Ｖ章第 18、19 及び 19-1 規則等において
「AIS」を「AIS 又は VDES」とする改正案 

・ VDES の性能基準案 
・ 関連 IMO 規則における「AIS」に「VDES の AIS コンポーネント」を

含める新たな MSC 決議案 
などの改正案等が最終化された旨報告があった。また、次回 MSC1１０に
おいて国際航路標識機関（IALA）から VDES 普及に向けた勧告が発行さ
れている旨に関するインフォメーションペーパーが提出されており、今後、
NCSR12 での審議結果に関する文書が追加される見込みである旨説明
があった。 
本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

○ 海事局安全政策課により、IR25-2-３-①に NCSR１２ 議題 14 関連し、 
S-100 に関する審議の結果として 
・ S-100 規格の規格に関連し、必要となるインターネット通信の枠組み、

情報の信ぴょう性の確保、サイバーセキュリティの確保に向けたガイダ
ンスについての議論が開始された。 
配信される様々な情報による ECDIS 画面上の表示情報の多さや

既存の海上安全情報との区別の観点から利用者に混乱をもたらすこ
とがないようにすべきなどを日本からインプットし適切に考慮される
こととなった。 

・ 本ガイダンス策定は、今年 10 月に開催予定の IMO/ITU 合同専門家
会合及び会期間通信作業部会にて議論を続け、来年の NCSR13 で
最終化される見込み。 

などが報告された。 
○ 事務局より、NCSR12 に議題３「航路指定措置及び船舶通報システム」に

関連し以下のとおり説明した。 
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・ LRIT システムの財務構造の見直しに関する新たな出力案【ブラジル】 
提案文書：MSC1１０/１8/1３（海上保安庁情報通信課） 

 

３ 出席者（敬称略、（  ）書きは代理） 

（１）委員 

竹本孝弘、巣籠大司、奥薗淳二、吉野高広、平尾真二（古川雅士）、朝藤健、岩瀬

恵一郎、松本冬樹、藤田真悟、坂井田凌汰【随行：野口英毅】 

（２）関係官庁等 

宇津勝弘、中尾和也、山﨑 貴浩、太巻孝規、内田裕太、日坂仁、栁沢実希、濱

口知久【随行：松下龍也】、岡垣夢真、姫野晃大、仲田信之介、柿沼俊二、前野 

大樹、内田篤、齋藤宏彰、石原健一郎、有田真由美、竹内謹治、小西貴彦、山之

内沙織、浅井啓太郎、小川祐樹 

（３）事務局 

佐々木幸男、鏡信春、柴田祥孝 

 

４ 配布資料 

（１） IR2５-２-１ 令和７年度「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海
上安全）」名簿 

（２） IR2５-２-2 令和７年度第 2 回海事の国際的動向に関する調査研究委員
会（海上安全）議事概要 

（３） IR2５-２-３-① NCSR12 開催結果概要（海事局プレスリリース） 
IR2５-２-３-② NCSR12 審議結果 （議題５ NAVDAT マニュアル関連） 

（４） IR2５-２-４ MSC1１０議題一覧 
（５） IR2５-2-５ 議題５にかかる資料（提案文書：MSC1１０/5/2,7,9,21） 
（６） IR2５-2-６ 議題６にかかる資料（提案文書：MSC1１０/６/3） 
（７） IR2５-2-７ 議題１８にかかる資料（提案文書：MSC1１０/１８/１3） 

 

5 議事概要 

（１） 開会 
事務局から委員の交替（日本船舶技術研究協会：坂井田委員）について紹介 

（２） IMO第1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR1２）審議結果
報告 

○ 海保庁総務部情報通信課より、NCSR1２ 議題 4 関連の結果として 
・ LRIT システムの変更手続及び運用面の負担を軽減することを主眼と

する議論が実施され、国際データ交換システムの発展のため LRIT コ
ーディネーターである IMSO（International Mobile Satellite 
Organization：国際移動通信衛星機構）と協議を続けるとともに、情
報窓口更新手続きを含む効率的かつ合理的な設備の簡素化案が検討
された。引き続き NCSR において検討していくことが合意された。 

・ LRIT システム年次報告について、文書記載の LRIT の規則の励行に
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関する提案事項を確認した。 
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・ 関連 IMO 規則における「AIS」に「VDES の AIS コンポーネント」を

含める新たな MSC 決議案 
などの改正案等が最終化された旨報告があった。また、次回 MSC1１０に
おいて国際航路標識機関（IALA）から VDES 普及に向けた勧告が発行さ
れている旨に関するインフォメーションペーパーが提出されており、今後、
NCSR12 での審議結果に関する文書が追加される見込みである旨説明
があった。 
本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

○ 海事局安全政策課により、IR25-2-３-①に NCSR１２ 議題 14 関連し、 
S-100 に関する審議の結果として 
・ S-100 規格の規格に関連し、必要となるインターネット通信の枠組み、

情報の信ぴょう性の確保、サイバーセキュリティの確保に向けたガイダ
ンスについての議論が開始された。 
配信される様々な情報による ECDIS 画面上の表示情報の多さや

既存の海上安全情報との区別の観点から利用者に混乱をもたらすこ
とがないようにすべきなどを日本からインプットし適切に考慮される
こととなった。 

・ 本ガイダンス策定は、今年 10 月に開催予定の IMO/ITU 合同専門家
会合及び会期間通信作業部会にて議論を続け、来年の NCSR13 で
最終化される見込み。 

などが報告された。 
○ 事務局より、NCSR12 に議題３「航路指定措置及び船舶通報システム」に

関連し以下のとおり説明した。 
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5 議事概要 

（１） 開会 
事務局から委員の交替（日本船舶技術研究協会：坂井田委員）について紹介 

（２） IMO第1２回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（NCSR1２）審議結果
報告 

○ 海保庁総務部情報通信課より、NCSR1２ 議題 4 関連の結果として 
・ LRIT システムの変更手続及び運用面の負担を軽減することを主眼と

する議論が実施され、国際データ交換システムの発展のため LRIT コ
ーディネーターである IMSO（International Mobile Satellite 
Organization：国際移動通信衛星機構）と協議を続けるとともに、情
報窓口更新手続きを含む効率的かつ合理的な設備の簡素化案が検討
された。引き続き NCSR において検討していくことが合意された。 

・ LRIT システム年次報告について、文書記載の LRIT の規則の励行に
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濁損害賠償の話も出たが、それ以外にも船骸撤去の問題などにも影響が
ある可能性もある。 
船舶保険に関し、一部問題のある船舶が航行している点は長年問題視

されていたところ、ある意味これを解決する糸口が今回提示されたのでは
ないかとの見方をしている。 
 他方、今回の提案については見かけ上、良い政策のように見えるが、日本
として問題がないのか整理・検討が必要であると強く感じている。今後の
政策立案の助けとなる可能性もあるため、今回の提案について日本として
利益・不利益について参加者の意見を伺いたい。 
（日本船舶技術研究協会（野口参与）） 
 航路指定については国連海洋法条約（以下「UNCLOS」という）に定めら
れた領海内であれば無害通航権、公海上であれば航行自由の原則などと
密接に関係している。 
 自分自身も過去、日本の大島沖規制航路等の提案の際に NCSR に参加
しているが、アメリカの体制を見てみると IMO 関連は船舶検査なども
USCG（米国沿岸警備隊）が対応しているが、この航路指定に関しては国
務省の人間も参加しており、しっかりと中身を確認し、アメリカに不利益が
生じないような体制をとっている。 
 本来、安全上の観点から SOLAS 条約に基づき沿岸国への通報が求めら
れているが、今回の提案は安全とは関係ない通報項目を課している点に
ついては日本全体で議論し、検討していく必要があるのではないかと思料
する。 
 シャドーフリート船対策については元来の SOLAS 条約に基づく通報の
議論から、UNCLOSの解釈にも及ぶなど IMOの範疇を超えており、これ
に対応するには全体的な目をもって対応していく必要があると思料する。 
（海上保安大学校奥園委員） 
 別の見方をすればどの海域で又はどのタイミングにおいて、どのような
通報を求めるのかという問題でもあるかもしれない。公海上に設定された
航路に入るタイミングの他、領海内に入るタイミングで沿岸国が一律に保
険情報を求めるといった対応もあり得るかもしれない。 
（日本船舶技術研究協会（野口参与）） 
 UNCLOS 上、航法や環境保全のため規則を沿岸国が取り決めることが
できるが、その範囲は公海上には航行自由の原則があるため原則領海内
である。他方、IMO の航法関係の規則において、領海内から続く形で公海
上にも航路を定めることが可能になっている。 
 領海内においても何からの規則を新たに定める場合には、必ず国際的に
権威のある機関（IMO）に諮問することが必要である。今回の NCSR12
においてはインフォメーションペーパーであるがペルーがクジラの保護と
称して領海 12 マイルを超える範囲に TSS（分離通航方式）を設定するこ
とを紹介しているところである。 

（３） IMO 第１１０回海上安全委員会（MSC１１０）対処方針の検討 
○  事務局から資料 IR２５-2-4 に基づき、MSC110 の議題について説

明が行われた。本件説明に関し、特段の質疑はなかった 
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・  欧州各国から提案された「欧州沿岸国の沿岸およびその周辺におけ
る既存の船舶通報義務システムの改正」において、新たに船舶の保険
情報の提供を求める内容が含まれていたことなどに対してロシア・中
国が強く反対するような状況があった。 

・  本提案はいわゆるシャドーフリート船やダークフリート船といった近
年問題視されている船舶への対策の一環と思われる。 

・  ロシア及び中国からは、「通報制度は本来、SOLAS に基づくもので
SOLAS とは関係ない保険情報を求めることは問題である、無害通航
権との関係上、保険情報を求めるのは UNCLOS に反する。EU 側の
提案は小規模な改正ではないため IMO への手続き規則に従い６か月
前の提案が必要であったが遵守されていないことなどを指摘の上、強
く反対を表明。 

・  １０の海域について改正案が提案されたものの時間の関係もあり審
議は２つの海域のみとなった。最終的には審議された２つの海域の改
正案は、欧州各国の賛成多数により MSC１１１に送られ審議が行われ
ることとなった。 

・  今回のＮＣＳＲ12 の前に行われた法律委員会においてもダークフリ
ート船対策の提案が行われ、ロシア及び中国が反対するような状況と
なっており、今後のＩＭＯの関連会議においても同様な状況となる可能
性がある。 

旨説明を行い、以下の質疑が行われた。 
（海事局外航課） 
 今回のようなダークフリート船対策については、ここ最近、対露制裁の一
環として EU がよく取り上げている事項であり、IMO はもちろんのこと、
今月開催される予定の G7 においても取り上げられることが予想される。 
 今回の提案された文章には明示的に「ダークフリート船やシャドーフロー
ト船対策のため」といったことは書かれていないものの、それらの船への
対策を目的として、通報内容に保険情報を追加する提案を EU がしてきた
ということは容易に想像できる。 
 他方、通報内容に保険情報を含めることについて、問題点の有無や日本
として受け入れられることができるのか伺いたい。また、本件のような影
の船団対策について外務省などの関係部署を巻き込んだ対処が必要であ
るとともに、いわゆる油賠法（船舶油濁等損害賠償保障法）に基づく油濁
損害にかかる保険事務については海事局安全政策課の油賠班が所管して
いるところ、それらの実務を担当されている部署にも、実際に保険情報の
通報が可能なのかの議論もしていきたい。 
（海事局安全政策課） 
 事務局からの説明及び海事局外航課からも発言があったとおり、本話題
は MSC１１１においても議論がなされることが確実であり、対応方策につ
いて関係省庁や関連する法律を所管する担当部局ともに検討をしていき
たいと考えている。 
（海上保安大学校奥園委員） 
 本件については様々な部分に波及する恐れのある内容である。先ほど油
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濁損害賠償の話も出たが、それ以外にも船骸撤去の問題などにも影響が
ある可能性もある。 
船舶保険に関し、一部問題のある船舶が航行している点は長年問題視

されていたところ、ある意味これを解決する糸口が今回提示されたのでは
ないかとの見方をしている。 
 他方、今回の提案については見かけ上、良い政策のように見えるが、日本
として問題がないのか整理・検討が必要であると強く感じている。今後の
政策立案の助けとなる可能性もあるため、今回の提案について日本として
利益・不利益について参加者の意見を伺いたい。 
（日本船舶技術研究協会（野口参与）） 
 航路指定については国連海洋法条約（以下「UNCLOS」という）に定めら
れた領海内であれば無害通航権、公海上であれば航行自由の原則などと
密接に関係している。 
 自分自身も過去、日本の大島沖規制航路等の提案の際に NCSR に参加
しているが、アメリカの体制を見てみると IMO 関連は船舶検査なども
USCG（米国沿岸警備隊）が対応しているが、この航路指定に関しては国
務省の人間も参加しており、しっかりと中身を確認し、アメリカに不利益が
生じないような体制をとっている。 
 本来、安全上の観点から SOLAS 条約に基づき沿岸国への通報が求めら
れているが、今回の提案は安全とは関係ない通報項目を課している点に
ついては日本全体で議論し、検討していく必要があるのではないかと思料
する。 
 シャドーフリート船対策については元来の SOLAS 条約に基づく通報の
議論から、UNCLOSの解釈にも及ぶなど IMOの範疇を超えており、これ
に対応するには全体的な目をもって対応していく必要があると思料する。 
（海上保安大学校奥園委員） 
 別の見方をすればどの海域で又はどのタイミングにおいて、どのような
通報を求めるのかという問題でもあるかもしれない。公海上に設定された
航路に入るタイミングの他、領海内に入るタイミングで沿岸国が一律に保
険情報を求めるといった対応もあり得るかもしれない。 
（日本船舶技術研究協会（野口参与）） 
 UNCLOS 上、航法や環境保全のため規則を沿岸国が取り決めることが
できるが、その範囲は公海上には航行自由の原則があるため原則領海内
である。他方、IMO の航法関係の規則において、領海内から続く形で公海
上にも航路を定めることが可能になっている。 
 領海内においても何からの規則を新たに定める場合には、必ず国際的に
権威のある機関（IMO）に諮問することが必要である。今回の NCSR12
においてはインフォメーションペーパーであるがペルーがクジラの保護と
称して領海 12 マイルを超える範囲に TSS（分離通航方式）を設定するこ
とを紹介しているところである。 

（３） IMO 第１１０回海上安全委員会（MSC１１０）対処方針の検討 
○  事務局から資料 IR２５-2-4 に基づき、MSC110 の議題について説

明が行われた。本件説明に関し、特段の質疑はなかった 
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・  欧州各国から提案された「欧州沿岸国の沿岸およびその周辺におけ
る既存の船舶通報義務システムの改正」において、新たに船舶の保険
情報の提供を求める内容が含まれていたことなどに対してロシア・中
国が強く反対するような状況があった。 

・  本提案はいわゆるシャドーフリート船やダークフリート船といった近
年問題視されている船舶への対策の一環と思われる。 

・  ロシア及び中国からは、「通報制度は本来、SOLAS に基づくもので
SOLAS とは関係ない保険情報を求めることは問題である、無害通航
権との関係上、保険情報を求めるのは UNCLOS に反する。EU 側の
提案は小規模な改正ではないため IMO への手続き規則に従い６か月
前の提案が必要であったが遵守されていないことなどを指摘の上、強
く反対を表明。 

・  １０の海域について改正案が提案されたものの時間の関係もあり審
議は２つの海域のみとなった。最終的には審議された２つの海域の改
正案は、欧州各国の賛成多数により MSC１１１に送られ審議が行われ
ることとなった。 

・  今回のＮＣＳＲ12 の前に行われた法律委員会においてもダークフリ
ート船対策の提案が行われ、ロシア及び中国が反対するような状況と
なっており、今後のＩＭＯの関連会議においても同様な状況となる可能
性がある。 

旨説明を行い、以下の質疑が行われた。 
（海事局外航課） 
 今回のようなダークフリート船対策については、ここ最近、対露制裁の一
環として EU がよく取り上げている事項であり、IMO はもちろんのこと、
今月開催される予定の G7 においても取り上げられることが予想される。 
 今回の提案された文章には明示的に「ダークフリート船やシャドーフロー
ト船対策のため」といったことは書かれていないものの、それらの船への
対策を目的として、通報内容に保険情報を追加する提案を EU がしてきた
ということは容易に想像できる。 
 他方、通報内容に保険情報を含めることについて、問題点の有無や日本
として受け入れられることができるのか伺いたい。また、本件のような影
の船団対策について外務省などの関係部署を巻き込んだ対処が必要であ
るとともに、いわゆる油賠法（船舶油濁等損害賠償保障法）に基づく油濁
損害にかかる保険事務については海事局安全政策課の油賠班が所管して
いるところ、それらの実務を担当されている部署にも、実際に保険情報の
通報が可能なのかの議論もしていきたい。 
（海事局安全政策課） 
 事務局からの説明及び海事局外航課からも発言があったとおり、本話題
は MSC１１１においても議論がなされることが確実であり、対応方策につ
いて関係省庁や関連する法律を所管する担当部局ともに検討をしていき
たいと考えている。 
（海上保安大学校奥園委員） 
 本件については様々な部分に波及する恐れのある内容である。先ほど油
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（海上保安大学校奥園教授） 
 この Wind Hunter プロジェクトがどのくらい将来的に波及する見
積もりでこの議論がなされているのか気になるところである。GHG
排出削減のための技術を採用するために安全基準を緩めるという議
論をする際には、対象の定義付が非常に難しいと感じている。そのた
め、変に安全基準の抜け穴を作るようなことにならないようしっかり
とした検討が必要と思料する。 
（海事局安全政策課） 
 安全基準については非常に難しい課題だと当課も認識しており、しっ
かりとした議論を行い、日本が作ったルールのせいで事故が発生した
ということにならないよう慎重に議論を進めていかなければならない
と考えている。 
 他方、このWind Hunter以外にも既に似た例があり、LNGを水素
に改質するということは正に化学反応を用いて実際に行われている
が、現状はどの国も SOLAS 条約 5－2 規則への抵触について問題
提起していない。様々な化学反応・合成が既に行われているところ、ど
こまで議論を深堀すべきかをよく検討する必要があると考えている。 
 

○ 海保庁総務部情報通信課より IR2５-2-７に基づき、MSC110 議題
18 に関連し、18/13 の説明が行われ、次の応答があった。 
 （日本船舶技術研究協会（野口参与）） 

    LRIT システムに関連する文書についてはリベリアなどが提出した
18/7 でも「Proposal for a new output to better utilize 
the LRIT system」という文書が出されている。本文書について本
委員会で取り上げないのは何か意図があってのことか。 
また、本提案文書は財政構造を変更する（ＮＣＳＲでの議論や関連条

約の改正などを含んだ作業計画の提案であるが）、本来ＮＣＳＲ小委員
会は技術的な問題を話す場であり、財政構造の話は通常ポリシーイシ
ューであることから、海上安全委員会（ＭＳＣ）の範疇ではないかと考
えている。各委員会小委員会の所掌を考慮すると本提案内容は非常
に厳しいのではないかと考える。 
また、18/13 に関連して、日本としての立場を議事録に残すとの説

明があったが、現在、ＩＭＯは議事録の簡素化を図っており、もし残す
とすれば、日本のステートメントを ANNEX として入れる形はある。但
し、議題 18 の「Ｗｏｒk programme」でステートメントを残すという
ことはあまりない。本体ステートメントとして残すのであれば、コメント
ペーパーを提出すべきであることからそこまでして議事録に残すつも
りなのか確認したい。 

 （海上保安庁総務部情報通信課） 
今回、18/7 に関しては説明を求められていなかったことから、説

明しなかったが、当該提案に対する対処方針は作成している。 
18/13 に関連し議事録の簡素化に関するご意見をいただいたが、

一度持ち帰り対応を検討させていただきたい。 
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○  海事局安全政策課より、IR2５-2-５に基づき、MSC１１０ 議題５に関
連し、５/２、５/７、５/９、５/21 の提案内容及び対処方針の説明が行わ
れた。本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

○  海事局安全政策課より、MSC110 議題６に関連して以下のとおり説
明が行われた。 

GHG削減に係る背景としてMEPCでの削減目標や対策等の議論及
び MSC における技術的規定に係る議論が進んでおり、2024 年５月
に開催されたMSC１０８において新技術開発に際しての障壁のリストが
作成された。 
その後 CG での議論を経て MSC11０においてリストに挙げられた障

壁とギャップへの対処案を策定、各対処案に優先順位をつけることにな
っている旨を説明の後 IR2５-2-６に基づき、日本からの提案である６
/3（ 船上での水素を生成する Wind Hunter プロジェクトに関する
もの）の概要及び船上での化学反応を伴う作業を禁止する SOLAS 規
定への抵触する懸念について優先度を高く議論するべきとの提案を行
う旨の説明が行われ、以下の質疑が行われた。 
（海事局外航課） 

本 Wind Hunter プロジェクトは各種公的機関による補助事業に
採択されており、様々なリリースがなされている。実証実験は全長
12m のセーリングヨットにより実施されているが、日本国内において
例えば船舶安全法や危規則などの関連規則と今回の提案で指摘され
ている SOLAS 条約への抵触の可能性の話についてはどのように整
理されているのか。 
また、このような議論を行っていくにはいつ頃に国際航海に従事す

る総トン数 500 トン以上の船が実装するといった目標のようなもの
があると議論しやすいと考えら、そのような筋道がないと原理原則に
基づいて、危険な行為について慎むべきであるということになる。こ
の点とイノベーションとのバランスをとった議論が必要との意見には
同意するところであるが、安全政策課のお考えをお聞きしたい。 
（海事局安全政策課）  

本ヨットについては、国際航海を行わない内航船であることから、
就役前に国内法を整備し、運航されている。他方、現在国内法の書き
ぶりをそのまま SOLAS 条約 5－2 規則に書き込めるものでもない。
よくある書き方として例えば「管轄官庁が認めた場合には除く」といっ
た記載があるが、今回の場合においては否定的な意見が出てくること
が予想されることから、今回はその記載ぶりでは通らないだろうと考
えている。そのため、現行の国内法や規則、心得に記載されている内
容より絞った書きぶりにしなければならないのではないかと考えてい
る。 
また、今回の IMO においては日本から本件に関するプレゼンを行

う予定であり、2026 年までに国内デモを終了し、そこで生かされた
知見をもとに、国際航行外航船を２０３０年前後に就役させることを
説明する予定。 
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（海上保安大学校奥園教授） 
 この Wind Hunter プロジェクトがどのくらい将来的に波及する見
積もりでこの議論がなされているのか気になるところである。GHG
排出削減のための技術を採用するために安全基準を緩めるという議
論をする際には、対象の定義付が非常に難しいと感じている。そのた
め、変に安全基準の抜け穴を作るようなことにならないようしっかり
とした検討が必要と思料する。 
（海事局安全政策課） 
 安全基準については非常に難しい課題だと当課も認識しており、しっ
かりとした議論を行い、日本が作ったルールのせいで事故が発生した
ということにならないよう慎重に議論を進めていかなければならない
と考えている。 
 他方、このWind Hunter以外にも既に似た例があり、LNGを水素
に改質するということは正に化学反応を用いて実際に行われている
が、現状はどの国も SOLAS 条約 5－2 規則への抵触について問題
提起していない。様々な化学反応・合成が既に行われているところ、ど
こまで議論を深堀すべきかをよく検討する必要があると考えている。 
 

○ 海保庁総務部情報通信課より IR2５-2-７に基づき、MSC110 議題
18 に関連し、18/13 の説明が行われ、次の応答があった。 
 （日本船舶技術研究協会（野口参与）） 

    LRIT システムに関連する文書についてはリベリアなどが提出した
18/7 でも「Proposal for a new output to better utilize 
the LRIT system」という文書が出されている。本文書について本
委員会で取り上げないのは何か意図があってのことか。 
また、本提案文書は財政構造を変更する（ＮＣＳＲでの議論や関連条

約の改正などを含んだ作業計画の提案であるが）、本来ＮＣＳＲ小委員
会は技術的な問題を話す場であり、財政構造の話は通常ポリシーイシ
ューであることから、海上安全委員会（ＭＳＣ）の範疇ではないかと考
えている。各委員会小委員会の所掌を考慮すると本提案内容は非常
に厳しいのではないかと考える。 
また、18/13 に関連して、日本としての立場を議事録に残すとの説

明があったが、現在、ＩＭＯは議事録の簡素化を図っており、もし残す
とすれば、日本のステートメントを ANNEX として入れる形はある。但
し、議題 18 の「Ｗｏｒk programme」でステートメントを残すという
ことはあまりない。本体ステートメントとして残すのであれば、コメント
ペーパーを提出すべきであることからそこまでして議事録に残すつも
りなのか確認したい。 

 （海上保安庁総務部情報通信課） 
今回、18/7 に関しては説明を求められていなかったことから、説

明しなかったが、当該提案に対する対処方針は作成している。 
18/13 に関連し議事録の簡素化に関するご意見をいただいたが、

一度持ち帰り対応を検討させていただきたい。 

2025061３_第 2 回国内委員会_議事概要 

○  海事局安全政策課より、IR2５-2-５に基づき、MSC１１０ 議題５に関
連し、５/２、５/７、５/９、５/21 の提案内容及び対処方針の説明が行わ
れた。本件説明に関し、特段の質疑はなかった。 

○  海事局安全政策課より、MSC110 議題６に関連して以下のとおり説
明が行われた。 

GHG削減に係る背景としてMEPCでの削減目標や対策等の議論及
び MSC における技術的規定に係る議論が進んでおり、2024 年５月
に開催されたMSC１０８において新技術開発に際しての障壁のリストが
作成された。 
その後 CG での議論を経て MSC11０においてリストに挙げられた障

壁とギャップへの対処案を策定、各対処案に優先順位をつけることにな
っている旨を説明の後 IR2５-2-６に基づき、日本からの提案である６
/3（ 船上での水素を生成する Wind Hunter プロジェクトに関する
もの）の概要及び船上での化学反応を伴う作業を禁止する SOLAS 規
定への抵触する懸念について優先度を高く議論するべきとの提案を行
う旨の説明が行われ、以下の質疑が行われた。 
（海事局外航課） 

本 Wind Hunter プロジェクトは各種公的機関による補助事業に
採択されており、様々なリリースがなされている。実証実験は全長
12m のセーリングヨットにより実施されているが、日本国内において
例えば船舶安全法や危規則などの関連規則と今回の提案で指摘され
ている SOLAS 条約への抵触の可能性の話についてはどのように整
理されているのか。 
また、このような議論を行っていくにはいつ頃に国際航海に従事す

る総トン数 500 トン以上の船が実装するといった目標のようなもの
があると議論しやすいと考えら、そのような筋道がないと原理原則に
基づいて、危険な行為について慎むべきであるということになる。こ
の点とイノベーションとのバランスをとった議論が必要との意見には
同意するところであるが、安全政策課のお考えをお聞きしたい。 
（海事局安全政策課）  

本ヨットについては、国際航海を行わない内航船であることから、
就役前に国内法を整備し、運航されている。他方、現在国内法の書き
ぶりをそのまま SOLAS 条約 5－2 規則に書き込めるものでもない。
よくある書き方として例えば「管轄官庁が認めた場合には除く」といっ
た記載があるが、今回の場合においては否定的な意見が出てくること
が予想されることから、今回はその記載ぶりでは通らないだろうと考
えている。そのため、現行の国内法や規則、心得に記載されている内
容より絞った書きぶりにしなければならないのではないかと考えてい
る。 
また、今回の IMO においては日本から本件に関するプレゼンを行

う予定であり、2026 年までに国内デモを終了し、そこで生かされた
知見をもとに、国際航行外航船を２０３０年前後に就役させることを
説明する予定。 
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また、財政構造に関する議論が NCSR では相応しくないとのご意
見をいただいたが、正しい議論の場で議論すべきとの意見を述べるこ
とも一案であると考える。 

 

（４）その他 

  ①奥薗委員から議題選定及び説明資料に関する濃淡についてのコメントがあ

り、事務局から議題選定作業を可能な限り早期に実施し、関係省庁との調

整や資料作成のための時間確保など改善していく旨説明があった。 

 ②今年度、事務局による自動運航船の係る研究に関しては、調査終了後、報告

書案を作成しメールにて各委員に照会することについて事務局から説明を

行った。 

以上 
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1  For a calendar view of the meetings, please refer to the following link on IMODOCS (here). 
 
2  Meeting to be held in English only. 

13 – 17 January SUB-COMMITTEE ON SHIP DESIGN AND CONSTRUCTION 
(SDC) – 11th session IMO  

27 – 31 January SUB-COMMITTEE ON POLLUTION PREVENTION AND 
RESPONSE (PPR) – 12th session IMO 

10 – 14 February SUB-COMMITTEE ON HUMAN ELEMENT, TRAINING AND 
WATCHKEEPING (HTW) – 11th session IMO  

13 February 6th GHG Expert Workshop on the Further development of the 
basket of candidate-measures (GHG-EW 6)2 IMO 

17 – 21 February 18th meeting of the Intersessional Working Group on Reduction 
of GHG Emissions from Ships (ISWG-GHG 18)2 IMO 

24 – 28 February SUB-COMMITTEE ON SHIP SYSTEMS AND EQUIPMENT  
(SSE) – 11th session IMO  

10 – 14 March FACILITATION COMMITTEE (FAL) – 49th session IMO  

10 – 14 March 
48th meeting of the Scientific Group under the London 
Convention and the 19th meeting of the Scientific Group under 
the London Protocol (LC/SG 48)2 

Guatemala 

17 – 21 March 
 

12th meeting of the Expert Group on Data Harmonization 
(EGDH 12)2 IMO 

17 – 21 March 42nd meeting of the Editorial and Technical (E&T) Group 
(IMDG Code)2 IMO 

19 – 21 March  9th session of the Joint Working Group on the Member State 
Audit Scheme (JWGMSA 9)2 IMO 

24 – 28 March LEGAL COMMITTEE (LEG) – 112th session IMO  

31 March – 1 April 19th meeting of the Intersessional Working Group on Reduction 
of GHG Emissions from Ships (ISWG-GHG 19)2 IMO 

2 – 4 April  Intersessional Working Group on Air Pollution and Energy 
Efficiency (ISWG-APEE 1)2 IMO 

7 – 11 April MARINE ENVIRONMENT PROTECTION COMMITTEE 
(MEPC) – 83rd session  IMO  

28 April – 2 May IOPC Funds IMO 
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13 – 22 May SUB-COMMITTEE ON NAVIGATION, COMMUNICATIONS 
AND SEARCH AND RESCUE (NCSR) – 12th session IMO 

2 – 6 June TECHNICAL COOPERATION COMMITTEE (TC) – 
75th session IMO 

9 – 13 June  IMSO AC 51 IMO 

18 – 27 June MARITIME SAFETY COMMITTEE (MSC) – 110th session IMO  

30 June – 4 July 
4th session of the Intersessional Working Group on Relations 
with Non-Governmental Organizations 
(ISWG-NGO 4)2 

IMO 

7 – 11 July  COUNCIL – 134th session IMO 

21 – 25 July SUB-COMMITTEE ON IMPLEMENTATION OF 
IMO INSTRUMENTS (III) – 11th session IMO 

1 – 5 September Intersessional Working Group on Alternative Fuels   
(ISWG-AF)2 IMO 

8 – 12 September SUB-COMMITTEE ON CARRIAGE OF CARGOES AND 
CONTAINERS (CCC) – 11th session IMO 

15 – 19 September 43rd meeting of the Editorial and Technical (E&T) Group 
(IMDG Code)2 IMO 

15 – 19 September 13th meeting of the Expert Group on Data Harmonization 
(EGDH 13)2 IMO 

6 – 10 October 21st meeting of the Joint IMO/ITU Experts Group on 
Maritime Radiocommunication Matters2 IMO 

14 – 17 October MARINE ENVIRONMENT PROTECTION COMMITTEE 
(MEPC/ES.2) – 2nd extraordinary session  IMO 

20 – 24 October  20th meeting of the Intersessional Working Group on 
Reduction of GHG Emissions from Ships (ISWG-GHG 20) IMO 

23 – 24 October 17th session of the London Protocol Compliance Group2 IMO 

27 – 31 October 

47th CONSULTATIVE MEETING OF CONTRACTING 
PARTIES (LONDON CONVENTION 1972)20th MEETING OF 
CONTRACTING PARTIES 
(LONDON PROTOCOL 1996) 

IMO 

3 – 7 November IOPC Funds IMO 

3 – 7 November 32nd meeting of the ICAO/IMO Joint Working Group on 
Harmonization of Aeronautical and Maritime Search andRescue2 Australia 

10 – 14 November 31st meeting of the PPR Technical Group on the Evaluation  
of Safety and Pollution Hazards of Chemicals (ESPH 31)2 IMO 

19 – 21 November COUNCIL – 135th session IMO 
24 November – 
3 December ASSEMBLY – 34th session IMO 

4 December COUNCIL – 136th session IMO 
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OTHER EVENTS 

16 May  IMO International Day for Women in Maritime and IMO Gender 
Equality Award ceremony IMO 

25 June Day of the Seafarer campaign IMO 

11 September Technical Seminar on Onboard Carbon Capture and Storage 
(OCCS) Systems IMO 

22 – 23 September Orientation Seminar for IMO delegates IMO 

25 September World Maritime Day reception IMO 

29 September – 
1 October World Maritime Day Parallel Event UAE 

6 – 7 November 2nd Workshop on the Relationship between Energy Efficiency 
and Underwater Radiated Noise from Ships IMO 

8 December Workshop on Goal-Based Standards (GBS) IMO 

IMO/UN OBSERVANCE DAYS 

8 March International Women's Day 

20 March French Language Day 

20 April Chinese Language Day 

23 April Spanish Language Day 

23 April English Language Day 

18 May  IMO International Day for Women in Maritime 

6 June Russian Language Day 

25 June Day of the Seafarer 

25 September World Maritime Day 

18 December Arabic Language Day  

___________ 
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PROGRAMME OF MEETINGS FOR 20261 
 

19 – 23 
January 

SUB-COMMITTEE ON SHIP DESIGN AND CONSTRUCTION 
(SDC) – 12th session IMO  

9 – 13 
February 

SUB-COMMITTEE ON POLLUTION PREVENTION AND 
RESPONSE (PPR) – 13th session IMO 

23 – 27 
February 

SUB-COMMITTEE ON HUMAN ELEMENT, TRAINING AND 
WATCHKEEPING (HTW) – 12th session IMO  

2 – 6 March 
2nd meeting of the Intersessional Working Group on the 
Comprehensive Review of the STCW Convention and Code 
(ISWG-STCW 2)2 

IMO 

2 – 6 March 49th session of the London Convention Scientific Group and the 
20th session of the London Protocol Scientific Group (LC/SG 49 2 IMO 

9 – 13 March SUB-COMMITTEE ON SHIP SYSTEMS AND EQUIPMENT  
(SSE) – 12th session IMO  

16 – 19 March 44th meeting of the Editorial and Technical (E&T) Group 
(IMSBC Code)2 IMO 

16 – 19 March IMSO AC 52 IMO 

23 – 27 March FACILITATION COMMITTEE (FAL) – 50th session IMO  

30 March – 
2 April 14th meeting of the Expert Group on Data Harmonization2  IMO 

13 – 17 April LEGAL COMMITTEE (LEG) – 113th session IMO 

20 – 24 April 21st meeting of the Intersessional Working Group on Reduction 
of GHG Emissions from Ships (ISWG-GHG 21) 2 IMO 

27 April – 
1 May 

MARINE ENVIRONMENT PROTECTION COMMITTEE 
(MEPC) – 84th session  IMO 

 6 – 8 May IOPC Funds  IMO 

13 – 22 May MARITIME SAFETY COMMITTEE (MSC) – 111th session IMO  

 
1 For a calendar view of the meetings, please refer to the following link on IMODOCS. 
 https://docs.imo.org/Shared/Download.aspx?did=151809 
 
2 Meeting to be held in English only. 
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8 – 12 June TECHNICAL COOPERATION COMMITTEE (TC) – 
76th session IMO 

15 – 19 June 5th meeting of the Intersessional Working Group on Relations 
with Non-Governmental Organizations (ISWG-NGO 5) 2 

 
IMO 

22 – 26 June SUB-COMMITTEE ON NAVIGATION, COMMUNICATIONS 
AND SEARCH AND RESCUE (NCSR) – 13th session IMO 

6 – 10 July COUNCIL – 137th session IMO 

20 – 24 July SUB-COMMITTEE ON IMPLEMENTATION OF IMO 
INSTRUMENTS (III) – 12th session IMO 

7 – 11 
September 

3rd meeting of the Intersessional Working Group on Development 
of Technical Provisions for Safety of Ships using Alternative 
Fuels 2 

IMO 

14 – 18 
September 

SUB-COMMITTEE ON CARRIAGE OF CARGOES AND 
CONTAINERS (CCC) – 12th session IMO 

21 – 25 
September 

45th meeting of the Editorial and Technical (E&T) Group  
(IMSBC Code) 2 IMO 

21 – 25 
September 15th meeting of the Expert Group on Data Harmonization 2  IMO 

28 September 
– 2 October 

22nd meeting of the Joint IMO/ITU Experts Group on 
Maritime Radiocommunication Matters2 IMO 

1 – 2 October  18th session of the London Protocol Compliance Group  
(LP-CG 18) 2  IMO 

 
5 – 9 October 

48th CONSULTATIVE MEETING OF CONTRACTING 
PARTIES (LONDON CONVENTION 1972)  
21st MEETING OF CONTRACTING PARTIES 
(LONDON PROTOCOL 1996) 

IMO 

12 – 16 
October IMSO A 30 IMO 

12 – 16 
October 

32nd meeting of the PPR Technical Group on the Evaluation  
of Safety and Pollution Hazards of Chemicals (ESPH 32) 2 IMO 

19 – 23 
October IOPC Funds IMO 

2 – 6 
November COUNCIL – 138th session IMO 

9 – 13 
November 

33rd meeting of the ICAO/IMO Joint Working Group on 
Harmonization of Aeronautical and Maritime Search and Rescue2 Sweden 
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16 – 27 
November 

MARINE ENVIRONMENT PROTECTION COMMITTEE 
(MEPC) – 85th session and the resumed 2nd extraordinary 
session3 

IMO 

7 – 11 
December 

MARITIME SAFETY COMMITTEE (MSC) – 112th session IMO 

OTHER EVENTS 

18 May International Day for Women in Maritime IMO 

25 June Day of the Seafarer IMO 

24 September World Maritime Day IMO 
28 – 29 
September Orientation Seminar for IMO delegates IMO 

26 – 27 
October World Maritime Day Parallel Event 

Republic of 
Korea 

IMO/UN OBSERVANCE DAYS 

20 March French Language Day 
20 April Chinese Language Day 
23 April Spanish Language Day 
23 April English Language Day 
6 June Russian Language Day 
18 December Arabic Language Day 

___________ 

3 To be decided at MEPC 84. 

207





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

公益社団法人  日本海難防止協会 
 

〒151-0062 
東京都渋谷区元代々木町 33-8 

元代々木サンサンビル 3 階 
 

TEL 03（5761）6080 
FAX 03（5761）6058 

 
 




